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Ⅰ 法人の特徴 

 

愛媛大学は，平成17年３月に「愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章」を制定し，質

の高い教育と高度の学術研究を推進するとともに，地域をはじめ社会に貢献することを基

本使命とした。特に「自ら学び，考え，実践する能力と次代を担う誇りをもつ人間性豊か

な人材を社会に輩出すること，とりわけ地域に立脚する大学として，地域に役立つ人材，

地域の発展を牽引する人材の養成がこれからの主要な責務」であると宣言した。 

１ 学生中心の大学 

本学は「学生中心の大学」づくりの中核となる全学組織として教育や学生支援に関す

る業務を統括し，それらの有機的連携を図るために「愛媛大学教育・学生支援機構」を

設置し，全学に配置した教育コーディネーターとの連携を強化して，全学的方針の下に

教育改革・学生支援を推進している。  
２ 地域にあって輝く大学 

 「地域にあって輝く大学」の推進を目指して地域のより一層の飛躍・発展に資するた

め，愛媛県と協定を締結した。また，地域の産業・環境などの分野で相互に協力し活力

ある地域の発展と人材の育成を目的として，愛媛県下６市町と協定を締結した。社会連

携推進機構が中心となって地域の要望を把握し，南予地域活性化などに取り組んでいる。 
３ 学生の自主的な活動の支援 

学生による学生のためのボランティア活動を通して「教えあい，学びあい，助けあう力」

を高めることを目的として，スチューデント・キャンパス・ボランティアの活動を支援し，

活動拠点「ピア＠カフェ」を設置している。この取組は，平成16年度文部科学省特色GPに採

択された。また，学生のリーダー養成を目的とした「新時代の学生リーダー養成プログラム

－愛媛大学リーダーズ・スクール－」が平成19年度文部科学省学生支援GPに採択された。 

４ 「地域・環境・生命」の教育研究を重点的に推進 

  本学は，「地域・環境・生命」を主題とする教育研究を重点的に推進している。教育面

では，新入生の初年次教育において「地域・環境・生命」に関する授業科目を教養コア

科目に設定し，必修としている。また，環境の分野では，「瀬戸内の山～里～海～人が

つながる環境教育－大学と地域との相互学びあい型環境教育指導者育成カリキュラム

の展開－」が平成 18 年度文部科学省現代 GP に採択された。研究面でも，「地域・環境・

生命」に関する分野を組織的に支援し，先端的な研究センター等を設置した。 

５ 先端的な研究のセンター化 

  本学は，特定の研究分野をセンター化することで本学独自の特色ある研究を推進してい

る。法人化前に設置した「沿岸環境科学研究センター」，「地球深部ダイナミクス研究セン

ター」，「無細胞生命科学工学研究センター」の先端的な３研究センターは，国際的な研究

拠点として発展してきた。沿岸環境科学研究センターを中心とした「沿岸環境科学研究拠

点」は平成14年度文部科学省21世紀COEプログラムに，また「化学物質の環境科学教育研

究拠点」は平成19年度文部科学省グローバルCOEプログラムに採択された。 

６ スーパーサイエンス特別コースの設置 

  平成17年度に設置したスーパーサイエンス特別コースは，従来の学部の枠を超えて学士

課程から大学院博士課程までの一貫的教育システムを採用し，本学の先端的な３研究セン

ターに関連する研究分野で国際的に活躍できる優れた研究者の養成を目指している。 

７ 教育研究による国際貢献（アジア支援） 

  ネパールやインドネシアなどアジアの途上国の大学と交流協定を締結し，防災・環境

を中心とする教育研究の支援を進めている。また，理工学研究科は，留学生を対象とし

た「アジア環境学特別コース」，「アジア防災学特別コース」を設置した。 

８ FD／SD／TAD 三位一体型能力開発 

教員，事務職員，ティーチング・アシスタント（TA)が本学の理念と目標を共有し，一

体となって能力開発に取り組むことにより教育の質の向上を目指す能力開発プログラ

ムを全学的に実施している。この取組は，平成18年度文部科学省特色GPに採択された。 
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生活と制度 自然との共生

初めての外国語

創 生 授 業

地域・生命・環境 こころと健康

人間と文化 科学と現代

新入生セミナー

コース初歩学習科目

教養科目

主題科目

共通教育科目

基礎科目 スポーツ

情報科学

英     語

日本語科目及び日本事情
に関する科目（留学生）

文系基礎科目

理系基礎科目

初年次科目

教養コア科目

知の展開科目

Ⅱ 中期目標ごとの自己評価 
 

１ 教育に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「（１）教育の成果に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 
   ○小項目１「多様な個性と資質を有する学生を受け入れ，広い視野と自ら考え実践

する能力及び次代を担う自覚と誇りをもつ人材を育成する。大学院に

おいては，専門分野の深い学識と総合的判断力を身につけた指導的人

材を育成する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 

＜学士課程教育の成果に関する具体的目標の設定＞ 

  計画１－１「(１) 主体的・創造的に生きるのに必要な自己実現のための基礎能力及

び多様な価値観に対する理解を培い，豊かな人間性と社会的自覚を育む。」に

係る状況  
 

平成 17 年３月に，愛媛大学のこれからの指針として「愛媛大学の理念と目標及

び愛媛大学憲章」（以下，「愛媛大学憲章」という。）を制定し，「地域社会，国際社

会の中で主体的に生きるのに必要な自己実現のための基礎能力としての知の運用

能力と国際的コミュニケーション能力をとくに重視する」ことを明確にした（別添

資料１）。そのための教育方針として「専門分野の知識の習得とともに，情報収集・

発信の能力，記述・論述の能力，対話・討論の能力を培う教育を充実させる。また，

地域・環境・生命の３つの主題に関連する教育にも力を注ぎ，地域の現場から問題

を発見し解決策を見いだす能力を養うために，フィールドワーク，インターンシッ

プ，ボランティア活動等の実体験型教育を推進する」ことを掲げた。この「愛媛大

学憲章」は学内随所に掲げて，教職員及び学生に周知している。  

主体的な学び（アクティ 

ブラーニング）は，従来か  資料【１】共通教育カリキュラム図（出典：共通教育科目履修案内） 

ら専門教育では実験，実習，

フ ィ ー ル ド ワ ー ク 科 目 な

ど に お い て 大 き な ウ エ イ

トを占めているが，共通教

育（教養教育）においても，

教養科目の分類に「創生授

業」を設けて，フィールド

ワ ー ク や ゼ ミ ナ ー ル 形 式

の授業を増やし，学生参加

型授業を展開している。ま

た，基礎科目の英語ではネ

イ テ ィ ブ 教 員 に よ る 少 人

数クラス，学生主体の会話

型授業を特色としており，ネイティブ教員とクラスメイトの交流を通じて，多くの

学生は学ぶ面白さを実感している。共通教育では教養科目の「知の展開科目」に「人

間と文化」，「生活と制度」等の分野を設定し，豊かな人間性と社会的自覚を早期に

育むための授業を実施している（資料【１】）。 

また，「愛媛大学憲章」に沿った「学生中心の大学」づくりの一環として，学生

の主体的な活動も全学的に支援している。学長裁量経費を活用した学生による主体
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的な調査・研究を財政的に支援する「プロジェクト E」や，学生による学生のため

のボランティア活動を通して，「教えあい，学びあい，助けあう力」を高めるスチ

ューデント・キャンパス・ボランティアの活動が活発に行われている。さらに，学

生の人間性を高め，人間性豊かな社会人を育成するため，「新時代の学生リーダー

養成プログラム」を実施しており，主体的に参加した学生がリーダーシップを発揮

して，学生相互の意欲・能力の向上が認められている。これらの学生の主体性を育

む取組は，全学に広がっている。 

 

別添資料１ 愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章  
   

計画１－２「(２) 中等教育から円滑に大学教程に導き，学部専門教育を受けるため

の十分な基礎学力と自己表現能力を養う。」に係る状況  
 

多様な学習歴を持つ入学者を大学教程に円滑に導くため，導入的授業科目の充実

を図っている。平成 18 年度に導入した共通教育の新カリキュラムでは，「初年次科

目」として「新入生セミナー」と「コース初歩学習科目」の必修２科目４単位を設

定した。「新入生セミナー」は，主体的に生きるのに必要なソーシャルスキルと自

ら学ぶのに必要なスタディスキルを学習することを目的としている。一方，「コー

ス初歩学習科目」は，各学部や学科・コースの特徴的なカリキュラムについて知る

とともに，学生が早期に自分の興味・関心に目覚め，卒業までの学びのプロセスを

知ることを目的としている。平成 19 年度からは，入学式直前に理系新入生を中心

に「数学力テスト」を実施（平成 19 年度受験者数 1,009 人）し，数学の基礎学力

が不足している理系学生を対象に演習中心のリメディアル授業「初級微積分」を開

講し，数学力の底上げを図っている。 

 

  計画１－３「(３) 幅広い教養と豊かな人間性とともに，十分な専門知識を習得させ，

地球的視野をもって地域社会・国際社会に貢献できる人材を育成する。」に係

る状況 

 

地球的視野を持って地域社会・国際社会に貢献できる人材育成のため，共通教育

では愛媛大学の教育研究のキーワードである「地域・環境・生命」を教養コア科目

に設定し，必修としている。知の展開科目の「生活と制度」分野では，地域や国際

問題をテーマとする授業を設定しており，社会科学の視点に立った社会意識の涵養

に努めている。また「自然との共生」分野でも，「共生」をキーワードとして地域

や国際的な環境問題をテーマとした授業を展開している。 

平成 17 年度には，従来の学 

部から独立した「スーパーサイ  資料【２】スーパーサイエンス特別コース 

エンス特別コース」（募集人員

15 人）を設置した。このコース

は，理学部・工学部・農学部が

連携して本学の３先端研究セ

ンターの関連分野（環境科学，

地球惑星科学，生命科学工学）

において，国際的に活躍できる

研究者を養成することを目的

としており，実験等を課す AO 入試により選抜を行っている（資料【２】）。 

各学部の取組として，例えば農学部では，地域社会や国際社会における食料・資

源・環境に関するさまざまな問題を解決し，自然と人間が調和する循環型社会の創

造に貢献できる人材の養成を目指し，１学科（生物資源学科）の下に７専門教育コー
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スを設け，それぞれの教育目的・方針に沿ったカリキュラムを設定している。平成

20 年４月に，高大連携プログラムに基づき，農山漁村における地域の後継者・担い

手及びそのリーダーを育成する「農山漁村地域マネジメント特別コース」を設置した。 

法文学部総合政策学科では，「地球規模で考え地域で行動すること」と「地域を

見据えて地球規模で活動すること」を理念に，国際フィールドワーク等の実践型・

体験型の教育を柱とした体系的なカリキュラムにより，国際社会で活躍できる人材

の養成を目指す「グローバル・スタディーズ」と地域社会で活躍するリーダーの養

成を目指す「地域（リージョナル・スタディ）」を平成 19 年度に開設した。 

 
  計画１－４「(４) 明確な教育理念・目標と厳格な成績評価のもとで優れた質の多様

な人材を育成して地域社会，国際社会に送り出す。」に係る状況 

 
平成 17 年３月に制定した「愛媛大  資料【３】基本目標（出典：愛媛大学憲章） 

学憲章」において，「大学が次代を

担う若い世代を育てる教育機関で

あるという原点にもどる」と宣言し

て「学生中心の大学」，「地域にあっ

て輝く大学」を目指すことを明確に

し，その中で，学士課程教育の基本

目標を定めた（資料【３】）。 

「学生中心の大学」づくりの中核

となる全学組織「教育・学生支援機

構」を設置するとともに，平成 18

年４月には，各学部・学科及び共通

教育の教育改革を主導するため，教

育コーディネーター（平成 20 年３月末現在 59 人）を全学に組織した（資料【４】）。

平成 19 年度には教育・学生支援機構が主催する５回の教育コーディネーター研修

会において，全学的な統一性を持たせた各学部のディプロマ・ポリシー（卒業時の

到達目標）を策定した（別添資料２）。 

本学では，このように全学的な統一性と学部の特性を両立させた教育理念・目標

を定め，これに沿って地域社会，国際社会で活躍できる人材育成に努めている。 

 

資料【４】教育コーディネーターの目的と業務（出典：教育コーディネーター規程） 

（目的） 

第２条 教育コーディネーターの制度は，教育改革を継続的に推進する体制を構築し，学士課

程及び大学院課程における教育改善及び教育機能の向上に資することを目的とする。 

（業務） 

第３条 教育コーディネーターは，次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 教育内容及び教育方法の改善に係わる企画・立案及び実践に関すること。 

(2) 教育効果の検証及び教育成果の活用に関すること。 

(3) 教員の教授能力の向上に関すること。 

(4) 教育改善に係わる情報の収集及び提供に関すること。 

(5) 学生の学修支援に関すること。 

(6) 教育改善に係わるプロジェクトの推進及び競争的資金の獲得に関すること。 

(7) その他教育改善及び教育機能の向上に関すること。 

 

別添資料２ ディプロマ・ポリシー（卒業時の到達目標）  
 

＜大学院課程教育の成果に関する具体的目標の設定＞ 

１ 愛媛大学は，学生が豊かな創造性，人間性，

社会性を培うとともに，自立した個人として

生きていくのに必要な知の運用能力，国際的

コミュニケーション能力，論理的判断能力を

高める教育を実践する。 

２ 愛媛大学は，地域・環境・生命に関連する教

育に力を注ぎ，地域の現場から課題を発見し

解決策を見いだす能力を育成する。 

３ 愛媛大学は，学生が入学から卒業まで安心し

て充実した大学生活を送ることができる学生

支援体制を築く。 
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  計画１－５「(５) 学問的専門知識と幅広い学際的知識の更なる高度化を図り，探究

心と創造力豊かな，指導力のある高度職業人，研究者を育成する。」に係る状況  
 

本学では，大学院学生を高度職業人・研究者として社会に送り出すために，大学

院課程における教育プロセスの明確化に努めている。そのために，各研究科では，

①学部教育との接続性を向上させたカリキュラムを体系的に整備する，②研究科間

の教育資源の共有化及び学内共同教育研究施設における教育資源の活用によって

カリキュラムの多様化・学際化を図る，③多様な開講形態の授業を提供し，学修と

研究活動が相互に高めあうよう工夫する，④高度職業人・研究者として身に付けて

おくべき基礎技能を修得できる機会を設定するなどの課題に積極的に取り組んで

いる。また，平成 17 年 12 月には役員会の下に「大学院教育の在り方に関する検討

WG」を設置して，大学院教育の改革を推進し実質化を図るための提案を行った。WG

の報告に基づき，「大学院組織改革検討委員会」を設置して大学院教育の実質化に

取り組むとともに，各研究科でも大学院改革を開始した。例えば，理工学研究科で

は，外国人留学生特別コースとして平成 19 年 10 月にアジアの優れた留学生を受け

入れ，環境学・防災学のリーダーの育成を目的とする「アジア環境学特別コース」

と「アジア防災学特別コース」を設置し，秋季入学，英語での授業，特別奨学金の

支給などの修学支援を充実させた。この国際的・学際的なカリキュラムは，特別コー

ス外の博士課程大学院学生にも適用を拡大することとしている。また，学外から現

職技術者を教員として迎え，最新の技術を修得するとともに，教育プログラムに企

業と連携した長期間の実践的インターンシップを採り入れた「ICT スペシャリスト

育成コース」を平成 21 年度に設置することとし，準備を進めている。 

 
  計画１－６「(６) 知識人としての自覚と国際的感覚を培い，社会の福利の向上と文

化の発展に貢献できる人材を育成する。」に係る状況 

 
各研究科では，知識人としての自覚や国際感覚をコースワークの中で培うように

努めているが，コースワーク以外でもさまざまな工夫を行っている。 

例えば，教育学研究科特別支援教育コーディネーター専修（修業年限１年）では，

大学院学生が地域の実習校に通い，補助的教員の立場で特別なサポートを必要とす

る子ども達を支援することによって，授業での理論と現場での実践を往還させるシ

ステムを構築している。医学系研究科看護学専攻では，研究の倫理面を重視してお

り，研究計画段階で研究内容を倫理審査委員会で審議している。理工学研究科博士

後期課程では，在学中に身に付けた能力を発揮する機会として，国内及び国際会議

での研究成果の発表を奨励している。連合農学研究科では，自ら研究プロジェクト

を組織運営する経験を通じてリーダーシップの涵養を図ることを目的として，「学

生研究プロジェクト創生プラン支援事業」を導入している。また，国際学会等で研

究成果を発表して海外の研究者との交流を促進するために，「学生国際学会等参加

支援事業」も導入している（資料【５】）。 

 
資料【５】連合農学研究科の学生支援制度  

○学生研究プロジェクト創生プラン支援事業 

連合農学研究科の学生が主体的に創生するプロジェクト研究に対し，その経費を支援する

ことにより，自立的な課題開発能力や問題解決能力を養成するとともに，自ら研究プロジェ

クトを組織運営する経験を通じてリーダーシップの涵養に資することを目的とする。  

○学生国際学会等参加支援事業 

  連合農学研究科の学生が積極的に国際学会等に参加し，研究発表することによって国際性

を涵養し，海外の研究者との交流を促進するとともに，学生間の競争的環境を創出し，研究

の活性化に資することを目的として，その費用の一部を支援する。  
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＜教育の成果・効果の検証に関する具体的方策＞ 

  計画１－７「(７) 卒業生の満足度や卒業生に対する社会の評価を分析・検討し，そ

れらに基づいて，教育の改善を図る。」に係る状況 

 
教育・学生支援機構と経営情報分析室が共同で，平成 16 年３月（平成 15 年度卒

業生）から卒業予定者アンケートを全学的に実施している（平成 18 年度卒業予定

者数：1,830 人，回答者数：996 人，回答率：54.4％）。アンケート項目は，大学生

活に対する満足度，愛媛大学卒業生としての誇り，学業・学業外の活動・就職・留

学等への取組状況，教育目標の明示・カリキュラムの構成・成績評価等の教育内容，

共通教育と専門教育の連続性，学生の声の反映，シラバスの整備など，多岐にわた

っている。平成 16 年度アンケートでは，これまでの大学生活を振り返って，専門

教育ではすべての授業形態において，おおむね 70％以上の学生が身に付けた専門知

識や能力について肯定的に回答している。その中では，教育成果として「情報収集

力」，「人脈開拓力」が高い評価を得たが，「プレゼンテーション能力」，「外国語会

話能力」の２項目は評価が低かった。この点については，平成 18 年度の共通教育

における新カリキュラムの導入，英語授業科目におけるネイティブ教員による少人

数クラスでの学生主体の会話型授業の充実を図るなどの改善を行った。さらに，平

成 18 年度に拡充・改組した「国際交流センター」では，従来の留学生支援に加え

て，学生のニーズに応えた日本人学生の海外派遣プログラムを創設し，積極的に参

加を支援している（平成 19 年度参加者：49 人）。分析結果は，全学・学部ごとに集

計・開示し，教育改善のための一助としている。卒業予定者アンケートの大学生活

に対する満足度は平成 16 年度 81％，平成 17 年度 83％，平成 18 年度 87％と高い水

準であり，漸増傾向にある（別添資料３）。 

各学部においては，地元企業関係者との直接面談や教育委員会等との懇談会，就職

先・卒業生へのアンケートを通して，卒業生に対する社会の評価あるいは社会ニーズ

の分析を行っている。特に，JABEE（日本技術者教育認定機構）認定の学科等では，

地域の関係者を教育改善アドバイザーとして委嘱し，外部から教育改善に関する意見

を聴取するなどの体制を導入している。 

農学部では，就職先企業アンケートを実施し，卒業（修了）生が在学時に身に付

けた学力や資質・能力等に関する意見を聴取して，教育の成果や効果の検証を行っ

ている。アンケート調査から一般教養，専門知識，プレゼンテーション能力といっ

た企業で働く上で必要な事項について，おおむね良好な結果を得た。 

医学部看護学科では，平成 18 年度に卒業生と就職した病院に対し，就職後の看

護実践能力について聞き取り調査を行い，「基本技術の適切な実施」や「尊厳の重

視」について約 80％以上の評価を得た。こうした評価結果を基に判断力，コミュニ

ケーション能力，倫理観などの人間性に加えて，安全を守るための危機管理能力，

チーム医療をマネジメントする能力など，実践力を支えるさまざまな要素に対応す

るために，教育プログラムの構造化に努めている。 

 

別添資料３ 卒業予定者アンケート結果報告書（抜粋）  
 
＜学生収容定員＞  

  計画１－８「(８)各学部・大学院において，学科，教育コースの再編，大学院の再

編計画を策定し，平成１８年度を目処に入学定員の見直しを行う。」に係る状況  
 

次世代を担う優れた研究者の養成を目的として，平成 17 年４月に従来の学部から

独立した「スーパーサイエンス特別コース」を設置した。この特別コースは，理学

部・工学部・農学部が連携して，３先端研究センターの関連分野（環境科学，地球
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惑星科学，生命科学工学）において，学士課程から大学院課程までの一貫的教育シ

ステムによる特別教育プログラムを実施している（資料【２】(P3)）。平成 19 年度

末には，早期卒業により３人の卒業生が本学理工学研究科に進学した。 

各学部・研究科の状況として，法文学部は，平成 19 年度に総合政策学科の教育コー

スの再編と特別コースの設置，平成 20 年度に３年次編入学定員の新設（10 人），人

文学科の教育コースの再編と副専攻型プログラムを実施することとした。 

教育学部は，カリキュラム改革により平成 20 年度に教育課程を変更し，教育学研

究科は平成 17 年４月に現職教員を主たる対象として，軽度発達障害支援の専門家

養成に特化した１年制の特別支援教育専攻・特別支援教育コーディネーター専修

（定員６人）を設置した。 

理学部は，平成 17 年４月に学科構成を３学科から５学科に改組した。また，理工

学研究科は，平成 18 年４月に博士前期課程を９専攻から５専攻に，博士後期課程

を４専攻から５専攻に改組するとともに，平成 19 年 10 月に留学生を対象とした「ア

ジア環境学特別コース」（募集人員：博士前期２人，博士後期２人）及び「アジア

防災学特別コース」（募集人員：博士前期２人，博士後期２人）を設置し，秋季入

学，英語での授業，特別奨学金の支給などの修学支援を充実させた。特に，本学の

21 世紀 COE プログラム実施における人材育成面の成果を発展させ，アジアの途上国

から優れた留学生を特別待遇で受け入れ，アジアの環境学のリーダーとして育成す

ることを目的とした「アジア環境学特別コース」の設置は，平成 19 年度文部科学

省グローバル COE プログラム「化学物質の環境科学教育研究拠点」の採択理由の１

つとして高く評価された。 

医学部は，地域の医師不足対策の一環として，平成 17 年度から愛媛県内の高校生

を対象とした「地域特別枠自己推薦入試」を実施している。平成 21 年度からは５

人の定員増を図り，愛媛県と連携して地域医療を担う医師を育成することとした。

医学系研究科（博士課程）は，平成 18 年４月に３専攻から１専攻に改組して，先

進的・学際的な教育研究を充実させた。 

農学部は，平成 17 年４月に「水圏資源環境学専門教育サブコース」を，また平成

20 年４月には地域の要請に対応した「農山漁村地域マネジメント特別コース」（募

集人員 10 人）を設置した。 

 
      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 「愛媛大学憲章」を制定して，「大学が次代を担う若い世代を育てる教

育機関であるという原点にもどる」と宣言し，本学の基本的立場を明確にしてい

る。中期目標・中期計画で掲げた人材育成目標に基づき，教育コーディネーター

研修会により各学部・学科のディプロマ・ポリシー（卒業時の到達目標）を策定

している。学部・大学院の一貫的教育システムを採り入れた「スーパーサイエン

ス特別コース」の設置など，各学部・研究科においては，その目標を達成するた

めに学科，教育コース等の新設・改編，カリキュラム改革にも積極的に取り組ん

でいる。平成 15 年度から全学的に実施している卒業予定者アンケートの結果を英

語教育の改革などに活用するとともに，卒業生や社会からの意見やニーズを採り

入れ，それを教育の改革・改善に活かしている。「学生中心の大学」づくりの中核

となる全学組織「教育・学生支援機構」と教育コーディネーターとの連携を強化

して，全学レベルにおいて PDCA サイクルが順調に機能している。 

     以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 
②中項目１の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

   (判断理由) 中項目を構成する小項目を「目標の達成状況がおおむね良好である」

と判断したため。 
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③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

   １．「愛媛大学憲章」を定め，学内随所に掲げるなどして教職員及び学生に周知

し，教育理念・目標に対する理解を深めるとともに，「愛媛大学憲章」に沿っ

た教育改革を実施している【計画１－１】。 

２．「学生中心の大学」づくりの一環として，学生の主体的な活動を全学的に支援

しており，「プロジェクト E」やスチューデント・キャンパス・ボランティアの

活動が活発に行われている。さらに，「新時代の学生リーダー養成プログラム」

を実施しており，主体的に参加した学生がリーダーシップを発揮して，学生相

互の意欲・能力の向上が認められている【計画１－１】。 

３．優れた研究者養成を目的として，平成 17 年４月に理学部・工学部・農学部と

３先端研究センターが連携する「スーパーサイエンス特別コース」を設置し，

学士課程から大学院課程までの一貫的教育システムによる特別教育プログラム

を実施しており，平成 19 年度末には，早期卒業により３人の卒業生が本学理工

学研究科へ進学した【計画１－３，１－８】。 

    ４．卒業予定者アンケートの大学生活に対する満足度は高い水準であり，漸増傾

向にある【計画１－７】。 

(改善を要する点) 

     該当なし 

(特色ある点) 

 １．「学生中心の大学」づくりの中核となる全学組織「教育・学生支援機構」と各

学部の教育コーディネーターとの連携の下に，全学的方針に沿って教育改革を

推進している【計画１－４】。  
２．平成19年度には教育・学生支援機構が主催する教育コーディネーター研修会

において，全学的な統一性を持たせた各学部のディプロマ・ポリシー（卒業時

の到達目標）を策定した【計画１－４】。 

３．理工学研究科では，外国人留学生特別コースとして平成19年10月にアジアの

優れた留学生を受け入れ，環境学・防災学のリーダーの育成を目的とする「ア

ジア環境学特別コース」及び「アジア防災学特別コース」を設置し，秋季入学，

英語での授業，特別奨学金の支給などの修学支援を充実させた【計画１－５，

１－８】。 
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(２)中項目２「（２）教育内容等に関する目標」の達成状況分析 

①小項目の分析 
   ○小項目１「「どのような人材に育成して社会に送り出すのか」という教育目標に基

づいて，「どのような学生を求めるのか」を明記したアドミッション・

ポリシーを確立する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 

＜アドミッション・ポリシーの確立と入学者選抜の改善＞ 

  計画１－１「(9) 愛媛大学のアドミッション・ポリシーを確立して，教育目標とと

もに公表する。」に係る状況  
 

「愛媛大学憲章」に基づいて，平成 17 年度に学部ごとの教育目的とアドミッシ

ョン・ポリシーの見直しを行い，学内外に公表した。また，各研究科においても平

成 18 年度にアドミッション・ポリシーの見直しを行い，公表した。アドミッショ

ン・ポリシーは，ウェブサイト，大学及び各学部・研究科のパンフレットや学生募

集要項等に掲載し，周知を図っている。平成 18 年度には，各学部規則及び各研究

科規則の改正を行い，それぞれの教育目的を明記した（別添資料４）。さらに，平

成 19 年度に「学士課程の体系化～ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，

アドミッション・ポリシーの策定と一貫性構築」をテーマとして５回開催した教育

コーディネーター研修会では，全学的な統一性を持たせた各学部のディプロマ・ポ

リシー（卒業時の到達目標）を策定し，ディプロマ・ポリシーに適合するようアド

ミッション・ポリシーも再改定した（別添資料５）。今後も，アドミッションセン

ターや教育コーディネーターが中心となって，随時見直しを行うこととしている。 

 
別添資料４ 学部・研究科の教育目的  
別添資料５ アドミッション・ポリシー  

 
  計画１－２「(10) 入学に関する相談活動，広報活動や入学者受け入れ体制を全学的

に整備する。」に係る状況  
 
入試広報や高大連携事業，入試方法の  資料【６】教育・学生支援機構組織図 

改善の検討等を行うため，平成 16 年度

に「教育・学生支援機構」の「学生支援

センター」の下にアドミッション・オフ

ィスを設置した。また，アドミッショ

ン・ポリシーにふさわしい学生選抜方法

を大学全体で検討するため，「入学者選

抜方法の改革に関する専門委員会」を設

置し，愛媛県内公立高校の進路指導主事

との意見交換会の開催，工学部後期日程

個別学力検査における数学の導入，試験

科目の簡潔化に関する提案，AO 入試拡充

に関する提言を行った。その成果として，

AO 入試を拡充するとともに，平成 19 年

度実施の工学部後期日程個別学力検査

における数学科目試験の導入，試験科目

の簡潔化を実施することとなった。 

平成 19 年度には，アドミッション・

オフィスの機能を拡大して，「教育・学
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生支援機構」の下に「アドミッションセンター」を設置し，入学者選抜方法改善の

検討と推進，入試情報の広報，AO 入試に係る学生募集の企画・立案，高大連携事業

等に関して全学的なマネジメントを行う組織と位置付けた（資料【６】）。 

 
  計画１－３「(11) 受験者を多面的に評価し多様な人材を確保するために，推薦入試，

AO 入試をはじめ多様な入試のあり方を検討し，新規制度の導入を図る。」に係

る状況  
 
従来，本学の入試改革は各学部・学科単位で検討してきたが，全学的な観点から

入試制度の改革を推進するために，平成 18 年度に「入学者選抜方法の改革に関す

る専門委員会」を設置した。同委員会では，愛媛県内公立高校の進路指導主事との

意見交換会の開催，個別学力検査に課す教科科目の検討，AO 入試の拡充に関する検

討等を行った。その結果を受けて，平成 19 年度実施の工学部後期日程個別学力検

査に数学科目試験を導入し，また，一般選抜における大学入試センター試験の利用

教科・科目について，平成 21 年度入試から各学部単位で可能な限り統一すること

とした。さらに，同委員会の「愛媛大学における AO 入試拡大に関する提言」に基

づき，推薦入試を漸次 AO 入試に切り替え，３種類の AO 入試に整理・統合していく

方針を決定した。平成 17 年度にスーパーサイエンス特別コースで講義を受けての

レポート，実験，面接を課す AO 入試を初めて導入し，その後徐々に拡大してきた

が，今後，さらに AO 入試の充実を図ることとしている（資料【７】）。 

 
資料【７】AO 入試の導入について 

年度 学 科 等 募集 年度 学 科 等 募集

17 年度 
法文学部総合政策学科 

地域(ﾘｰｼﾞｮﾅﾙ・ｽﾀﾃﾞｨ)ｺｰｽ 
7 人

18 年度 

ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽ特別ｺｰｽ 15 人
教育学部総合人間形成課程 

情報教育ｺｰｽ 
5 人

法文学部総合政策学科 

地域(ﾘｰｼﾞｮﾅﾙ・ｽﾀﾃﾞｨ)ｺｰｽ
7 人

教育学部芸術文化課程 

造形芸術ｺｰｽ 
4 人

教育学部芸術文化課程 

造形芸術ｺｰｽ 
4 人

農学部生物資源学科 

農山漁村地域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ特別ｺｰｽ 
10 人

ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽ特別ｺｰｽⅠ期 11 人

19 年度 

ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽ特別ｺｰｽ 15 人

20 年度

ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽ特別ｺｰｽⅡ期 6 人

  
  計画１－４「(12) 全学部において編入学制度を充実し，２年次編入も含めて制度の

一層の弾力化に取組む。」に係る状況  
 
２年次編入学は，学生定員に空きのある場合に限定して，平成 16 年度入試から

理学部において，平成 20 年度入試からは教育学部及び農学部（いずれも若干人）

で導入している。３年次編入学は法文学部夜間主コース（50 人），理学部（若干人），

医学部看護学科（10 人），工学部（10 人）及び農学部（10 人）で，３年次学士編

入学は医学部医学科（５人）で設けている。法文学部総合政策学科は，平成 20 年

度入試から「夜間主コース」の定員 30 人を 10 人減らし，「昼間主コース」（定員

10 人）に新たに３年次編入学制度を導入した。 

これまで編入学制度を拡大する方向で進めてきたが，学力やメンタル面で，編入

学生には新入生以上にきめの細かい指導が必要となっており，編入学の量的拡大か

ら質の充実へと方向を転換しつつある。 
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  計画１－５「(13) 大学院においては，他大学，他分野からの入学者を確保するため

に，柔軟で多様な選抜方法を採用する。」に係る状況  
 
すべての研究科において，社会人特別選抜制度を導入している。教育学研究科で

は，現職教員等を対象に特別選抜試験（外国語試験の免除及び研究業績等で学力試

験科目を代替）を導入しており，医学系研究科看護学専攻では，平成 18 年度入試

より，従来からの一般選抜（英語，小論文，口述試験）に加え，推薦入学特別選抜

（小論文，口述試験）及び社会人特別選抜（小論文，口述試験）を導入した。理工

学研究科（博士前期・後期課程）及び連合農学研究科（後期３年博士課程）では，

10 月入学制度を導入している。 

平成 16 年度から平成 19 年度までの入学者の推移を見ると，他大学出身者の比率

（他大学占有率）は，法文学研究科の総合法政策専攻では平均 49.2％，人文科学専

攻では平均 28.2％となっている。教育学研究科では，平均 58.3％と高く，増加す

る傾向にある。理工学研究科の博士前期課程では他大学占有率が低いが，博士後期

課程では平均 30％を超えており，他分野出身者の割合も高くなっている。医学系研

究科の看護学専攻では平均 62％，医学専攻では平均 29％，農学研究科では平均 27％，

連合農学研究科では平均 15.8％となっている（資料【８】）。 

 

資料【８】研究科の入学状況（単位：人）    （他大学，他分野の人数は，内数） 

16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 年度 

研究科 入学者 他大学 他分野 入学者 他大学 他分野 入学者 他大学 他分野 入学者 他大学 他分野

法文学研究科 39 12 2 25 12 3 39 14 6 27 11 2

教育学研究科 45 23 19 54 32 31 56 37 27 63 35 22

理工学研究科(前期) 253 2 0 235 1 0 246 5 0 277 10 2

理工学研究科(後期) 29 7 10 28 10 4 31 11 3 27 8 6

医学系研究科 46 13 4 40 10 5 55 27 7 41 22 6

農学研究科 80 29 5 80 23 4 85 22 5 70 11 4

連合農学研究科 40 5 4 34 3 3 37 7 5 28 7 5

 
＜高校サイドとの意思疎通＞  

  計画１－６「(14) 高校との連絡協議を活性化し，入試制度・入試問題の適切さ，高

大の接続等に関して共同で検討する。」に係る状況  
 

平成 16 年度に愛媛県教育委員会と連携して「高大連携協力協議会」を設置し，

入試や高大連携事業に関する高校側との連絡協議体制を整備した。同協議会での合

意に基づき，高校への出張講義，研究室訪問等の高大連携事業を継続的に実施して

いる（別添資料６）。また，平成 18 年度と平成 19 年度には大学入試センター及び

愛媛県内 10 大学と協力して「愛媛県大学ガイダンスセミナー」を実施し，高校教

員との意見交換を行った。 

入試制度・入試問題の適切さについては，平成 17 年度まで本学で「入学者選抜

に関する懇談会」を開催し，愛媛県下の全高校を対象に意見を聴取していたが，平

成 18 年度からは県内の３地域（東予・中予・南予）に出向いて「地区別愛媛大学

説明会」を開催し，きめの細かい情報提供と意見交換の場を設けている。平成 18

年度には「愛媛大学入学者選抜方法に関する意見交換会」を開催し，同協議会から

推薦された進学指導に当たる高校教員と実質的な意見交換を行った。数学及び理科

に関しては，法人化以前より愛媛県高等学校教育研究会と連携し，入試問題の適切

さについて高校側から意見を聴取する場を設けているが，さらに平成 19 年度から

は国語及び英語に関しても入試問題の適切さについて高校側から意見を聴取し，各

学部にフィードバックする体制を整備した。 



愛媛大学 教育 

- 12 - 

別添資料６ 高大連携プログラム  
 

  計画１－７「(15) 高校生に対する授業の開放等を通じて，大学の教育内容の理解を

促進し，愛媛大学進学への動機付けを図る。」に係る状況  
 
毎年８月上旬にオープンキャンパスを実施  資料【９】参加者数 （単位：人） 

し，大学の教育研究内容や大学の雰囲気を高

校生など参加者に伝えている。オープンキャ

ンパスへの参加者は年々増加している（資料

【９】）。また，年間を通して教職員が高校を

訪問して説明会や出張講義を行うとともに，

高校単位での研究室訪問を受け入れること

によって，高校生に対して本学の教育研究内

容の理解を促し，本学進学への動機付けを図っている（別添資料７）。その結果，

新入生アンケートによれば，大学・学部の決定に影響があった事項として「大学説

明会・出張授業・オープンキャンパス」を挙げる割合が，平成 16 年度 10％から平

成 17 年度 16％，平成 18 年度 22％，平成 19 年度 26％と増加している。 

平成 18 年度と平成 19 年度には，愛媛県内 10 大学が共同で「愛媛県大学ガイダ

ンスセミナー」を実施し，模擬授業を行って，大学の教育研究内容の紹介を行った。 

 
別添資料７ 高校訪問等一覧（出張講義・説明会実施状況）  
 

      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 全学及び各学部，研究科において教育目的を制定し，公表するととも

に，教育目的に沿ったアドミッション・ポリシーを定め，ウェブサイトやパンフ

レット，学生募集要項等により公表している。また，オープンキャンパスを充実

させるとともに，高校側との意思疎通や入学者選抜方法の改革にも積極的に取り

組んでいる。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

   ○小項目２「社会人，留学生を積極的に受け入れる体制を整える。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  

 
＜社会人・留学生の受け入れ＞  

  計画２－１「(16) 社会人，留学生の受け入れを積極的に推進するために，弾力的な

入学制度を導入する。」に係る状況  
 

社会人特別選抜制度は，学士課程の法文学部夜間主コース，医学部看護学科，農

学部及びすべての研究科で，また，外国人留学生特別選抜制度は，医学系研究科を

除く学部・研究科で導入している（別添資料８）。 

教育学研究科（修士課程）では，現職教員等を対象に特別選抜試験（外国語試験

の免除及び研究業績等で学力試験科目を代替）を導入し，農学研究科（修士課程）

では，平成 11 年度から社会人リフレッシュコースを設置している。平成 19 年５月

現在，社会人大学院学生は修士課程 102 人，博士課程 78 人が在籍しており，すべ

ての研究科で大学院設置基準第 14 条特例を適用して社会人学生の勤務時間に配慮

した修学体制を確保している。 

また，農学研究科と連合農学研究科（後期３年博士課程）では，国費外国人留学

生大学推薦枠の優先配置を伴う「熱帯・亜熱帯農学留学生特別コース」及び「アジ

 

年度 

ｵｰﾌﾟﾝ 

ｷｬﾝﾊﾟｽ 

10 大学共同

ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 

平成 16 年度 1,919 

平成 17 年度 2,402 

 

平成 18 年度 2,590 400

平成 19 年度 2,640 237
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グローバル展開する
四国企業に就職

産業界の成長

四国大での大学間連携・産学連携を通じた留学生育成プログラムの構築四国大での大学間連携・産学連携を通じた留学生育成プログラムの構築

アジア経済の発展を担う優秀な人材を国内、アジア地域へ輩出する。

愛媛大学

高知大学

香川大学

アジア地域の留学生が
四国の大学に対する
関心の高まりを期待

優秀な留学生を
四国地域の大
学がそれぞれ
強みを発揮し
共同して獲得
（確保）

四国の特徴
大学の強みを
ＰＲ
(例)
愛媛：沿岸環境
香川：希少糖
高知：黒潮圏

松山大学、
松山東雲女子大学

愛媛県産業貿易振興
協会、えひめ若年人材
育成推進機構、Ｅｙｅｓ
など

連携（講師・設備使用）

四
国
地
域
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

／

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

＜教育ステージ＞

四国大での留学生と
企業とのマッチング
など

＜就職ステージ＞＜留学生確保ステージ＞

講師派遣

高松大学

①産業界との連携

連携

②大学間の連携

四国大で企業の求人
データの相互交換
など

高知県産業振興ｾﾝﾀｰ、
高知県工業会など

かがわ産業支援財団、
香川経済同友会など

個性化

流動化

国際化
連携（講師・設備使用）

日
本
語
教
育

・
日
本
ビ
ジ
ネ
ス
研
修

な
ど

四国地域の魅力増大と活力ある地域活性化を目指した連携

※「四国大」とは四国全域をカバーという意味

※

ア・アフリカ・環太平洋農学留学生特別コース」を設置している。さらに，理工学

研究科（博士前期・後期課程）では，平成 19 年度にアジアの途上国における環境学・

防災学リーダー養成を目指す「アジア環境学特別コース」及び「アジア防災学特別

コース」を設置した。これらのコースでは，10 月入学，英語での授業など，特に留

学生に対応した教育プログラムを導入し，学術研究の国際的交流を推進している。

平成 19 年５月現在，26 カ国から留学生を受け入れ，学士課程 40 人，修士課程 47

人，博士課程 118 人が在籍している。 

 
別添資料８ 社会人及び外国人留学生特別選抜の実施状況  

 
  計画２－２「(17) 交流協定締結校を増やすとともに協定校との緊密な関係を構築し，

留学生の積極的な受け入れを行う。」に係る状況  
 

本学の国際交流の発展と人材育   資料【10】交流協定締結校数等及び留学生数（単位：校，人） 

成に寄与することを目的に設置し

た「国際交流センター」が中心と

なり，平成 20 年１月１日現在，20

カ国 52 の大学・教育機関と 51 の

交流協定（大学間協定 34，部局間

協定 17）を締結している。４年間

で新規協定締結校を増やすととも

に，既に締結している協定については交流実績が有効に機能しているか調査し，更

新・終了の検討を行った（資料【10】）。 

また，国際交流センターでは，留学生の受入に必要な知識，情報をマニュアル化

した「留学生受入キット」を作成し，入国や入学の手続き，書類作成などを支援し

ている（別添資料９）。 

 
別添資料９ 留学生受入キット（抜粋） 

 
  計画２－３「(18) 多様な留学生を受け入れるカリキュラムを整備する。」に係る状況  

 
多様な留学生のニーズに  資料【11】アジア人財資金構想の概要（出典：国際交流センター概要） 

対応するために従来の補講

コースと予備教育コースを

改編し，日本語サバイバル

コース用の独自テキストを

開発するなど，教育コース

の充実を図った（別添資料

10）。日本語サバイバルコー

スとは，来日直後の留学生

や研究者，同伴家族に対し

て，生活上最低限必要な日

本語支援や生活情報の提供

を行い，可能な限り早く教

育研究のできる環境を整え

ようとする取組である。ま

た，日本語スピーチコンテ

ストを毎年開催するととも

に，日本語教育プログラムの一部を共通教育科目の単位とする再編を行った。 

 
年度 

新規
締結
校数

大学間 
締結
校数 

部局間 
締結
校数 

協定
終了
校数

受入
留学
生数

平成 16 年度 2 1 1 0 228

平成 17 年度 7 3 4 1 240

平成 18 年度 8 7 1 2 249

平成 19 年度 5 4 1 4 237
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平成 19 年度には，経済産業省「アジア人財資金構想」高度実践留学生育成事業に

採択された「留学生育成プログラム」により，企業のニーズに即した「ビジネス日

本語」，「日本ビジネス教育」を実施している。この「留学生育成プログラム」は，

本学が基幹校となり，愛媛・香川・高知の四国地域の大学が産業界と連携して，日

本企業への就職意志のあるアジア等の留学生に対して，人材育成から就職支援まで

一貫した支援を目指している（資料【11】）。 

   
別添資料 10 日本語サバイバルコーステキスト（抜粋） 

 
  計画２－４「(19) 地域社会に貢献する大学として，社会人のリカレント，リフレッ

シュ教育を充実させる。」に係る状況  
 

学士課程の法文学部夜間主コース，医学部看護学科，農学部，修士課程の法文学

研究科，医学系研究科，農学研究科社会人リフレッシュコースにおいて，積極的に

社会人を受け入れている。平成 19，20 年度には，文部科学省の「再チャレンジ支

援プログラム」によって学士課程及び修士課程の社会人を対象として授業料免除を

実施し，リカレント，リフレッシュ教育の推進を図った。また，平成 19 年度から，

本学卒業生の学び直しを促進するため，卒業生が研究生，科目等履修生，聴講生等

として入学する場合には，入学料を無料，授業料を通常の半額とする優遇制度を導

入した。 

農学研究科の社会人リフレッシュコースでは，学生の多様なニーズに対応するた

め，学生ごとに主指導教員と１人以上の副指導教員による短期集中授業方式や休

日・夜間を利用した授業の開講，担当教員が出張して行う授業など，弾力的な授業

形態を採用している。 

初等中等の現職教員等が在学する教育学研究科では，修業年限２年のうち，１年

次は大学院での学業に専念し，課程修了に必要な 30 単位のうち 22 単位以上を履修

し，２年次は在職校等に復帰し勤務しながら週１回以上定期的に通学して残りの単

位を修得するとともに，修士論文作成のための指導を受ける特別措置を採っている。 

また，法文学研究科，農学研究科，連合農学研究科では，通常の場合と同額にな

るよう在学期間に応じた授業料の納付措置を講じ，在学期間を３年に延長して履修

計画を立て学ぶことのできる長期履修制度を導入している。 

       
b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 学士課程及び大学院課程において社会人の受入体制を整備し，積極的

に社会人を受け入れている。また，本学独自の優遇制度により卒業生の学び直し

を支援している。留学生に関しては，従来の留学生センターを平成 18 年４月に「国

際交流センター」に拡充・再編することによって受入体制を強化し，新たな留学

生育成プログラムを開始するなど，留学生対象のカリキュラムも充実させた。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

＜学士課程＞ 

   ○小項目３「1) 入学者の資質の変化と学習要求の多様化に対応する適切なカリキュ

ラムを開発する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  

 
＜カリキュラムの改善＞  

  計画３－１「(20) 多様な学習歴をもつ入学者を円滑に大学教育に導くため，補習授

業，未習授業を含む導入的授業科目を充実する。」に係る状況  
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共通教育では，平成 17 年度までは新入生の導入教育として「基礎セミナー」（２

単位）を必修としていたが，平成 18 年度から新カリキュラムを実施し，その中で

初年次科目の充実を図った。初年次科目は，「新入生セミナー」と「コース初歩学

習科目」の必修２科目（４単位） 

で構成している（資料【１】（P2))。 資料【12】正規科目における初級微積分合格状況 

「新入生セミナー」は，主体的

に生きるのに必要なソーシャル

スキルと自ら学ぶのに必要な

スタディスキルを学習するこ

とを目的としている。「コース

初歩学習科目」は，学生が早期

に自分の興味・関心に目覚め，

卒業までの学びのプロセスを

知ることを目的としている。具

体的な授業の計画と実施は，共

通教育センター「初年次科目部

会」の調整の下に全学的な統一

性を持たせ，各学部が行ってい

る。 

入学時の基礎学力不足で最

も補完が必要とされるのが数

学である。平成 19 年度には数

学のリメディアル教育を実施するため，理学部・工学部・農学部の新入生全員を対

象に「数学力テスト」を実施し，その結果に基づき演習中心のリメディアル授業「初

級微積分」（２単位，前学期）４クラスを開講した。受講者は前期の数学科目にお

いて改善が図られ，一般の学生と同等の成績を上げている（資料【12】）。 

 
  計画３－２「(21) 広い視野と豊かな人間性を涵養するため，幅広い教養授業科目を

提供する。」に係る状況  
 
広い視野と豊かな人間性の涵養は本学の共通教育の柱であり，全学出動態勢の下，

人文・社会・自然諸学の方法論を尊重しつつも，さまざまな視点から事象にアプロー

チする主題科目を多数設定してきた。平成 18 年度のカリキュラム改定では，これ

らに「教養コア科目」（こころと健康，地域・生命・環境）を加え，必ず知ってお

くべき知識と幅広い知識を提供する科目とのメリハリをつけた（資料【１】（P2))。

教養科目の開講授業数は年間 200 を超えており，多様な分野の学習が可能となって

いる。また，知の展開科目では，「人間と文化」，「生活と制度」，「科学と現代」，「自

然との共生」，「初めての外国語」の区分を設定している。「俳句学」や「笑い学」

等のユニークなテーマの授業も実施しており，全体としてきわめて幅広い内容を提

供している（別添資料 11）。 

 
別添資料 11 共通教育の概要（出典：共通教育科目履修案内） 

 
  計画３－３「(22) 基礎的な能力を涵養するため，表現・論述・記述の能力，情報収

集・発信の能力等を向上させる授業科目を提供する。」に係る状況  
 

大学での学修には，高等学校までの学びとは異なる種々のスキルや基本的な素養

が前提として求められる。高大の教育課程の一貫化を視野に多くの取組を始めてい

平成 19 年度正規科目における合格率（単位：人） 

学年 学部 受講者 合格 不可 
評価

し な い

合格率

（％）

工学部 529 438 75 16 83

農学部 189 175 13 1 93

理 (数Ⅲ既習) 141 115 18 8 82

理 (数Ⅲ未習) 39 28 11 0 72

１年次

SSC 7 7 0 0 100

工学部 110 49 34 27 45

農学部 11 9 0 2 82
２年次

以上 
SSC 1 1 0 0 100

平成 19 年度正規科目における初級微積分合格者の合格率（単位：人）

学年 学部 受講者 合格 不可 
評価

し な い

合格率

（％）

工学部 50 38 11 1 76

農学部 34 34 0 0 100

理 (数Ⅲ既習) 10 5 5 0 50

理 (数Ⅲ未習) 21 15 6 0 71

１年次

SSC 3 3 0 0 100

工学部 13 7 6 0 54

農学部 5 5 0 0 100
２年次

以上 
SSC 0
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る。新入生の表現能力育成の第一歩として，前期  資料【13】大学での学び入門  
の「新入生セミナー」においてノートの取り方，

レポートの書き方，図書館での情報収集法，プレ

ゼンテーション等のパッケージ授業を実施してい

る。また，そのための教本として冊子「大学での

学び入門」を刊行している（資料【13】，別添資料

12）。後期には共通教育において，日本語能力全般

の向上を目的とする創生授業「日本語ラーニング」

を開設している（別添資料 13）。この授業は，研

究・開発段階にあるが，平成 19 年度に「日本語ラー

ニング検討専門委員会」を設置し，平成 21 年度ま

でに日本語を専門としない教員も担当できる授業

の開発を行う予定としている。また，共通教育「知

の展開科目」でも，学生によるグループ討論やプ

レゼンテーションを採り入れた「創生授業」を実

施している。 

 

別添資料 12 大学での学び入門（抜粋） 

別添資料 13 日本語ラーニング報告書（抜粋） 

 
  計画３－４「(33) 共通教育の英語はコミュニケーション能力の涵養を重視した少人

数教育を基本とし，教育内容の一層の充実を図る。」に係る状況  
 

共通教育の必修英語は，平成 16 年度から一貫して１クラス 20～25 人までの少人

数クラスで，学生が英語を使った活動をすることに重点を置いたコミュニケーショ

ン能力養成中心の授業を実施している。平成 19 年度からは，学生の受講する英語

の授業時間数を増やすために，少人数クラスの利点を活かしつつ，１クラス 50 人

の中人数クラスも併用する新しいカリキュラムに改定した。また，平成 19 年度後

期からは，１年次の学生全員を対象に実施する英語の統一試験（GTEC for STUDENTS，

６月と 12 月の２回実施）の成績に基づいて，習熟度別クラスを導入し，学生の学

力にあわせた指導を行っている。12 月と６月の GTEC for STUDENTS の結果を比べる

と，英語運用能力に向上が認められた（別添資料 14）。 

また，パソコン 50 台を設置した語学自習室や多読用図書・AV 学習教材を備えた

英語学習学生サポートルームを整備するとともに，授業時間外の英語講義（英語で

リベラルアーツ科目）と英会話レッスン，English Lunch Hour の実施など，学生の

授業時間外の英語学習をサポートしている。 

 
別添資料 14 GTEC の成績比較資料（英語教育センター） 

 
  計画３－５「(36) 情報リテラシー教育を充実させる。」に係る状況  

 
共通教育では，新入生全員を対象に「情報科学」の授業を開講している（別添資

料 15）。情報スキルに個人差が大きいことから，本学独自に開発した e-learning コ

ンテンツを用い，平成 18 年度から習熟度別クラス編成の授業で情報リテラシーに

ついて学ぶとともに，コンピューターの基礎と操作方法のスキルを身に付けている。

また，法文学部・教育学部・医学部・農学部では，専門教育として分野に応じた各

種の情報リテラシー科目を設定している。 

図書館では，「新入生セミナー」及び「コース初歩学習科目」などの授業を活用

して，新入生を対象に「図書館利用ガイダンス」を，大学院１年次には「大学院学
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生のための図書館ガイダンス」を実施し，研究等に必要な図書の効果的な活用方法

について解説している。また，個人，ゼミ，授業で活用できる「レポート・論文の

ための資料集め講座」を通年で実施するとともに，医学部と農学部の分館において

は各学部の専門に沿った情報検索講座を行うなど，利用者のニーズにあわせた情報

リテラシー教育支援の充実を図っている。 

 
別添資料 15 シラバス「情報科学」 

 
b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 平成 18 年度に導入した共通教育の新カリキュラムにおいて初年次科

目を充実させ，「新入生セミナー」ではソーシャルスキルとスタディスキルを習得

し，「コース初歩学習」では卒業までの学びのプロセスを知る機会を提供している。

また，共通教育教養科目として広い視野と豊かな人間性を涵養するための幅広い

内容の科目を提供している。共通教育の英語では，少人数クラスで，コミュニケー

ション能力養成中心の授業を実施するとともに，英語と情報科学では，学生の学

力差に配慮した習熟度別クラス編成により授業を実施している。数学に関しては，

平成 19 年度から理学部・工学部・農学部の学力不足の学生を対象に演習中心のリ

メディアル教育を実施し，成果を上げている。これらの取組により，多様化する

入学生に対する適切なカリキュラム開発を行っている。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

   ○小項目４「2) 大学教育にふさわしい基礎的スキルの育成に努め，広範な実践的能

力を求める社会の要請に対応する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 
  計画４－１「(23) 英語教育において，スピーキング，リスニング，リーディング，

ライティングの４技能を在学期間を通じて向上できる体制を確立する。」に係

る状況  
 

共通教育の「英語」においては，平成 13 年度に導入したネイティブ教員による

少人数クラスの学生活動中心型の授業形態を活かしつつ，平成 19 年度には英語の

４技能を効率的に養成するために新カリキュラムを導入した。このカリキュラムで

は，必修英語の授業数を合計３時限から４時限に増やし，１年次に集中して開講し

ている。「コミュニケーション英語Ａ（スピーキング活動中心）」，「コミュニケーシ

ョン英語Ｂ（リスニング活動中心）」，「総合英語Ａ（ライティング活動中心）」，「総

合英語Ｂ（リーディング活動中心）」の４科目を開講し，４技能の養成を意識した

構成とするとともに，それぞれの授業科目の目標に沿った統一テキストを作成して

いる。 

また，卒業まで継続的に英語学習が行えるように，２年次以上を対象とした現行

の「英語Ｓ」の授業をさらに充実させて，仕事で英語を使うことを目指す学生や大

学院進学を考えている学生を対象として，実用的な英語力を養成する副専攻コース

の設置を検討している。 

法文学部人文学科では，平成 20 年度から従来の教育コースに副専攻型の「スー

パーイングリッシュプログラム」を実施し，TOEIC で 730 点以上のスコア獲得を目

標として，徹底的・集中的な実践型の英語教育を行うこととした。また，海外英語

研修などを通じて，英語の運用能力と英語圏の文化に対する理解を深める機会を提

供している。 
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  計画４－２「(24) 学生の主体性と課題発見・解決能力の向上を図るために，参加型

授業，フィールド体験型授業，発表討論型授業等を増強する。」に係る状況  
 

学生の主体性と課題発見・解決能力の向上のために，平成 16 年度から FD スキル

アップ講座を開催し，同課題に関する教員の教授スキルの向上を図った。また，同

年度に共通教育において，参加型授業，フィールド体験型授業，発表討論型授業へ

の教員の参加を推進した新機軸科目を開設し，平成 17 年度は新企画科目，平成 18

年度からは「創生授業」として名称を変えつつ継続した。「創生授業」は講義に加

え，少人数のグループワークにより教員・学生が設定した課題について調べ，議論

し，まとめ，報告する過程を通じて，課題発見・解決能力の初歩を培うことを目的

としている。平成 18 年度には，持続可能な社会づくりを目指して環境教育を学び，

実践する「環境 ESD 指導者養成講座」（平成 18 年度文部科学省現代 GP に採択）を

開設し，フィールドワークやシンポジウムを通して，学生の主体性と課題発見・解

決能力の育成を図っている（別添資料 16）。 

また，平成 19 年度に共通教育において「自律学習プログラム」を新設し，学生

の主体的学習を促進する体制を整備した（別添資料 17）。これら以外にも，学生の

主体性と課題発見・解決能力の向上を前面に打ち出し，討論・発表を採り入れてい

る共通教育の授業は相当数あり，質量とも充実してきている。 

専門教育では，すべての学部において，フィールドワーク，演習，実験・実習等，

アクティブラーニングを目指した授業を積極的に設定している。例えば，法文学部

では，必修のゼミナール（演習科目）を１～４年次を通して少人数で実施しており，

フィールド型（現地調査とレポート）や討論・対話型，LL 教室や各種情報機器を利

用した授業などを展開している。教育学部では，教員養成に求められている実践（体

験）と理論とを往還する学習指導法を工夫しており，初等教科概論，教職教養課題

特講，教育実践演習などをカリキュラムの軸とし，学生同士，学生と教員間でのデ

ィスカッションを採り入れた教育を実施している。医学部では，基礎から臨床へ体

系だった教育課程を編成しており，医学科のチュートリアル教育，医科学研究や臨

床実習，看護学科の看護研究や臨地実習などは少人数教育を採用している。 

授業時間外の全学的な取組では，学生が自ら考え実践する能力を身に付けるため

に，学長裁量経費を活用して学生による調査・研究を財政的に支援する「プロジェ

クト E」を実施している。学生が日頃自主的に調査・研究したいと考えているプロ

ジェクトを募集し，１年間，自発的に調査・研究した成果発表会を開催し，優れた

プロジェクトを選定して学長表彰している。中国・四国地区の愛媛大，島根大，山

口大，高知大の４大学間では，大学間交流協定に基づき，平成 15 年度から毎年，

学生の自主的調査・研究を推進する目的で「学生交流自主的・実践的研究プロジェ

クト」を支援し，合同研究発表会を開催している。 

 
別添資料 16 環境 ESD 指導者養成講座の概要 

別添資料 17 自律学習プログラム要項 

 
  計画４－３「(25) 共通教育科目と専門教育科目の配置の適正化を図る。」に係る状況  

 
平成 18 年度に導入した共通教育の新カリキュラムでは，初年次科目として「コー

ス初歩学習科目」を設定し，低年次より専門教育に欠かせない基礎学力を，それぞ

れの専門・コースの特性に応じて効果的に強化できるようにした（資料【14】）。ま

た，理学部・工学部・農学部等の学生を円滑に専門教育へ導くために，平成 19 年

度から数学力の不十分な学生を対象にリメディアル授業「初級微積分」（２単位）

を開講している。さらに，共通教育科目の理系学部学生向けの実験科目（基礎物理

学実験，基礎化学実験等）を見直して，文系学部の学生でも受講できる「科学リテ
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ラシー科目」（講義・実験融合型科目）を創設することとした（平成 21 年度導入予

定）（別添資料 18）。この授業科目は，知識基盤社会の市民として普遍的に必要とさ

れる科学的教養を身に付けることを目指している。 

共通教育科目と専門教育科目の配置の割合は，学部により異なるものの，おおむ

ね１：２から１：３となっている。各学部では，教養学習と専門教育へのステップ

学習のバランスを考慮して，共通教育科目の必修・選択の指定，履修指導を行っている。 

 

       資料【14】学びの流れ（出典：共通教育科目履修案内）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添資料 18 科学リテラシー科目の概要 

 
  計画４－４「(26) 標準的な内容を持つ基礎科目に関して，共通テキストを作成す

る。」に係る状況  
 
共通教育では，標準的な内容を持つ基礎科目に関して，基本的内容はもれなく学

習できるよう，新入生セミナー，英語，フランス語，情報科学，物理学実験，化学

実験，生物学実験等の授業科目においては，独自の統一テキストを作成・使用して

いる。特に，新入生セミナーに使用する教材は，各学部に必要な項目を調査し，要

望の高い事項をまとめて作成し，パッケージ授業で使用している。 

また，法文学部（情報リテラシー），教育学部（特別支援教育概論），農学部（分

子生物学，生物地球科学等）では，専門の基礎科目において共通テキストを作成し

ている。数学については，平成 18 年度に学長裁量経費の「愛媛大学教育改革促進

事業」（愛大 GP）により，理学部・教育学部・工学部の数学担当教員が「数学入門」

編集委員会を結成して，基礎数学Ⅰ，Ⅱ，理工系数学入門（自学自習用，理工系の

新入生全員に配付）を作成した（別添資料 19）。これらのテキストを活用すること

によって，基礎的科目の授業内容の標準化を図っている。 
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別添資料 19 愛媛大学教育改革促進事業（愛大 GP）実施要項，採択プログラム

及びプロジェクト一覧 

 
  計画４－５「(27) 専門分野の知識を系統的に獲得するためにカリキュラムの体系化

を図る。」に係る状況  
 

平成 16 年度以降，各学部において委員会，WG 等を設置して，カリキュラムの再

編や体系化について検討してきた。平成 19 年度には，全学の教育コーディネーター

を対象とした５回の研修会を通して，各学部・学科のディプロマ・ポリシー，カリ

キュラム・ポリシー及びアドミッション・ポリシーを一体的に策定する中で，現行

のカリキュラムの問題点を点検した。平成 20 年度以降は，点検結果に基づいてカ

リキュラム・チェックを行うとともに，科目間の相互関連を明確にし，カリキュラ

ムの体系性をさらに向上させる。 

  教育学部では，「体験と省察による学び」の機会を豊富に提供し，「幅広い知識の

獲得と得意分野作り」を実現するために，平成 18 年度の新入生から教員養成カリキ

ュラムを見直した。具体的に 

は，体験を振り返るための省察  資料【15】複合型教育課程（理学部）（出典：理学部案内 2007） 

科目を新設し，実習科目や理

論を学ぶ「構想科目」を体系

化した。理学部では，平成 17

年度に自然科学５基幹分野に

対応した５学科に改組する際

に，学科ごとの教育課程（主

コース）に加えて，学科間の

関連境界領域を学習できるよ

う に ４ つ の 複 合 型 教 育 課 程

（複合コース）を設定すると

ともに，目的に応じて授業科

目を７区分（総合科目，基礎

科目，体系科目，発展科目，

課題科目，キャリア科目，関

連科目）に構造化し，各区分の最低履修単位数を設定して系統的な学習ができるよ

うに編成している（資料【15】）。 

 

  計画４－６「(28) 専門教育のカリキュラム間で教育資源の共有化を推進して教育内

容を充実させる。」に係る状況  
 

平成 17 年度に創設した「スーパーサイエンス特別コース」では，理学部・工学

部・農学部が開設する科目と独自に開設する科目からなるカリキュラムを編成して

いる。また，理学部の履修コースの一部では，工学部・農学部で開講している関連

科目を担当教員の了解を得て教育科目表に記載し，教育内容の充実を図っている。

平成 18 年度には，学長裁量経費により「教育充実特別支援経費」制度を導入し，

学外専門家による企業倫理や安全衛生に関わる科目など全学開放型の授業を新設

した（別添資料 20）。 

 
別添資料 20 教育充実特別支援経費で採択された授業一覧 
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  計画４－７「(29) JABEE や資格取得に向けた教育カリキュラムを整備・充実する。」

に係る状況  
 

工学部では情報工学科（専修コース），機械工学科（学科全体），環境建設工学科

（シビルエンジニアリング専修コース）が，農学部では地域環境工学専門教育コー

スの農業土木プログラムが JABEE の認定を得ており，それぞれ専門カリキュラムの

充実を図っている。JABEE で必要とされる「企業倫理」などの共通科目については，

共通教育センター及び「教育充実特別支援経費」でその整備を図っている（別添資

料 20）。 

資格取得に関連した科目については，全学的な教職科目検討専門委員会を設置し

て教育職員免許法の改正に対応しているほか，教育・学生支援機構の学生支援セン

ターにおいて，資格取得に関わる科目の開設や資格試験受験に対する支援を行って

いる。教育学部では，学生・就職委員会が主催して教員採用試験対策講座，企業・

公務員就職対策講座を実施している。法文学部人文学科では，平成 20 年度から従

来の教育コースに副専攻型の「スーパーイングリッシュプログラム」を実施し，

TOEIC で 730 点以上のスコア獲得を目標として，徹底的・集中的な実践型の英語教

育を行うこととした。 

 
  計画４－８「(30) インターンシップの受講者の拡大を図り，就業意識を高揚させ

る。」に係る状況  
 

愛媛大学が中核となり，松山大学，松山東雲女子大 資料【16】ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ受講者数 

学，松山東雲短期大学の愛媛県内４大学が協力して，

平成 15 年から地域内インターンシップ・プログラムを

運営する組織（プラットフォーム）を設置し，地域の

企業，自治体等との協働によって合同のインターンシ

ップを実施している。本学の受講者数は年々順調に増

加している（資料【16】）。 

また，平成 19 年には日本学生支援機構と共同でインターンシップ受入担当者の

研修会を実施した。このような全学的取組のほか，各学部でも独自のインターンシ

ップを実施している。例えば工学部では，平成 18，19 年度に学長裁量経費の「愛

媛大学教育改革促進事業」（愛大 GP）により，天津大学（中国）と連携して，中国

の生産拠点における海外技術者インターンシップを実施した（参加者：平成 18 年

度７人，19 年度 12 人，別添資料 19）。 

 
  計画４－９「(32) 導入科目，ゼミナール，プロジェクト学習など少人数学生参加型

授業を積極的に導入する。」に係る状況  
 

専門教育では，すべての学部において，フィールドワーク，演習，実験・実習等，

アクティブラーニングを目指した少人数授業を積極的に実施しており，卒論発表会

等によりその成果を確認している。共通教育では，平成 16 年度に参加型授業，フ

ィールド体験型授業，発表討論型授業への教員の参加を推進した新機軸科目を開設

し，平成 17 年度に新企画科目を経て，平成 18 年度からは「創生授業」として継続

している。平成 18 年度に導入した「新入生セミナー」では，発表討論型授業を採

り入れている。 

また，「環境 ESD 指導者養成講座」（平成 18 年度文部科学省現代 GP に採択）は，

愛媛県内外，外国でのフィールドワークや外来講師を交えたシンポジウムの実施等

を通じて，学生の主体性と課題発見・解決能力の育成を図っている（別添資料 16）。 

 

年 度 受講者数（人）

平成 16 年度 201 

平成 17 年度  238 

平成 18 年度  251 

平成 19 年度  325 
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  計画４－10「(34) 情報科目，実験・演習科目などでＴＡを活用した，きめの細かい

学修指導を行う。」に係る状況  
 

共通教育では，「TA 配置に係る申合せ」に基づき，情報科学，実験科目等に必要

な TA を配置するとともに，専門教育でも理系学部を中心に実験・演習科目等に TA

を配置している。また，平成 18 年度文部科学省特色 GP に採択された「FD/SD/TAD

三位一体型能力開発」の一環として，共通教育及び専門教育において TA 及び TA を

指導する教員のガイダンス・研修の充実を図り，TA が大学の教員スタッフであるこ

との認識を徹底させている（資料【17】）。 

平成 19 年度には，教育学生支援会議の提案書「今後の TA 活用のありかた」に基

づき，「TA の資質向上のための教育的効果」と「TA を活用した教育の活性化」に重

点を置いて業務内容の見直しを行い，平成 20 年度から全学の TA の予算配分，任用・

実施・点検のプロセスを抜本的に改めた（別添資料 21）。 

 
   資料【17】TA の活用授業科目数と TA への研修実施回数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添資料 21 今後の TA 活用のありかた，TA 研修資料（抜粋） 

 
  計画４－11「(35) 実体験型実験実習を実施するための体制を整備する。」に係る状況  
 

平成 18 年４月に学内共同利用施設として「愛媛大学実験実習教育センター」を

設置した。同センター設置の基礎となっている教育プログラムは，工学部が学生の

学習意欲の動機付けと理科離れ対策の一環として実践してきたもので，中国・四国

工学教育協会から２度の協会賞を受賞した。センターでは，自学自習型の実験実習

プログラムを開発し，「基礎工学実験」等を実施している。 

平成 19 年度には，共通教育において文系学部の学生でも受講できる「科学リテ

ラシー科目」（講義・実験融合型科目）を創設することを決定し（平成 21 年度導入

予定），同センターもこの科目の企画・実施に関わることとなった（別添資料 18）。

また，平成 20 年度に，共通教育の実験科目を実施する３つの実験室を従来の単一

目的型から多目的型実験室に改修することとした。 

 

      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 「愛媛大学憲章」の中で，「主体的に生きるのに必要な自己実現のため

の基礎能力として知の運用能力と国際的コミュニケーション能力をとくに重視す

る」ことを明確にし，これらの能力を育成するために，共通教育及び専門教育に

おいて少人数学生参加型授業，フィールド体験型授業，発表討論型授業等の充実

を図っている。また，英語など標準的な内容を持つ基礎科目に関しては，共通テ

キストを作成・活用している。さらに，実践的能力を求める社会の要請への対応

として，JABEE コースの設置，環境 ESD 指導者養成講座の開設，資格取得科目や

キャリア科目の拡充などのカリキュラム整備を図っている。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 年度 

 

学部等 
授業 

科目数 

研修

回数

授業

科目数

研修

回数

授業

科目数

研修

回数

授業

科目数

研修 

回数 

共通教育   
法文学部 1 3 1 3 1 3 9 5 
教育学部  46 1 54 1 42 1 
理学部  1 33 1 46 1 47 1 
医学部 35 0 42 0 29 1 30 1 
工学部 25 1 28 1 30 1 30 1 
農学部 62 1 73 2 122 1 107 1 

合  計 123 6 223 8 282 8 265 10 
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   ○小項目５「3) 学生の真摯な学習意欲を喚起する学習環境を整備する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 
  計画５－１「(31) シラバスの記載項目，記載内容の一層の充実を図る。」に係る状況  

 
「シラバスデータベース入力及び登録の手引き」に基づき，全学的に統一したフ

ォーマットですべての授業科目のシラバスをウェブ入力し，ウェブサイトで公開す

るとともに，必要に応じて印刷物として配付している（資料【18】，別添資料 22）。

平成 18 年度には，記載内容のうち，授業時間外の学習設計，成績評価，オフィス

アワーに関する記載について全学的な指針を定め，記載の見直しを行った。また，

平成 19 年度には，各学部・学科のディプロマ・ポリシーを策定し，それに基づい

て「授業の目的・到達目標」の項目を重点的にチェックし，平成 20 年度からはデ

ィプロマ・ポリシーに沿った到達目標の明示を徹底することとした。 

共通教育科目においては，平成 15 年度からウェ 

ブ登録前に共通教育センターがシラバスの点検を  資料【18】手引きの項目 

行い，担当教員に必要な修正を求めることによっ

て内容の充実を図っている。また，学期終了時の

授業評価アンケートを活用し，シラバスに沿った

授業が実施されているか検証している。 

新規採用の教員を対象とした１泊２日の「教育

ワークショップ」では，授業デザイン・講義法・

成績評価法の基礎を学ぶために，目標設定と授業

計画の立て方，シラバスの書き方，授業方法など

についてグループワークを中心とした教員研修を

実施している。FD スキルアップ講座では，実際の

シラバスを見ながら，分かりやすいシラバスの書

き方を学ぶ「授業デザイン入門」を開講している。

教育企画室では FD 活動に役立てるため，シラバス

作成から成績評価までを分かりやすくまとめた

FD ハンドブックを作成している（別添資料 23）。 

工学部では，シラバスの記載内容を教員相互で点検し，適正なシラバスの作成に

努めている。 

 
別添資料 22 シラバスデータベース入力及び登録の手引き（抜粋） 

別添資料 23 FD ハンドブック Vol.１ シラバス作成から成績評価まで（抜粋）

 
  計画５－２「(39) 単位制に則り，授業時間外の課題を設計する。」に係る状況  

 
全学的に配置した教育コーディネーターによる第１回全体会議（平成 18 年６月）

において，GPA（Grade Point Average），CAP 制度の導入及び授業時間外学習時間の

確保など，単位制に関わる事項について検討を行った。また，FD スキルアップ講座

において，授業時間外の課題設計の在り方に関する講座を開設したほか，シラバス

の記入要領において，授業時間外学習に関する具体的な記述を教員に要請するなど，

授業時間外学習時間の確保に関する措置を講じている。平成 19 年度には学生生活

実態調査を実施して学生の授業時間外学習の実態を把握し，今後の検討資料とした。 

各学部においても，到達目標や講義内容，オフィスアワーの時間，参考図書等を

あらかじめシラバスに示して，学生の予習・復習を促すとともに，建物改修時の自

主学習スペースの拡充や自主学習室における TA の配置などを行い，自主学習環境

の整備に努めている。 
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  計画５－３「(40) 履修単位の上限設定に関して，全学共通の指針を作成する。」に

係る状況  
 

履修登録した授業科目について，十分な自主学習の時間を確保するために法文学

部，理学部，工学部応用化学科及びスーパーサイエンス特別コースでは，履修登録

単位数の上限を１学期 24 単位程度に設定している（CAP 制）。全学的な指針策定に

際して，まず，教育コーディネーターの会議において単位制に関わる事項について

検討を行うとともに，先行学部，先行大学の事例調査を実施した。そして，平成 19

年度には，すべての科目を対象とした成績分布及びすべての学生を対象とした単位

修得状況の実態把握を行い，単位の実質化及び履修登録単位数の上限設定に関する

全学的指針の策定を開始した。 

 
  計画５－４「(41) 「大学教育総合センター」において学習成果を客観的に把握でき

る評価方式を検討する。」に係る状況  
 

理学部，工学部応用化学科及びスーパーサイエンス特別コースでは，GPA 制度を

導入している。全学的には，教育・学生支援機構（大学教育総合センターの後継組

織）の教育企画室を中心に，GPA やそれに準ずる評価方式について検討を進めてい

る。それぞれの授業科目の学習成果を客観的に把握するためには，学習到達目標と

それに沿った成績評価を行うことが必要不可欠であるとの観点から，これらをシラ

バスに明記し学生に周知することとした。また，これにあわせてすべての授業科目

の成績統計資料を作成し，科目間のバラツキ等についても検討を行い，学習成果を

客観的に把握するための評価方式の構築を目指している。 

 

  計画５－５「(42) 各授業科目の学修到達目標と成績評価基準を明確にする。」に係

る状況  
 

学習到達目標と成績評価基準については，FD スキルアップ講座の中で「わかりや

すいシラバスの書き方講座～授業デザイン入門」を設けて解説するとともに，FD ハ

ンドブックを作成し，その記載法等を具体的に記述することによって周知を図って

いる（別添資料 23）。また，平成 19 年度には，各学部でカリキュラム・チェックを

行う過程で，シラバス中の「授業の目的・到達目標」の記述内容の見直しを各教員

に求めた。一方，平成 18 年度には従来の「愛媛大学学業成績判定に関する規程」

を見直し，厳正な成績判定の実施と５段階評価（秀・優・良・可・不可）を柱とす

る改定を行い，これらにあわせて改定前後の成績分布について調査を行った（別添

資料 24）。 

 
別添資料 24 愛媛大学学業成績判定に関する規程 

 
  計画５－６「(43) 教育設計の基礎資料とするために，入学者の学習歴，大学での履

修状況，卒業後の進路及び活動状況等を総合的に把握する体制を整備する。」

に係る状況  
 

入学者の学習歴については，これまで新入生アンケートやウェブ入力による学習

歴調査で把握していたが，平成 20 年度からは統一した新入生アンケートを実施し，

把握している。大学での履修状況は，教育・学生支援機構の共通教育センターと各

学部の連携により把握し，その情報は各学部の学生生活担当教員へ通知している。

一方，卒業後の進路及び活動状況については，各学部と同窓会が連携して情報を管

理している。平成 20 年度には新しい教務事務システムを導入し，入学後の履修状
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況を一元的に把握するとともに，校友会と連携して平成 21 年度にホームカミング

デーの開催を決定するなど，卒業後の進路及び活動状況等を総合的に把握する体制

の強化を図っている。 

 
      b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 「シラバスの充実」，「単位制の実質化」，「厳正な成績評価」は，教育

の質の向上のための主要課題であるとともに，学生の真摯な学習意欲を喚起する

ための必要条件でもある。シラバスについては，本学で開講されるすべての授業

科目が既にウェブサイト上で公開され，現在，シラバス点検などを通じて記載内

容の向上に努めている。単位制の実質化については，授業時間外の学習時間の確

保に関して種々の措置を講じている。また，授業時間外学習のための自主学習ス

ペースの拡充に努めている。成績評価については，平成 18 年度に愛媛大学学業成

績判定に関する規程を改定し，５段階評価（秀・優・良・可・不可）にするとと

もに，成績分布の適正化に向けた検討を行っている。一部の学部では，学習成果

を把握し学生の学習意欲を高めるための手法として GPA を導入するなど，学習意

欲を喚起するための努力を継続している。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

   ○小項目６「4) 新しい教育手法や学習指導法を開発する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 
  計画６－１「(37)「総合情報メディアセンター」を中心に，メディアを活用した授

業の研究開発を行い，実践する。」に係る状況  
 

総合情報メディアセンターでは，全  資料【19】総合情報メディアセンターを活用した授業数等調 

学必修科目である共通教育科目「情報

科学」において，全学統一の共通シラ

バス及びコンテンツを作成・開発し，

それらを用いた習熟度別(初級・中級)

クラス編成による e-learning システ

ムを活用した授業を実施した（資料

【 19 】， 別 添 資 料 15 ）。 計 画 的 に

e-learning システムの整備・充実を行い，授業用コンテンツの継続的な開発・運用

体制を構築した。 

平成 19 年度には，共通教育科目「情報科学」に授業進捗度管理システムを導入す

るとともに，各学部から利用可能な e-learning システムを導入し，総合情報メディ

アセンター教員と学部教員との共同作業によりマルチメディアを活用した授業コン

テンツを開発して，授業内容を充実させた。 

 

  計画６－２「(38) 大学間の授業交換やサテライト教室の設置を視野に入れ，遠隔双

方向型通信技術を使った授業，セミナーを実施する。」に係る状況  
 

平成 16 年度に設置した香川大学・愛媛大学連合法務研究科（四国ロースクール）

において，遠隔授業として「行政法補講」（１年次学生対象）を実施している。愛

媛大・香川大・高知大が教育研究において連携協力する連合農学研究科（博士後期

課程）では，３大学の学生が誰でも自由に参加できるように，テレビ会議システム

を利用した英語での授業「共通セミナー」と「特別セミナー」を開講している。 

また，平成 19 年度に文部科学省大学院 GP に採択された「大学連合による計算科

内容   年度 平成18年度 平成19年度 備 考 

前学期 49 45 
授業

後学期 22 54 
時限数 

集中講義・補講 10 49 

公開講座・講習会 7 23 

研究会・説明会 14 49 

回 数 
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学の最先端人材育成」では，スーパーコンピューター開発プロジェクトとも関連し

た計算科学に関する基礎と応用に関する知見を備えた人材養成を目指して，神戸

大・九州大・愛媛大・金沢大が連携して理工系の大学院における共通授業の開講，

学生の実施研修などの教育プログラムを開発している。 

 
      b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 総合情報メディアセンターでは，e-learning システムを活用した共通

シラバス及び本学独自のコンテンツの開発を行い，習熟度別クラス編成による全

学必修科目の「情報科学」を実施するとともに，計画的に e-learning システムの

整備・充実を行って，授業用コンテンツの継続的な開発・運用体制を構築した。 

四国ロースクール，連合農学研究科では，テレビ会議システムを利用して，大

学間の連携による授業，セミナーを実施している。また，計算科学に関する基礎

と応用に関する知見を備えた人材養成を目指して，４大学の理工系の大学院が連

携し，共通授業の開講，学生の実施研修などの教育プログラムの開発に取り組ん

でいる。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

＜大学院課程＞  
   ○小項目７「1) 学部・大学院一貫教育を視野に入れ，学部と大学院のカリキュラム

の接続性の向上を図る。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 
  計画７－１「(44) 学部の授業との接続性を向上させたカリキュラムを体系的に整備

する。」に係る状況  
 

各研究科の博士前期課程及び修士課程では，平成 18 年１月に「大学院教育の在

り方に関する検討 WG」が提出した報告書「愛媛大学の大学院教育の現状と課題」に

基づいて，学士課程での学びを踏まえた基礎科目，コア科目を設定するとともに，

コースワークの充実などカリキュラムの体系化に向けた改善を行っている（別添資

料 25）。 

例えば，法文学研究科人文科学専攻では，共通科目として総合講義（「人文科学

総合講義」，「人間文化総合講義」，「言語文化総合講義」，「瀬戸内地域文化総合講義」）

を設けている。平成 19 年度には大学院教育検討委員会を設置し，ポートフォリオ

の作成，研究発表会の開催など，論文作成に至る過程に｢形成的評価｣の段階を設け

る取組に着手している。理工学研究科工学系では，開講科目の分類を行うなど，コー

スワークの体系化を図り，コア科目は専門分野の基本的知識・能力を修得するため

の科目として，従前のような担当教員に依存しない標準的な内容とした。また，単

位の実質化を図るため，教員が担当授業科目ごとに｢授業実施報告書｣（レポートや

試験答案用紙などの根拠資料を含む）を提出している。医学系研究科看護学専攻で

は，コアとなる共通科目として６科目（「看護と管理」，「看護と教育」，「看護と統

計解析」，「看護と QOL」，「看護と質的研究」，「看護と健康計画」）を設定し，そのう

ち３科目６単位を必修としている。農学研究科では，共通科目として「資源・環境

原論」，「農学の最前線Ⅰ，Ⅱ」，「外国言語文化論」の４科目(各１単位)を開講し，

３単位を必修としている。 

 
別添資料 25 愛媛大学の大学院教育の現状と課題（抜粋） 
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  計画７－２「(45) 大学院教育の特性に留意しつつ，大学院授業と学部授業の相互乗

り入れを検討する。」に係る状況  
 
現在，本学において大学院授業と学部授業を本格的に相互乗り入れしている研究

科はないが，一部の研究科では，カリキュラム改革の中で従来の学士課程の授業内

容を博士前期・修士課程科目に移行しているほか，大学院学生が学士課程の授業を

聴講している。 

理工学研究科理学系においては，基礎科目やコア科目に学士課程の授業科目の内

容を取り込み，博士前期課程学生の学力のボトムアップを図ることが緊急の課題と

なっており，そのための制度面での条件整備を検討している。また，学生の志向や

能力の実態に応じ，学部，大学院の授業が相互に履修可能となるような条件整備も

検討している。医学系研究科看護学専攻では，個々の学生の学習進度によって学士

課程授業の一部聴講を勧めている。 

 

      b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 各研究科の博士前期課程・修士課程では，平成 18 年度の WG 報告書「愛

媛大学の大学院教育の現状と課題」に基づいて，学士課程での学びを踏まえた基

礎科目，コア科目を設定するとともに，コースワークの充実などカリキュラムの

体系化に向けた改善を行っている。また，理系の研究科では，学士課程と大学院

修士課程の６年一貫教育を視野に入れ，授業内容の接続性の改善を図っている。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

   ○小項目８「2) カリキュラムの充実化・体系化と開講形態の多様化を図り，学識の

深化と広領域化を推進する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

  
  計画８－１「(46) 研究科間で教育資源を共有化することによってカリキュラムの多

様化・学際化を図る。」に係る状況  
 
本学では，大学院教育の先端的・学際的分野の教育研究の充実のために，研究セ

ンター専任教員が研究科の研究指導及び授業担当を行っている。これをセンター教

員以外にも拡大して，１人の教員が「連携指導教員」として複数の研究科に関わる

制度を平成 20 年度から導入している。 

また，平成 19 年度に「化学物質の環境科学教育研究拠点」がグローバル COE プ

ログラムに採択された 

のを機に，これまでの  資料【20】生命環境科学研究科（仮称） 

理 系 の 研 究 科 を 再 編

して環境科学，生命科

学 の 先 端 分 野 を 結 集

した「生命環境科学研

究科」（仮称）の設置

を検討している（資料

【20】）。 

農学研究科（修士課

程）では，連合農学研

究科（博士課程）の構

成大学である香川大，

高 知 大 と 連 携 協 力 し
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て，留学生を対象とした「アジア・アフリカ・環太平洋生物資源学特別コース」に

おける大学間共同講義を実施している。 

 

  計画８－２「(47) 高度職業人あるいは研究者として身につけておくべき基礎技能・

知識習得のための機会を設定する。」に係る状況  
 

各研究科では基礎科目やコア科目を設定して，共通的な基礎知識習得の機会を設

けている。医学系研究科医学専攻では，卒後臨床研修から大学院における先端医学

研究がスムーズに行えるよう，平成 19 年度から「基礎研究方法論Ⅱ」を開講して

いる。当該授業科目では講義のほかに，「遺伝子組み換え実習」，「放射性物質取扱

い実習」，「動物取扱い実習」等の基本的な手技を実習メニューとして採り入れてい

る（別添資料 26）。理工学研究科（博士前期課程）地球進化学コースでは，大学院

学生が他研究室のさまざまな研究技術について学べるように，「地球科学特別実験

Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ」及び「地球科学特別フィールド実習Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ」をそれぞれシリーズで平

成 20 年度から開講している。同研究科の分子科学コースでも同様の趣旨で，平成

20 年度から「分子科学実習Ⅰ」（１年次前期）を開講し，また平成 21 年度から「分

子科学実習Ⅱ」（２年次前期）の開講を予定している。これらの授業科目では，多

様な研究技術に関する知識と技能と経験を獲得させ，科学者・科学技術者としての

コンピテンシーを高めることを目的としている。 

総合科学研究支援センターでは，すべての学生を対象として，大学院学生も利用

可能な機器・設備利用に関する説明会，RI や実験動物利用説明会など，全学対応型

の各種説明会・技術講習会を実施した。また，先端研究の紹介，その社会的意義な

どについての講演会や最新技術に関する講習会も開催している。 

 
別添資料 26 基礎研究方法論Ⅱシラバス 

 
  計画８－３「(48) 学内共同教育研究施設の教育資源を取り込んだカリキュラム編成

を行う。」に係る状況  
 
平成 18 年度の理工学研究科の改組に伴い，大学院教育課程表の見直しを行い，

３先端研究センターの教員が担当する授業科目をカリキュラムに組み込んでいる。

総合科学研究支援センターは，理系の各研究科の講義・実習カリキュラムに参画し

ており，平成 18 年度に実施した「機器，設備を活用した提供可能な授業内容のア

ンケート調査」の結果に基づき，平成 19 年度から同センターがアラカルト授業を

実施している。医学系研究科では，同センターと共同で「医学教育における実験技

術の基礎トレーニング」プログラムを策定し，平成 19 年度から「基礎研究方法論

Ⅱ」として実施している（別添資料 26）。 

 
  計画８－４「(49) 適正な研究指導と成績評価を保証するために複数指導体制を実質

化する。」に係る状況  
 

平成 18 年度から農学研究科，医学系研究科で複数指導体制を全面的に導入し，

複数指導体制をすべての研究科で整備した。複数指導体制の実質化を図るために，

教育学研究科では主・副指導教員と学生の間で三者面談を行い，「教育・研究指導

計画書」の作成を行うこととした。理工学研究科の理学系では，原則として学士課

程の学生生活担当教員を副指導教員とし，サポート相談体制を保証している。医学

系研究科医学専攻では，学生が副指導教員を複数指定し，また随時追加・変更がで

きるものとし，研究の進展に沿って適切な副指導教員の指導を受けることができる。

農学研究科では，複数指導体制の実質化及び研究指導の充実を目指して，修士論文
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の中間発表会を専門教育コースごとに実施し，副指導教員は必ず出席して質疑応

答・意見交換に加わっている。 

愛媛大・香川大・高知大が連携協力する連合農学研究科（博士後期課程）では，

主指導教員が学生の研究目的に沿った研究指導を行うため，学生と相談の上で研究

テーマを設定し，指導方針等を２人の副指導教員（他の構成大学の教員１人を含む）

と協議・策定している。その結果を連合農学研究科規則で定める「教育・研究指導

計画書」に記載して，研究科長に提出した上で研究指導を行っている。学位論文に

ついては，５人の専門分野に関わる構成大学の審査委員による公開審査会を開催す

るなど，厳正な成績評価を保証している。 

 

  計画８－５「(50) 多様な開講形態の授業を提供し，学修と研究活動が相互に高めあ

うよう工夫する。」に係る状況  
 

各研究科においてコースワークの充実と円滑な学位授与の促進に向け，さまざま

な取組を行っている。例えば，医学系研究科医学専攻では，１，２年次には専攻共

通科目「基礎研究方法論Ⅰ，Ⅱ」，「臨床研究方法論」によって最新の研究方法論，

研究のトピックス，境界領域研究，研究の臨床応用などの修得とともに，自分の専

門領域の講義，演習・実習によって論理的思考法や発想法を学んでいる。３，４年

次では独自に設定した研究課題を探究し，研究論文としてまとめる能力を育成して

いる（資料【21】）。理工学研究科（博士前期課程）では，コースワークの授業科目

をコア科目，発展・総合科目， 

専攻内の共通科目に区分して  資料【21】医学専攻カリキュラム概念図 

いる。修業年限を通して必修

の発展・総合科目と系統立っ

た選択のコア科目を各コース

の教育目的に応じて配置して，

研究活動とあわせて学位授与

（修士）に円滑に導くように

指導している。現在，各研究

科では，大学院教育の在り方

に関する検討 WG の報告書「愛

媛大学の大学院教育の現状と

課題」（平成 19 年１月）に基

づき，コースワークの一層の

充実に取り組んでいる（別添

資料 25）。 

 

 

計画８－６「(51) 全専攻にシラバスを整備する。」に係る状況  
 

これまで学士課程に比べて大学院課程のシラバスの整備が遅れていたが，平成 19

年度までにすべての研究科において，学士課程と同じ書式でシラバスを作成し，ウ

ェブサイトで公開するようになった。シラバスは，全学的に統一されたフォーマッ

トを用いて，教員個々人が「シラバスデータベース入力及び登録の手引き」に基づ

き，データを入力することによって作成している（資料【18】（P23），別添資料 22）。

シラバスにはそれぞれの授業科目について，①授業の目的・到達目標，②授業の内

容・スケジュール，③受講生にかかわる情報，④受講のルールにかかわる情報，⑤

教材にかかわる情報，⑥評価にかかわる情報，⑦オフィスアワー・その他について

記載し，学生の履修科目の選択や自主学習に供している。 
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b)「小項目８」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 各研究科では，基礎科目やコア科目を設定して，高度職業人あるいは

研究者として身に付けておくべき基礎技能・知識習得のための機会を設定してい

る。また，研究科間の教育資源の共有化及び学内共同教育研究施設の教育資源の

活用によってカリキュラムの多様化・学際化を図っている。すべての研究科にお

いてシラバスを整備し，大学院教育の実質化への取組が急速に進展している。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 
   ○小項目９「3）学習意欲を高める成績評価システムを整備する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
 

  計画９－１「(52) 成績評価システムを共通の基準で確立する。」に係る状況  
 

平成 17 年度に「愛媛大学学業成績判定に関する規程」を見直し，平成 18 年度か

ら学士課程及び大学院課程において，より厳正な成績判定を実施することとし，４

段階評価から５段階評価に変更することを柱とする改定を行った。評価は 100 点を

満点とし，評点に応じて５段階（秀，優，良，可，不可）の評語で表すこととした

（別添資料 24）。同時に，学生からの成績評価に対する意義申立ての制度も導入し，

履修案内やシラバスを利用して学生に周知している。また，学生に対して，授業及

び研究指導の方法及び内容並びに１年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ

明示している。学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては，

客観性及び厳格性を確保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示すると

ともに，当該基準に従って適切に行うものとしている。 

学士課程・大学院課程の成績統計資料を作成して科目間の分布状況を分析し，到

達目標の明示とあわせて成績評価に関する指針策定を開始した。その結果，最近で

は厳正な成績評価が意識され，５段階評価が定着しつつある。 

 

  計画９－２「(53) 学内他研究科及び他大学の教員による博士論文審査への参加を推

進する。」に係る状況  
 

理工学研究科，医学系研究科，連合農学研究科では，既に博士論文審査に他大学

の教員を審査委員に加えることができる制度を整備している。理工学研究科では，

近隣の他大学の教員による博士論文審査への参加を推進するため，四国の３国立大

学間で協定を締結した。また，連合農学研究科ではこの制度をさらに積極的に進め

るため，交通費などの予算的措置を行っている。 

 

      b)「小項目９」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 大学院の単位の認定は，担当教員が行うこととなっているが，従来，

その基準が明確でなかったため，多くの授業科目で評価結果が「優」となる傾向

があった。成績評価基準を明確にし，学習意欲を高める成績評価システムとする

ため，学士課程と同時に５段階評価を導入した結果，教員の厳正な成績評価を促

している。学内他研究科及び他大学の教員による博士論文審査への参加に関して

は，予算措置を含めて制度の整備を行い，参加を推進しつつある。 

以上のことから，目標の達成状況はおおむね良好であると判断する。 
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②中項目２の達成状況 
   (達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 中項目を構成する９つの小項目のうち，３つの小項目を「目標の達成

状況が良好である」と，また６つの小項目を「目標の達成状況がおおむね良好で

ある」と判断したため。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

    １．教育コーディネーターを中核として，全学的な方針に沿って各学部のディプ

ロマ・ポリシー（卒業時の到達目標）を策定し，ディプロマ・ポリシーに適合

するようアドミッション・ポリシーも再改定した【計画１－１】。 

２．大学の教育研究内容や大学の雰囲気を伝えるため，毎年８月上旬にオープン

キャンパスを実施しており，参加者は年々増加している。また，年間を通して

教職員が高校を訪問して説明会や出張講義を行うとともに，高校単位での研究

室訪問を受け入れることによって，高校生に対して本学の教育研究内容の理解

を促し，本学進学への動機付けを図っている。新入生アンケートによれば，大

学・学部の決定に影響があった事項として「大学説明会・出張授業・オープン

キャンパス」を挙げる割合が，着実に増加している【計画１－７】。 

    ３．平成 19 年度には，経済産業省「アジア人財資金構想」高度実践留学生育成事

業に採択された「留学生育成プログラム」により，企業のニーズに即した「ビ

ジネス日本語」，「日本ビジネス教育」を実施している【計画２－３】。 

４．入学時の基礎学力不足の補完が必要とされる数学のリメディアル教育を実施

するため，理学部・工学部・農学部の新入生全員を対象に「数学力テスト」を

実施した。その結果に基づき，演習中心のリメディアル授業「初級微積分」を

開講し，成果を上げた【計画３－１】。 

    ５．１年次の学生全員を対象に実施する英語の統一試験（GTEC for STUDENTS ，

６月と 12 月の２回実施）の成績に基づいて，習熟度別クラスを導入し，学生

の学力にあわせた指導を行っており，12 月と６月の結果と比べると，英語運用

能力に向上が認められた【計画３－４】。 

    ６．持続可能な社会づくりを目指して環境教育を学び，実践する「環境 ESD 指導

者養成講座」（平成 18 年度文部科学省現代 GP に採択）を開設し，フィールド

ワークやシンポジウムを通して，学生の主体性と課題発見・解決能力の育成を

図っている【計画４－２，４－９】。 

７．工学部では情報工学科（専修コース），機械工学科（学科全体），環境建設工

学科（シビルエンジニアリング専修コース）が，農学部では地域環境工学専門

教育コースの農業土木プログラムが JABEE の認定を得ている【計画４－７】。 

８．愛媛県内４大学が協力して，平成 15 年から地域内インターンシップ・プログ

ラムを運営する組織（プラットフォーム）を設置し，地域の企業，自治体等と

の協働によって合同のインターンシップを実施している。本学の受講者数は

年々順調に増加している【計画４－８】。 

９．平成 18 年度文部科学省特色 GP に採択された「FD/SD/TAD 三位一体型能力開

発」の一環として，共通教育及び専門教育において TA 及び TA を指導する教員

のガイダンス・研修の充実を図り，TA が大学の教員スタッフであることの認識

を徹底させている【計画４－10】。 

10．平成 19 年度に文部科学省大学院 GP に採択された「大学連合による計算科学

の最先端人材育成」では，スーパーコンピューター開発プロジェクトとも関連

した計算科学に関する基礎と応用に関する知見を備えた人材養成を目指して，

神戸大・九州大・愛媛大・金沢大が連携して理工系の大学院における共通授業

の開講，学生の実施研修などの教育プログラムを開発している【計画６－２】。 
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   (改善を要する点) 
     該当なし 

   (特色ある点) 

    １．受験者を多面的に評価し多様な人材を確保するために，入試の在り方を検討

し，「スーパーサイエンス特別コース」で講義レポート，実験，面接を課す AO

入試を初めて導入した【計画１－３】。 

    ２．外国人留学生特別コースとして，アジアの途上国における環境学・防災学リー

ダー養成を目指す「アジア環境学特別コース」及び「アジア防災学特別コース」

を設置して 10 月入学，英語での授業など，特に留学生に対応した教育プログ

ラムを導入し，学術研究の国際的交流を推進している【計画２－１】。 

３．国際交流センターでは，留学生の受け入れに必要な知識，情報をマニュアル

化した「留学生受入キット」を作成し，入国や入学の手続き，書類作成などを

支援している【計画２－２】。 

    ４．本学卒業生の学び直しを促進するため，卒業生が研究生，科目等履修生，聴

講生等として入学する場合には，入学料を無料，授業料を通常の半額とする優

遇制度を導入した【計画２－４】。 

５．教養科目の開講授業数は年間 200 を超えており，多様な分野の学習が可能と

なっている。知の展開科目では，「人間と文化」，「生活と制度」，「科学と現代」，

「自然との共生」，「初めての外国語」の区分を設定して，「俳句学」や「笑い学」

等のユニークなテーマの授業を実施しており，全体としてきわめて幅広い内容

を提供している【計画３－２】。 

    ６．共通教育の「英語」においては，スピーキング，リスニング，ライティング，

リーディングの４技能を効率的に養成するために４科目を開講し，それぞれの

授業科目の目標に沿った統一テキストを作成している。新入生セミナーに使用

する教材は，各学部に必要な項目を調査し，要望の高い事項をまとめて作成し，

パッケージ授業で使用している【計画４－１，４－４】。 

    ７．学生が自ら考え実践する能力を身に付けるために，学長裁量経費を活用して

学生による調査・研究を財政的に支援する「プロジェクト E」を実施している

【計画４－２】。 
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(３)中項目３「（３）教育の実施体制等に関する目標」の達成状況分析 

  ①小項目の分析 
   ○小項目１「1) 教員の弾力的な役割分担及び開かれた教員採用人事により教育の活

性化を図る。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 
  計画１－１「(54) 教育活動を活性化するために，全学において教育重点型教員を適

正に配置する。」に係る状況  
   

「教員の役割分担の制度化と処遇を総合的に検討する WG」の提案に基づき，教

育機能の高度な展開を図るために，平成 18 年度から教育改革を主導する「教育コー

ディネーター」を全学に配置した（資料【４】(P4))。教育コーディネーターは，

学部，学科などの教育責任者として，教育方針の立案，カリキュラムの編成，教育

内容・教授法の改善，教育効果の検証などの活動において中核的な役割を担う教育

重点型教員であり，学部長等の推薦により学長が任命している。各学科・教育コー

スなどのカリキュラム単位ごとにほぼ１人配置（平成 20 年３月末現在 59 人）し，

さらに，教育担当の副学部長（又は準ずる教員）を１人ずつ学部の統括教育コーデ

ィネーターに指名して，各学部の教育改革を総括するとともに，学部間の連携を図

っている。 

同時に，この教育コーディネーターの活動を支援することを主な目的として，

学長裁量経費（総額 5,000 万円／年）による「愛媛大学教育改革促進事業」（愛大

GP）を創設し，学内公募・書類審査・ヒアリングにより，各学部・研究科における

優れた教育改革のプログラムを採り上げて，教育経費の重点配分を実施している

（別添資料 19）。平成 18 年度から開始した「教育改革促進事業」（愛大 GP）は，「審

査総括：審査を終えて」をウェブサイトで公表し，採択課題別に採択理由及び今後

の課題を指摘し，プログラムの実施の参考に資するとともに，不採択課題に対して

もその理由を示し，審査の透明性・公平性を担保している。審査を行う教育改革諮

問委員会（学外経営協議会委員１人を含む）が過去２年間の事業実績を点検し，平

成 20 年度には，重点課題として３つの特別テーマを提示するなどの改善を図った。 

この２つの制度が相乗効果となり，教育コーディネーターを中心とする新たな

教育改善の取組が全学に広がっている。 

 
   計画１－２「(55) 教員採用を原則的に公募とし，ジェンダー・バランスに配慮し，

社会人教員，外国人教員の登用を積極的に行う。」に係る状況  
 

 「教員選考に関する WG」において教員人事の在り方について検討を行い，平成

18 年４月，教員選考の基本方針と選考の基準を示す「国立大学法人愛媛大学教員

選考に関する規程」を制定した。この規程では，教員採用を原則公募とし，教育研

究水準の持続的な向上を図るため，中長期的に①同一組織内で特定の大学出身者に

偏らないこと，②年齢及び性別のバランスに配慮すること，③社会人及び外国人の

積極的な登用に努めることを定めている。さらに，各学部では，この規程に沿って，

学部の実状及び専門分野の特性に応じた具体的な選考基準，選考手続・方法を定め

た実施細則を制定し，適正な教員採用を実施している。 

平成 19 年５月現在の女性教員は 98 人（全教員の 11.6％），外国人教員は 24 人

（全教員の 2.8％）となっている。教員の平均年齢は 46.8 歳であり，全国平均 48.1

歳（平成 16 年度学校教員調査）より 1.3 歳若い。女性教職員の勤務環境を改善す

るため，平成 19 年４月に医学部附属病院に院内保育所「あいあいキッズ」（定員：

30 人，平成 19 年度：24 人入所）を開設するとともに，男女共同参画推進委員会を

設置し，男女共同参画推進アンケートを実施した。アンケートの意見に基づき，夜
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間の安全確保のために構内外灯の整備，育児への経済的な支援としてベビーシッター

クーポンを導入することとした。平成 19 年 12 月に愛媛大学における男女共同参画

を推進するための「宣言」と「提言」を策定・公表し，女性教員の採用拡大に取り

組むこととした（別添資料 27）。 

 

別添資料 27 愛媛大学における男女共同参画を推進するための「宣言」と 

「提言」（男女共同参画推進アンケートの分析結果）（抜粋） 

 
  計画１－３「(56) 任期付きポストの導入を進め，人事の流動性及び教員の多様性の

確保を図る。」に係る状況  
 

平成 18 年４月に制定した「国立大学法人愛媛大学教員選考に関する規程」におい

て，任期制について明文化し，部局単位で具体的な任期制の拡大について検討する

こととした。平成 19 年５月現在，「国立大学法人愛媛大学教員の任期に関する規程」

に基づき，先端的な研究センターを中心に 36 人の教員に任期を定めている。 

また，大学の教員組織の在り方についての審議に基づき，「愛媛大学人材育成専門

委員会」において，全学的な任期制の導入に関して検討し，平成 19 年度から採用

する助教には，原則として全員に任期制を導入している。グローバル COE プログラ

ムに採択された「化学物質の環境科学教育研究拠点」を含め，３先端研究センター

を中心に，テニュア・トラック制度を円滑に実施するため，平成 20 年度に「上級

研究員センター」を設置し，若手研究者の育成を図ることとした。 

 

      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 学部・学科等の教育改革を主導し，教育方針の立案，カリキュラム編

成などの活動において中核的な役割を担う教育重点型教員として，全学に「教育

コーディネーター」を配置した。その活動を支援することを主な目的として，学

長裁量経費により「愛媛大学教育改革促進事業」（愛大 GP）を創設し，学内の優

れた教育改革のプログラムに教育経費を重点配分している。 

教員選考に関する規程において，教員選考を原則的に公募とし，教育研究水準

の持続的な向上を図るため，中長期的に同一組織内で特定の大学出身者に偏らな

いことなどを定めている。さらに任期制については，先端研究センター教員を中

心に任期を定め，平成 19 年度から採用する助教には，原則として全員に任期制を

導入している。附属病院に院内保育所を設置し，女性教職員の職場環境の改善に

努めるとともに，愛媛大学における男女共同参画を推進するための「宣言」と「提

言」を策定し，女性教員の採用拡大に取り組んでいる。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
   ○小項目２「2) 共通教育においては全学教員の出動を基本とし，教育の質の向上に

努める。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
 

  計画２－１「(57) 学部間のカリキュラムの連携を図る組織を発足させ，教育資源の

共有化を企画調整する。」に係る状況  
 

平成 16 年度に全学組織として設置した「教育・学生支援機構」は教育改革・改

善を推進する強力な母体となっている。全学的な教育課題を審議するため，教育・

学生支援機構に各学部の副学部長（又は相当職）を委員とする管理運営委員会を設

置し，全学に関わる教職科目や学芸員科目について関係学部が連携して，開講科目，
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開講方法等に関する検討を開始した。平成 18 年４月の教育コーディネーター制度

の導入にあわせて，各学部の代表者からなる「教育コーディネーター世話人会」を

設置し，単位の実質化等の課題について討議した。さらに，平成 19 年４月に教育・

学生支援機構の管理運営委員会と「教育コーディネーター世話人会」の機能を一元

化した「教育学生支援会議」を設置した。同会議において，教員養成カリキュラム

の再編，共通教育実験科目の見直し，学年暦の見直しなどの全学的に調整が必要な

教育課題に対して効率的に対応し，教育の改善を推進している。 

 
  計画２－２「(58) 共通教育と専門教育の接続性及び大学教育の内容の改善を検討す

る委員会を設置する。」に係る状況  
 

平成 16 年度に教育・学生支援機構に各学部の副学部長（又は相当職）を委員と

する管理運営委員会を設置した。同委員会では，平成 18 年度からの共通教育新カ

リキュラムの導入，習熟度別クラス編成による英語・情報科学の授業改善などを実

施した。また，平成 19 年度にはこの管理運営委員会を改組して「教育学生支援会

議」を設置し，同会議において共通教育と専門教育の接続性，大学教育の改革など

全学的な教育課題を包括的に審議している（資料【６】（P9））。 

 
  計画２－３「(59)「大学教育総合センター」を中心に総合的な全学教育実施体制を

実現する。」に係る状況  
 

本学では「教育理念と目標に沿い，教  資料【22】 愛媛大学共通教育科目規程 

育の充実及び学生の修学支援等の強化

を図り，これらに伴う諸課題に対処し，

迅速で効率的な意思決定を行う」ことを

目的として，平成 16 年度に「大学教育

総合センター」を改組して「教育・学生

支援機構」を設置した（資料【６】(P9)）。

同時に，共通教育科目の実施責任母体と

して，教育・学生支援機構の下に教育開発センターを設置した。平成 18 年４月には

教育開発センターを分離・改組し，新たに共通教育に特化した「共通教育センター」

と FD の企画・実施，授業評価などを推進する「教育企画室」を設置した。 

平成 18 年度に制定した「愛媛大学共通教育科目規程」では，①共通教育科目は，

全学協力体制のもとに実施する，②共通教育科目に係る教育の企画，運営及び実施

については，共通教育センターがこれに当たる，③本学の教授，准教授及び講師は，

「担当可能な共通教育科目の授業科目の登録」を行い，共通教育科目の授業を担当

することを定めている（資料【22】）。共通教育にかかる立案及び全学的調整は，共

通教育センターに設置する共通教育センター会議（各学部の教務委員長クラスを構

成員とする。）で行い，その原案作成等の業務は共通教育センターのセンター員（共

通教育コーディネーター：各学部教員１人とセンター専任教員）が行っている。 

このような一連の組織改革によって全学教員の出動を基本とした共通教育の実

施体制を整備してきた。 

 
b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 平成 16 年度に設置した「教育・学生支援機構」は大学教育総合センター

を前身とする全学組織で，大学教育全体の充実，学生の修学支援の強化を図るこ

とを任務としている。現在，４つのセンター（共通教育センター，英語教育セン

ター，アドミッションセンター，学生支援センター）と機構長（教育担当理事）

（共通教育科目の実施） 

第２条 本学の共通教育科目は，全学協力体

制のもとに実施する。 

２ 共通教育科目に係る教育の企画，運営及び

実施については，共通教育センターがこれ

に当たる。  
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直属の教育企画室で構成している。教育・学生支援機構は本学の全学的な教育改

革・改善を推進する強力な母体となっており，教育コーディネーター制度ととも

に教育実施体制面での本学の特徴となっている。共通教育センターでは，共通教

育コーディネーターが中心となって共通教育に係る立案及び全学調整を行ってお

り，全学教員の出動態勢の下，共通教育を順調に実施している。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
   ○小項目３「3) 学内諸施設の有機的連携を図り，教育支援体制を強化する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
 

  計画３－１「(60) 教育の一環として大学院生を学部学生の教育に参加させる体制を

充実発展させる。」に係る状況  
 

共通教育においては，平成 16 年  資料【23】 ｽﾀﾃﾞｨ･ﾍﾙﾌﾟ･ﾃﾞｽｸ（SHD)の概要（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ） 

度に TA 採用の基準化を図り，あわ

せて TA 研修会を開催することと

した。平成 17 年度からは安全衛生

管理委員会と協力して，TA 採用教

員を対象とした研修会も開催して

いる。専門教育においても，各学

部で TA 研修会を実施している。 

平成 17 年度に大学院学生を中

心とする「スタディ・ヘルプ・デ

スク」（SHD）を開設し，学部学生

に対するチューター的活動を展開

している（資料【23】）。スタディ・

ヘルプ・デスクは，１，２年次生

を対象とした学習相談窓口として，

大学院学生スタッフが平日午後に

２人程度常駐し，数学，化学など

の基礎科目，レポートの書き方な

どの助言を行っている。利用実績

は，平成 17 年度約 200 人，平成

18 年度約 300 人，平成 19 年度約

250 人であった。さらに，平成 19

年度から大学院学生のアドバイザー

としての能力を高めるために，TA

業務を行う上で必要となるコミュ

ニケーションやインストラクショ

ンのスキルを学ぶ１泊２日の TA

教育ワークショップを開催してい

る（参加者８人）。 

平成 19 年度には教育・学生支援機構において，TA 制度のより効果的な活用を図

るため，これまでの TA の在り方を総括した提言「今後の TA 活用のありかたについ

て」を取りまとめた（別添資料 21）。それに基づいて，大学院学生の学士課程教育

への参加をより積極的に推進することとしている。 

 
  計画３－２「(61) 技術系職員の組織を見直し，研究教育能力の向上を図る。」に係

る状況  
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「技術系職員の在り方検討 WG」の報告に基づき，工学部に「業務管理室」を新設

し，城北キャンパスにおける技術系職員の業務把握が正確にできる体制を整備した。

また，「業務管理室」において，技術系職員の能力向上のための具体策の検討を行い，

技術発表会，合同研修会を毎年実施している。 

技術系職員の研究教育能力の向上を図るために，科学研究費補助金（奨励研究）

の申請を奨励（平成 19 年度：６人採択）するとともに，工学部では，技術系職員

からの提案型研究及び自主的グループ研修に対して，学部長裁量経費による支援を

行っている。 

 
      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) TA としての能力を高めるために，全学的に TA 研修会を実施するとと

もに，研修プログラムを充実させている。平成 17 年度に設置したスタディ・ヘル

プ・デスクは，大学院学生のアドバイザーが２人程度常駐し，学部学生の学習相

談を行い，利用者からは身近でかつ先輩のアドバイスが受けられると好評である。 

  また，城北キャンパスの技術系職員の組織を見直し「業務管理室」を設置し，

技術発表会，合同研修会の開催，科学研究費補助金申請の奨励など，技術職員の

教育研究能力の向上に努めている。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
   ○小項目４「4) 教育設備施設を高機能化し，学習環境の充実化とアメニティの向上

を図る。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 
  計画４－１「(62) 施設整備，キャンパス環境整備等を総合的に検討し，教育研究環

境の改善を図る。」に係る状況  
 

既存施設の教育研究環境改善，キャンパス環境改善を図るため，施設マネジメン

ト委員会で施設改善整備について総合的に検討を行い，ハザード対応改善計画，建

築基準法対応改善計画，キャンパスライフ支援施設改善計画を策定した。これらの

計画に沿って，城北地区交通対策（駐輪場の整備等），屋上防水改修，基幹設備改

修，屋外環境整備，屋内外体育施設改修，図書館改修及び共通教育管理棟改修を実

施するなど，教育研究環境の改善を図った（別添資料 28）。 

「施設マネジメント委員会」の下に設置した「総合学生サービス・図書館整備専

門部会」において，学生の多様なニーズに対応する学生サービス・図書館の在り方

について検討し，学生サービス・図書館機能の充実を図るための改修整備計画を策

定した。改修後（平成 20 年４月）の図書館棟１階には，「学生サービスステーショ

ン」を設置し，学生への図書館機能の有効利用促進を図るとともに，城北地区４学

部の教務・学生関係業務を集中化して，学生サービスの向上を図った。 

 
別添資料 28 城北地区交通対策（駐輪場の整備等），図書館改修整備計画（抜粋）

 
  計画４－２「(63) 効率的で分かりやすい授業を創るために，ＩＴ機器，視聴覚機器

の充実を図る。」に係る状況  
 
総合情報メディアセンターを中心に，①情報基盤システムによる学習用パソコン

環境の整備，②e-learning システムの刷新，③連結講義システム・視聴覚機器の整

備 に よ る効 率 的 な授 業 実 施環 境 の 構築 ， ④ 授業 用 各 種コ ン テ ンツ の 開 発，⑤

e-learning システムを含む教室内 IT 機器を活用した授業の実施など，全学生を対

象とした学習環境の充実を図った。また，同センターでは，教員研修の FD スキルア
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ップ講座において，パソコンでの実習を通してパワーポイントの効果的な利用法を

学ぶ「パワーポイント入門」，授業で使える動画作成を学ぶ「Adobe Premiere を使

った動画教材作成法」，e-learning を体験し授業の中に取り入れる方法を学ぶ

「e-learning 入門」を開講し，学生に分かりやすい授業の実施を支援している。 

 
  計画４－３「(64) 遠隔双方向型授業システム等を導入・整備し，キャンパス間・大

学間の遠隔授業，遠隔セミナーを可能にする。」に係る状況  
 

平成 16 年度に，本学３キャンパス（城北，樽味，重信）間の双方向システムの

ためのハードウェアを整備し，予備実験を行った。平成 17 年度からは遠隔講義シ

ステムを利用し，各キャンパスで行われた授業・講習会などを３キャンパスに中継

した。 

愛媛大・香川大・高知大が連携協力する連合農学研究科では，地理的に離れた３

大学で大学院学生が同時に講義を受講できるように，画像鮮明な動画で双方向型音

声の「３大学間教育研究情報交換システム」を導入し，共通セミナーや遠隔授業を

実施している。また，香川大と連携協力する連合法務研究科においても，遠隔講義

を実施するとともに，自動作成システムを利用した e-learning 用コンテンツの作

成環境を構築した。 

 

  計画４－４「(65) 学習図書館機能の充実を図る。」に係る状況  
    

  図書館は，電子ジャーナル，学術情報データベース，デジタルコンテンツ化によ

る学内情報発信，インターネットを活用した電子図書館機能の拡充サービスを展開

し，IT 社会に対応し 

た図書館に変革しつ  資料【24】蔵書数（平成 19 年度） 

つある。                （単位：冊）       （単位：種）    

学 生 用 図 書 の

充実を図るため，

毎年，授業担当教

員が選定した「図

書 館 備 付 推 薦 図

書」（シラバス記

載図書）のリスト

に 基 づ い て 学 生

用図書を整備し，その利用状況を把握している。また，各学部の図書選定小委員会

委員，教育コーディネーター及び教育・学生支援機構から推薦のあった図書の整備

に努めるとともに，学生ブックハンターの募集を行うなど，学生の要望も採り入れ

た学生用図書の選書を行っている。図書館ウェブサイト等に図書の整備状況を掲載

し，利用の促進等に役立てている（資料【24】）。 

平成 17 年１月から，図書貸出業務を円滑に行うため，職員による貸出・返却対

応に加え，利用者自身が，図書の館外貸出と返却を行うことのできる図書自動貸出

返却装置を導入し，利用者へのサービスの向上を図った。平成 18 年度の入館者数

は 60 万人を超え，学生館外貸出冊数は約 56,000 冊であった。図書館の耐震改修に

あわせて，学生自習スペースを拡充し，城北地区４学部の教務機能を集中化した「学

生サービスステーション」を設置して，学生サービスの向上を図った。 

 

      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 施設マネジメント委員会において施設改善整備を総合的に検討し，各

種改善計画に基づき，図書館や共通教育管理棟改修を実施するなど，教育研究環

境の改善を図った。学内の学習用パソコン環境，e-learning システム，視聴覚機

図  書 雑 誌 
区分 

和 書 洋 書 計 和雑誌 洋雑誌 計 

中央図書館 721,499 301,362 1,022,861 9,036 4,339 13,375 

医学部分館 48,295 58,412 106,707 1,869 1,376 3,245 

農学部分館 92,184 25,519 117,703 2,770 933 3,703 

計 861,978 385,293 1,247,271 13,675 6,648 20,323 



愛媛大学 教育 

- 39 - 

器を整備するとともに，学内の３キャンパス間，連携協力する大学間で遠隔双方

向型授業システム等を導入し，学習環境の充実を図った。また，学生用図書の充

実，図書自動貸出返却装置の導入など，図書館機能の充実を図っている。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

   

   ○小項目５「教員の教授能力向上と意識改革を図る体制を整備する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
 

  計画５－１「(66) 教育活動等に関する個人・組織データを全学的に蓄積する。」に

係る状況  
 

平成 16 年４月に大学評価等情報収集分析室を改称して再出発した「経営情報分

析室」は，学内の各種データを収集・一括管理する体制を構築するとともに，デー

タ分析を行うことにより教育研究活動の活性化，経営改善に向けての支援的役割を

担っている。平成 17 年２月には，教員個々の教育，研究，社会的貢献，管理・運

営等の多面的な活動を共有するために「愛媛大学教員活動実績データベース」を構

築した（別添資料 29）。このデータベースは「教員の総合的業績評価」において，

教員の諸活動に関する根拠資料として活用するとともに，ウェブサイトで公開して

いる「教育研究者要覧」の基礎データと連動することで，一元的に教員の個人デー

タを蓄積した（更新率：平成 17 年度 64.3％，平成 18 年度 68.7％，平成 19 年度 69.6％）。 

経営情報分析室では，「教員活動実績データベースの管理・運用方針」を策定し，

適正にデータを管理するとともに，中期目標・中期計画の達成度を測る指標 KGI（成

果指標），KPI（評価指標）の策定と収集を行って学内のデータベースの構築状況を

調査することにより，大学情報データベースのデザインを検討した（別添資料 30）。 

また，学内の組織情報を集約し「愛媛大学統計情報」としてウェブサイトに掲載

したが，大学評価・学位授与機構が構築した大学情報データベースの項目・内容を

踏まえ，平成 20 年度に収集するデータ項目等を見直すこととしている。 

 
別添資料 29 愛媛大学教員活動実績データベースの概要 

別添資料 30 教員活動実績データベースの管理・運用方針 

 
  計画５－２「(67) 教員各人の教育活動を公正に評価する基準と体制を策定し，「教

員の総合的業績評価」を実施する。」に係る状況  
 

本学は「組織の活動の主要な部分は教員個々人の活動の集積であり，組織的取組

の改善のためには，教員個々人の活動の自己点検評価とそれに基づく改善が不可欠

である」（「愛媛大学教員の総合的業績評価実施要綱」より）との認識の下，全教

員を対象とした「教員の総合的業績評価」を平成 17 年度から本格的に実施してい

る（資料【25】，別添資料 31）。「教員の総合的業績評価」は，毎年度当初に教員個々

人が行う「教員自己評価」（入力率：平成 17 年度 95.2％，平成 18 年度 97.0％，平

成 19 年度 97.6％）と，３年ごとに教員の所属する部局等の長が実施する「部局個

人評価」で構成している。各部局の特性に応じて策定した「評価基準と実施方法」

の妥当性を事前に検証するため，平成 18 年度に部局個人評価の試行を実施した。

この試行結果を踏まえて，「教員の総合的業績評価実施要綱」の改定を行い，平成

19 年度に第１回部局個人評価を実施した。その評価結果を平成 20 年１月の昇給に

反映させた。 
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    資料【25】教員の総合的業績評価の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料 31 愛媛大学教員の総合的業績評価実施要綱（抜粋） 

 
  計画５－３「(68) 学生による授業評価アンケートを実施し，科目ごとに評価結果を

公表する。」に係る状況  
 

共通教育，専門教育ともに，授業形態に応じた質問項目を作成して，学生による

授業評価アンケートを実施している（別添資料 32）。共通教育では授業科目ごとの

期末アンケートの結果をウェブサイトで，各学部では冊子等で公表している。授業

評価アンケートに関する学生の声を直接に聞く機会として，法文学部では FD 懇談

会を，教育学部及び理学部では学生モニター会議，医学部では教育連絡協議会を，

農学部では学部長と学生自治会代表者の懇談会を実施している。また，工学部では

アンケートの実施後，教員と学生の懇談会や教員間でピアレビューを実施している。 

 
別添資料 32 授業改善のための学生によるアンケート実施報告書（共通教育科目）

 
  計画５－４「(69) 学生の声を教育改善にフィードバックする仕組みを構築する。」

に係る状況  
 
授業評価アンケートを実施し，その  資料【26】愛媛大学学生代表者会議規程 

結果を公開することによって教育改善

を進めているが，それに加えて各学部

では学生との懇談会や協議会を開催し

て，学生の声を直接聞く機会を設けて

いる。また，共通教育ではできるだけ

早い回の講義で中間アンケートを実施

し，その後の講義運営の改善を図るこ

ととしている。さらに，日常的には，

学生何でも相談，学習相談窓口，ある

いは大学院学生をアドバイザーとするスタディ・ヘルプ・デスクに寄せられた意見，

相談は，共通教育センター，学生支援センター等で内容を検討し，改善に結び付け

るなど，フィードバックする体制を整備している。成績判定に関する学生からの申

（目的） 

第２条 学生会議は，本学の基本目標である「学

生中心の大学づくり」の一環を担い，学生が

入学から卒業・修了まで安心して充実した大

学生活を送ることができるよう学習環境の改

善及びキャンパスライフの向上に関する事項

を学生自らが協議し，学長に提言することを

目的とする。  
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立てについては，平成 17 年度に「学業成績判定に関する取扱要項」に基づき，「学

業成績判定に関する学生からの申立てについて（ガイドライン）」を制定し，申立

てに対して公正な対処を行っている（平成 18 年度から適用：平成 18 年度後学期２

件，平成 19 年度前学期１件，後学期０件）（別添資料 33）。 

平成 19 年度には全学的な学生代表者会議を設置し，学長との懇談会を通じて学

生の要望を教育改善に直接反映させる仕組みを構築した（資料【26】）。 

 
別添資料 33 学業成績判定に関する学生からの申立てについて（ガイドライン）

 
  計画５－５「(70) 「大学教育総合センター」を中心として，教育成果に関する評価

について研究開発する。」に係る状況  
 

「大学教育総合センター」を前身とする全学組織として設置した「教育・学生支

援機構」の教育企画室において，授業評価アンケート結果の分析や質問項目の見直

しを行い，学生の授業に対する満足度や学習目標の到達度など教育成果に関する評

価の研究を行っている（資料【６】(P9))。また，平成 15 年度から全学的に実施し

ている卒業時の学生アンケートから，卒業予定者の入学から卒業までの勉学への取

組，関心，満足度などの経年的な傾向等を分析している（別添資料３）。また，学

部学生の GPA を収集するなど，教育成果の評価法についても継続的に研究を行って

いる。 

 

  計画５－６「(71)教育活動において優れた実績を示した教員に対しインセンティブ

を付与する。」に係る状況  
 

「教員の役割分担の制度化と処遇を総合的に検討する WG」を設置し，教員個々人

の評価結果を人事考査に反映させる制度を検討して，平成 17 年度に報告書「教員

個人評価に基づく教員の処遇及びインセンティブの付与について」としてまとめた。

これを受けて，全学的には，「教員の総合的業績評価」に基づくインセンティブの

付与として，サバティカル制度の導入，給与への反映などを決定した。教育評価に

おいては，医学部ではベストティーチャー表彰制度を創設し，また，これを FD の

一環として活用するため，表彰された教員の授業参観制度を導入している。工学部

においても，６学科中３学科で教員表彰を実施している。共通教育では平成 20 年

度から優秀授業賞を設ける。 

 

  計画５－７「(72) 各学部，各研究科のＦＤ委員会及び全学のＦＤ委員会を確立し，

その機能を強化する。」に係る状況  
 

授業方法や授業内容の改善に関わる全学的な FD については，教育・学生支援機

構の教育企画室が中心となって企画・実践している。現在，①FD スキルアップ講座

（アラカルト方式で種々の授業技法を学ぶ），②教育ワークショップ（新任教員を

対象とした１泊２日の実践研修），③ファカルティ・ディベロッパー講座（学内外

の FD 担当者を対象とした FD の展開方法を学ぶ研修），④授業コンサルテーション

（学生からの聞き取りを通した個々の授業の診断，学生・教員からの聞き取りを通

したカリキュラムの診断など）の４つのメニューを提供している。これらの取組は，

平成 18 年度文部科学省特色 GP に採択されている（「FD/SD/TAD 三位一体型能力開

発」，資料【27】）。また，FD 活動を推進するために，FD の技法やコツを集約し

た「FD ハンドブック Vol.１～３」も発行している（別添資料 23）。平成 19 年度に

は，愛媛大学における FD ポリシーを策定し，①授業の改善，②カリキュラムの改

善，③組織の整備・改革に向け，PDCA サイクルを意識して持続的な改善を図ること
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とした。 

全学的な FD に参加するだけでなく，各学部・研究科においても，それぞれ FD 委

員会等を設置し，全学の方針に沿って独自の FD 活動（教育企画室による学科全体

の授業コンサルティング，教員相互の授業参観，FD 懇談会，学生モニター会議，授

業アンケートのフィードバック，FD ウィークスの実施など）を展開している。 

 
資料【27】 愛媛大学の教職員能力開発体系 

レベル Ｆ Ｄ Ｓ Ｄ ＴＡＤ 

新任教職員オリエンテーション 
新任ＴＡ研修（共通教育）

新任ＴＡ研修（専門教育）
レベルⅠ 

[導入] 
FD/SD セミナー 

授業デザイン 

ワークショップ 

新人研修プログラム 

（接遇マナー研修） 

TA ランチタイム 

セミナー 
レベルⅡ 

[基本習得] 
FD スキルアップ講座 

レベルⅢ 

[応用・発展] 
授業コンサルテーション

SD スキルアップ講座 
SD プレゼンテーション研修

スタディ・ヘルプ・デスク

実習  

教育改革シンポジウム発表 教育学生支援部タスクフォース  レベルⅣ 

[創作・発展] 大学教育実践ジャーナル投稿 

レベルⅤ 

[支援・指導] 

各種研修講師 

授業コンサルタント 
ファカルティ・ディベロッパー講座

教育コーディネーター研修 

各種研修講師 

職場内研修担当者研修 
 

 
 

  計画５－８「(73) 教育実践，教育改善について定期的にシンポジウム，研修等を企

画・実施する。」に係る状況  
 

「教育・学生支援機構」の教育企画室が中心となって，①FD スキルアップ講座，

②教育ワークショップ，③ファカルティ・ディベロッパー講座，④授業コンサルテー

ションを全学的に実施している。また，平成 18 年度に各学部の教育改革を支援す

ることを目的として創設した学長裁量経費による「愛媛大学教育改革促進事業」（愛

大 GP）（予算総額 5,000 万円／年）の成果報告会として愛大 GP シンポジウムを開催

して，優れた教育実践，教育改革について共有する機会を設けている（別添資料 34）。 

平成 19 年度には，「学士課程の体系化～ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・

ポリシー，アドミッション・ポリシーの策定と一貫性構築」をテーマとした教育コー

ディネーター研修会，愛媛大・島根大・三重大の教育学部シンポジウム「教育体験

の質を深める」，理工学研究科大学院教育セミナー「ポートフォリオを活用した大

学院教育単位の実質化」などを開催した。 

 
別添資料 34 平成 18 年度愛媛大学教育改革促進事業シンポジウム開催要領 

 
      b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 「教員の総合的業績評価」は，準備段階を経て平成 17 年度から本格実

施に移っており，その評価結果を平成 20 年１月の昇給に反映させた。この評価に

は，教員活動実績データベースを根拠資料として活用している。FD 活動は，全学

及び各学部において高いレベルで実施しており，これらの取組は平成 18 年度文部

科学省特色 GP に採択されている。また，教育コーディネーターを中心とした教育

改革を支援する目的で，学長裁量経費による「教育改革促進事業」（愛大 GP)を

実施していることも本学の特徴である。このような取組を通して，教育に関する

各教員の意識はこの数年で急速に高まっている。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 
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②中項目３の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 中項目を構成する５つの小項目すべてを「目標の達成状況が良好であ

る」と判断したため。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．平成 18 年度から教育改革を主導する「教育コーディネーター」を全学に配置

し，学部，学科等の教育責任者として，教育方針の立案，カリキュラムの編成，

教育内容・教授法の改善，教育効果の検証などの活動において中核的な役割を

担っている【計画１－１】。 

    ２．「国立大学法人愛媛大学教員選考に関する規程」を制定し，教員採用を原則

的に公募とするとともに，同一組織内で特定の大学出身者に偏らないこと，年

齢及び性別のバランスに配慮すること，社会人及び外国人の積極的な登用に努

めることを定めている【計画１－２】。  

    ３．「教員の総合的業績評価」を平成 17 年度から本格実施しており，平成 19 年

度からはその評価結果を昇給に反映させた【計画５－２】。  

    ４．授業方法や授業内容の改善に関わる全学的な FD として，FD スキルアップ講

座，教育ワークショップ，ファカルティ・ディベロッパー講座，授業コンサル

テーションの４つのメニューを提供しており，この取組は，「FD/SD/TAD 三位

一体型能力開発」として平成 18 年度文部科学省特色 GP に採択されている【計

画５－７，５－８】。 

   (改善を要する点) 

     該当なし 

   (特色ある点) 
    １．教育コーディネーターの活動を支援することを主な目的として，学長裁量

経費（総額 5,000 万円／年）による「愛媛大学教育改革促進事業」（愛大 GP）

を創設し，学内公募・書類審査・ヒアリングにより，各学部・研究科におけ

る優れた教育改革のプログラムを採り上げて，教育経費の重点配分を実施し

ている【計画１－１】。 

    ２．「教育・学生支援機構」は，全学的な教育改革・改善を推進する強力な母体

になっており，教育実施体制面での司令塔的役割を果たしている【計画２－１】。 
３．平成 17 年度に大学院学生スタッフが学部学生を対象とした学習相談窓口と

して「スタディ・ヘルプ・デスク」を開設しており，利用者からは身近でかつ

先輩のアドバイスが受けられると好評である【計画３－１】。 

４．「学生サービスステーション」を設置し，学生への図書館機能の有効利用

促進を図るとともに，城北地区４学部の教務・学生関係業務を集中化して，学

生サービスの向上を図った【計画４－１】。  
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(４)中項目４「（４）学生への支援に関する目標」の達成状況分析 

  ①小項目の分析 
   ○小項目１「① 学生の学習効果を向上させ，かつ学生による自主的学習を促進する

ために，学生と教職員とのつながりを強化し，学習環境や学習に関す

る相談体制を強化する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
 

  計画１－１「(74) 学生支援に関して全学的に連絡調整を行う体制を整備する。」に

係る状況  
 

平成 17 年度に，「教育・学生支援機構」に学生支援センターを設置して，専任教

員２人を配置した。学生が入学から卒業まで安心して充実した大学生活を送ること

ができる支援体制として，学生支援センターと事務組織である「教育学生支援部」

が一体となり，各学部と連携を図りながら学生のサポート活動を行っている。学生

支援センターでは，①障害を持つ学生の修学支援の充実，②キャリア教育プログラ

ムの開発と実施，③キャリアアドバイスと就職の支援，④インターンシップ・プロ

グラムの充実，⑤ボランティア活動など課外活動の支援，⑥学生生活の危機管理，

⑦学生相談体制の充実，⑧学生生活オリエンテーションの実施などに関して，全学

的な連絡・調整の上で支援活動を行っている（資料【６】(P9))。 

特に，平成 19 年度からは，「初年次学生支援」，「課外活動支援」，「キャリア支援」

の３つの学生支援に重点的に取り組んだ。 

実践的な授業と活動を通して，学生リーダーや将来リーダーになり得る学生を育

成・支援し，特に「新時代の学生リーダー養成プログラム－愛媛大学リーダーズ・

スクール(ELS)－」では，リーダーシップ関連授業，サークルリーダー研修会， ELS

ゼミナール，ELS 合宿研修などを行い，修了者には「愛媛大学 ELS 資格」を認定し

ている。この取組は，平成 19 年度文部科学省学生支援 GP に採択された。 

 学生に学内で就業機会を提供することを目的に，平成 19 年４月に設置した業務

支援室において，学生アルバイトを雇用した（実績：165 人，7,296 時間，総額 5,107

千円）。学生アルバイトを対象とした業務内容についてのアンケート調査（回答率

39％）では，①大学の環境について問題意識を持つようになった，②年度当初に自

転車置き場のルールを周知して欲しいなどの意見があり，この結果を受けて，平成

20 年度の新入生オリエンテーションにおいて，構内の駐輪場や交通マナー，ゴミの

分別などの環境マナーについて，周知した。 

 サークル活動を振興するために，校友会（同窓会組織）の支援による活動援助金

（総額 500 万円）を付与する制度を創設した。学生団体の自己評価に基づいて，教

育・学生支援機構長を委員長とする学生団体評価委員会が評価を行い，44 学生団体

を支援した。また，平成 19 年４月に新設した「愛媛大学学生・学生団体表彰」に

より，①学業成績，②学術研究活動，③課外活動，④教育学習支援活動，⑤社会活

動の分野で特に優秀な成績や顕著な成績を上げた学生個人・学生団体を学長表彰し

た（成績優秀賞：24 人，学長賞：５人・３団体，学長特別賞：１人）。 

 
  計画１－２「(75) 履修計画と学生生活について助言する専門的教職員を配置し，「学

生生活担当教員制度」と併せて学生に対する支援活動にあたる。」に係る状況  
 

「教育・学生支援機構」の学生支援センターに２人の専任教員を配置し，①キャ

リア教育，就職支援を中心とした修学支援，②不適応学生や留年生の修学相談を中

心とした学生生活支援の業務を担っている。学則で定めている学生生活担当教員は

学生の入学直後に決定し，卒業まで学習相談を含めた学生生活全般について相談・

指導を行っている。学生支援センターの専任教員は，各学部の学生生活担当教員や 
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学生生活委員会，就職委員会等と連携を図りながら，資料【28】もっと!!学生を元気にするために 

その対応を行っている。例えば医学部では，学生支

援センター，総合医学教育センター，教務委員会，

学生生活委員会等が連携して，留年学生，不適応学

生に係る問題点を洗い出し，本人と面談することで

その解決を図っている。 

また，学生支援センターが中心となって，学生生

活担当教員の手引「もっと!!学生を元気にするため

に」を作成し，学生生活担当教員が適切な学習相談，

助言が行えるように，学修支援，学生生活支援，生

活上の危機管理に関する学生対応を具体的に示した

（資料【28】，別添資料 35）。 

 

 

 

 

 
別添資料 35 FD ハンドブック Vol.３ 学生生活担当教員の手引（抜粋） 

 
  計画１－３「(76)「ピア・サポート・ルーム（学生による学生相談窓口）」，「ＥＳＭＯ

（愛媛大学学生メンターズ）」等により，学生相互の相談体制を整備する。」に

係る状況  
 

平成 16 年度文部科学省特色 GP に採択さ  資料【29】ピア＠カフェ（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ） 

れた「『お接待』の心に学ぶキャンパス・ボ

ランティア」は，学生による学生のための

ボランティア活動を通して「教えあい，学

びあい，助けあう力」を高めることを目的

としている。スチューデント・キャンパス・

ボランティア（SCV）の活動拠点として整備

した「ピア＠カフェ」は，愛媛大学学生メ

ンターズ（ESMO）をはじめとする９団体の

ミーティング場所として，また学生のため

の相談窓口として活用している（資料【29】）。 

平成 17 年度よりスタディ・ヘルプ・デ

スク（SHD）を設置して，大学院学生が２人

程度常駐し，アドバイザーとして学習相談

を行っている（平成 19 年度登録者：７人，

資料【23】(P36））。スチューデント・キャ

ンパス・ボランティアとしての活動の質を

高めるために，愛大ボランティアコーディ

ネーター（AIVO）では松山市と連携してボ

ランティア講座・セミナーを開催し，また，聴覚障害学生支援グループでは平成 18

年度に他大学の専門家を招聘して「学生による学生支援シンポジウム」を開催した

（別添資料 36）。  
 

別添資料 36 学生による学生支援シンポジウム 

 
  計画１－４「(77) 各担当教員が待機すべきオフィスアワーを設ける。」に係る状況  
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授業科目担当教員は学習相談を受け付けるオフィスアワーを設けており，ガイダ

ンスにおける説明やシラバスに対応可能な時間帯を明示し，学生に対し積極的に活

用するよう指導している。シラバスに「オフィスアワー・その他」の欄を設け，オ

フィスアワーの記載を義務付けるとともに，すべての教員にオフィスアワーに対す

る共通理解を求め，シラバスへの記載及びその運用方法を周知徹底した。また，平

成 18 年度には学生の便宜を考えて，毎週１回のオフィスアワーをウェブサイトで

公開し，閲覧できるようにした。 

 

      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 本学では，学生支援の中心理念である「学生による学生支援」が浸透

しており，学生同士の支援がキャンパスに根付いている。平成 16 年度文部科学省

特色 GP に採択された「『お接待』の心に学ぶキャンパス・ボランティア」はその

代表的な取組である。学生支援の制度的な整備も行い，平成 17 年度には，「教育・

学生支援機構」に学生支援センターを設置し，専任教員２人を配置した。学生支

援センター及び学生生活課は，「学生による学生支援」をサポートするとともに，

各学部の学生生活担当教員などと連携を取りながら地道な学生支援を行っている。 

以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 
   ○小項目２「② 心のケアや人権問題も含めて，学生生活上の困難を克服するための

体制を強化する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
 

  計画２－１「(78) 留年学生，不適応学生に対する原因調査と対策を継続的に検討し，

学習・生活・心理面から支援する体制を整備する。」に係る状況  
 

「教育・学生支援機構」の学生支援センターと 資料【30】留年者数，退学者数，休学者数 

各学部の教員が連携して，長期欠席者の把握，退

学の原因について面談調査等を行い，原因の検討

を行っている。さらに，学務系事務職員，学生支

援センター教員が連携して留年生や不適応学生の

早期発見に努め，各学部の学生生活担当教員及び

総合健康センターと協力して，不適応気味の学生

（特に初年次学生）及びその保護者に早期に「声

かけ」をするなど，学習・生活・心理面から支援

する活動を行っている。これらの取組により，こ

の数年の本学の休学者，退学者の数は漸減傾向に  ※留年者数は最低在学年限超過学生数 

ある（資料【30】）。 

また近年，学内で発生しているカルト問題に対し，平成 17 年度に教育担当理事

を議長とするカルト問題対策会議を設置し，学生支援センター及び学生生活課が中

心となって，検討と対策を行っている。カルト問題の最も重要な問題点は，カルト

集団の学生への関与が人格破壊や人権侵害の危険性をはらんでいる点にあるとの

認識の下に，学生が勧誘被害に会わないための予防教育を実施するとともに，既に

勧誘被害にあっている学生には，保護者等と連携しながら可能な限りの支援を個別

に行っている。 

 

  計画２－２「(79) 身体に障害のある学生の受け入れに対応するため，障害学生支援

制度と支援ボランティア養成制度を立ち上げ，運用する。」に係る状況  
 

 

年度 

留年

者数※ 

退学

者数

休学

者数

平成 14年度 681 162 272

平成 15年度 536 185 291

平成 16年度 673 142 236

平成 17年度  657 142 252

平成 18年度  617 149 243

平成 19年度  587 134 242
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「教育・学生支援機構」に障害者修学  資料【31】障害学生支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ（HSSV）（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ） 

支援委員会を設置し，その下に学生ボラ

ンティア育成，FD 及びキャンパス・バリ

アフリーの各 WG を設置し，聴覚や運動

機能など身体に障害のある学生を対象

とした支援のためのさまざまな方策に

ついて検討し，実施している。 

学生支援センターの専任教員が中心

となって障害学生支援のための教員向

けセミナーの開催や，学外者（教育支援

員，アカデミック・コーディネーター等）

や障害学生支援ボランティア（HSSV）の

学生と協力して，ノート・テイク養成講

座を開設し，聴覚障害学生支援のノー

ト・テイカーの養成に努めている（平成

19 年度：登録学生数 114 人，資料【31】）。 

平成 18 年 11 月には，学長が聴覚障害

学生（８人）及び聴覚障害学生支援ボラ

ンティアとの懇談会を開催し，実情の把

握とともに具体的な対応策を実施してい

る（別添資料 37）。平成 18 年 12 月には障害学生を仲間として支援するため障害学

生支援ボランティアと連携し，「学生による学生支援シンポジウム」を開催して，支

援の課題と方策について議論した（別添資料 36）。その議論及び障害学生の要望を

踏まえて，学内の施設・設備及び構成員の意識面でのバリアフリー化基盤づくりの

ための「キャンパス・バリアフリー推進室」を設置した。 

また，障害者修学支援委員会と教育学部特別支援教育講座が協力し，共通教育に

おいて「ボランティアⅠ・Ⅱ」を開講した。 

 

別添資料 37 聴覚障害学生ボランティアと学生の懇談会 

 
  計画２－３「(80) 学生に対する人権侵害の防止に努めるとともに，人権侵害が発生

した場合は迅速かつ厳正に対処する。」に係る状況  
 
人権侵害防止のためのパンフレットを作成して，学生に配布するとともに，ウェ

ブサイトにより人権侵害防止の周知徹底を図っている。また，毎年，全学及び各学

部において人権問題に関する研修会，セミナーを開催し，教職員及び学生の意識改

革に努めている。人権侵害問題に迅速かつ厳正に対処するために，各学部に配置さ

れた相談窓口，学生相談オフィス，総合健康センター及び人権問題相談員連絡協議

会の連携強化に努めている。 

平成 19 年度には，「国立大学法人愛媛大学におけるセクシュアル・ハラスメント

等の人権侵害の防止に関する指針」を改正し，人権問題対策委員会の中に調停委員

会を設け，当事者間の問題解決の支援と迅速かつ円満な対応ができるように体制を

整備した。この数年，セクシュアル・ハラスメントの相談件数は減少傾向にある一

方，アカデミック・ハラスメントの相談が増えていることから，現状把握のために，

平成 20 年１月に大学院学生に対してアンケートを実施した（対象者 1,285 人，回

答者 258 人）。今後，アンケートの結果を分析し，対応を検討することとしている。 

カルト問題に対応するために「カルト問題対策会議」を組織し，関係教職員が一

体となって防止・救出・情報収集活動を精力的に行い，カルト集団による被害を最

小限に食い止めている。  
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  計画２－４「(81) 「保健管理センター」と「人権委員会」が各学部との連携を強化

し，学生に対する精神的・心理的ケアを充実する。」に係る状況  
 
各学部に配置した相談窓口，学生相談オフィス，総合健康センター（保健管理セ

ンターを改組）及び人権問題相談員連絡協議会の連携を強化し，人権問題・ハラス

メント，カルト問題，精神的支援など，学生のプライバシーに配慮した学生支援を

行っている。学生支援センターが中心となって作成した学生生活担当教員の手引

「もっと!!学生を元気にするために」では，現代学生のさまざまな悩み，青年期に

起きやすい心理的問題への具体的対応を示しており，これを活用して教員と組織と

が連携して精神的・心理的ケアの充実に努めている（資料【28】（P45)）。平成 19

年度には「国立大学法人愛媛大学人権侵害被害者ケア・システム要項」を制定し，

人権侵害の被害者となった学生の在学中の精神的ケアを充実させた（別添資料 38）。 

 
別添資料 38 国立大学法人愛媛大学人権侵害被害者ケア・システム要項 

 
  計画２－５「(83) 進路指導，就職支援に関する全学的な連絡調整機能を強化する。」

に係る状況  
 

「教育・学生支援機構」の学生支援センターに修学支援を担当する専任教員を配

置して，全学インターンシップ委員会の開催，キャリア関連授業，進路・就職相談，

就職ガイダンス，就職セミナーの開催，卒業生を対象とした就職支援などの充実を

図っている。平成 18 年度には就職・キャリア支援の強化のために全学部から選出

された委員により構成する「就職支援会議」を「教育・学生支援機構」に設置し，

今後のキャリア教育に関する提言を行うなど，全学連絡調整体制を強化した。 

また，教職員の進路指導スキルの向上のために，FD スキルアップ講座「進路指導

のコツ」を開催し，実践的な支援を行った。 

 
  計画２－６「(84) キャリアアドバイザーを配置し，キャリア教育の充実を図る。」

に係る状況  
 

「教育・学生支援機構」の学生支援センターにキャリアアドバイザーを配置する

とともに，就職課を新設し，全国公募により民間から就職課長を採用した。キャリ

アアドバイザーと就職課長の協働により，各学部と 

の連携を図りながら，就職ガイダンス，就職セミナー  資料【32】就職課における就職相談件数 

などの充実を図り，組織的な就職支援活動を展開し

ている（資料【32】）。平成 19 年度には，就職支援会

議から提案された新しいキャリア教育の理念に基づ

いて，１年次の社会的場面への適応（プレキャリア

教育），４年次の社会にでる準備（フォローアップ教

育）のためのキャリア教育の充実を図ることとなった。 
共通教育では「キャリアの基本」，「タイム・マネ

ジメント」などキャリア科目を開設して，キャリア教育の充実を図っている。  
 

  計画２－７「(85) 教職員向けに，学生支援の取組み方，メンタルヘルスケア等に関

する研修会・講演会を実施する。」に係る状況  
 

学生支援の取組の一環として，アカデミック・ハラスメントやカルト問題対策に

ついての研究会等を実施している。さらに，「学生生活担当教員の手引き」を改訂

し，それを活用した教職員向け研修会も実施している。また，学生支援センターと

 

年度 

相談件数

（件） 

学生数

（人）

平成 16 年度 359 253

平成 17 年度 509 340

平成 18 年度 519 318

平成 19 年度 473 341
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総合健康センターが協力して「学生のメンタルヘルスケアに関する研修会」を開催

している（平成 19 年度参加者：30 人）。重信キャンパスでは，総合健康センターと

人事労務室が協力し，仕事環境に関連するメンタルヘルスセミナーを実施している。 

 
  計画２－８「(86) 社会人学生に対して，修業年限の適切な設定，インターネットを

利用した学習指導，休日・夜間の講義等，学業と職業の両立を図るための措置

を講じる。」に係る状況  
 
学部・研究科ごとに，長期履修制度の導入，休日・夜間の講義など社会人に対す

る配慮に取り組んでいる。 

社会人が多く在籍している法文学部夜間主コース（入学定員 180 人）の学生は，

昼夜開講制により１週当たり 13 時限（月～金曜日の６・７時限（18 時～21 時 10

分），土曜日の１～３時限（13 時 30 分～18 時 20 分））を使って学習しているが，

平日昼間に開講される科目（30 単位以内）や集中講義科目も履修することが可能と

なっている。また，社会人特別選抜や３年次編入で入学した社会人有職者を対象と

して長期履修制度を導入している。 

すべての研究科で大学院設置基準第 14 条特例を適用し，社会人学生が学業と職業

が両立できるように配慮している。特に，初等中等の現職教員等が在学する教育学

研究科では，修業年限２年のうち，１年次は大学院での学業に専念し，課程修了に

必要な 30 単位のうち 22 単位以上を履修し，２年次は在職校等に復帰し勤務しなが

ら週１回以上定期的に通学して残りの単位を修得するとともに，修士論文作成のた

めの指導を受ける特別措置を採っている。２年次からの特例による授業は，夜間，

週末又は夏季・冬季休業期間中等に実施している。学校臨床心理専攻では，南予地

方の通学が困難な地域に勤務する現職教員に対してサテライト教室を開設し，一部

の授業を指導教員が出向き，夏季・冬季の長期休暇を利用した集中講義による対面

授業を行っている。また，法文学研究科，農学研究科，連合農学研究科では，長期

履修制度を導入している（適用者：平成 19 年度 11 人）。 

 
  計画２－９「(87) 入国から帰国まで一貫した留学生の指導体制を整備する。」に係

る状況  
 

平成 18 年４月に，従来   資料【33】国際交流センターの業務（出典：広報誌 Line vol.29） 

の留学生センターを改組

し，本学の国際交流の要

として学術・学生交流の

一元的推進のため「国際

交流センター」を設置し

た（資料【33】）。国際学

術交流部門と留学生交流

部門をあわせもつ同セン

ターでは，学生交流に対

する支援業務を第一に，

留学生の受入，学生派遣，

研究交流等の充実に努め

た。指導教員との意見交

換会による情報の共有化，

留学生の受入に必要な知

識・情報をマニュアル化

した「留学生受入キット」
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の作成，留学生データベースの情報蓄積・更新による情報提供を行い，一貫した指

導体制を整備した（別添資料９）。 

また，留学生へのアンケート，帰国外国人留学生との意見交換を実施し，韓国，

マレーシア，インドネシア，ネパールにおいて，帰国外国人留学生ネットワークを

構築した。 

 
  計画２－１０「(88) 留学生の住環境及び就学環境の改善を図る。」に係る状況  

 
留学生の生活実態，就学環境に関するアンケートを実施し，その結果を愛媛県留

学生等交流推進会議会誌「いしづち」に掲載している（別添資料 39）。国際交流セ

ンターでは，その改善策を検討し，宿舎の確保，国際交流会館の設備更新，掲示板・

電子掲示板・電子メールによる広報を行うとともに，県営住宅の入居手引きや医療

機関名簿の作成，自転車等の生活物資の無料提供等各種支援を行った。 

また，留学生受入に関する諸問題に対処するために「留学生受入マニュアル」を

作成し，指導教員，関係担当者への周知徹底を行った（別添資料 40）。 

施設マネジメント委員会等で検討し，策定した学生宿舎の施設整備計画に基づき，

留学生等の入寮へも配慮した学生寮の増築及び個室改修をすることとなった。 

 
別添資料 39 留学生の生活実態調査（抜粋） 

（出典：愛媛県留学生等交流推進会議会誌「いしづち」） 

別添資料 40 留学生受入マニュアル（抜粋） 

 
      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 学生支援センター，総合健康センター，各学部の学生生活担当教員が

連携して，不適応気味の学生の早期発見に努め，必要な個別の対策を行っている。

障害学生支援については，スチューデント・キャンパス・ボランティアの一環と

して，特に聴覚障害学生へのノート・テイクによる支援を充実させるとともに，

学生の意見を採り入れて「キャンパス・バリアフリー推進室」を設置した。アカ

デミック・ハラスメントなどの人権問題については，人権委員会，人権問題相談

員連絡協議会，総合健康センターなどの各組織が連携しながら予防・対処に努め

ており，人権問題，メンタルヘルスケアに関する研修会，セミナーを全学及び各

学部で毎年開催し，大学構成員の意識向上を図っている。また，社会人や留学生

の受入や住環境・修学環境の改善など必要な支援を積極的に行っている。 

  以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 
   ○小項目３「③ 教室及び周辺空間のアメニティを向上させ，学習の場としてふさわ

しい環境を整備する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

 
  計画３－１「(82) 自主学習のためのスペースを確保し整備する。」に係る状況  

 
従来から，すべての学生が利用できる自主学習のスペースとして，城北地区に中

央図書館（座席数 675 席），重信地区に医学部分館（145 席），樽味地区に農学部分

館（139 席），総合情報メディアセンター（７演習室），英語教育センター学生（語

学自習室）がある。平成 16 年度には，全学の自主学習スペースの設置状況，利用

実態を調査し，各学部での自主学習スペースの拡大を今後の課題とした。平成 19

年度までに法文学部，教育学部，理学部，工学部において建物の改修等にあわせて

自習室，学生談話室，リフレッシュコーナー等の学生利用スペースを拡充した（資

料【34】）。 
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   資料【34】自主学習スペースの整備状況      （単位：部屋，箇所，㎡） 

部局等 名称等 部屋数 面積 部局等 名称等 部屋数 面積 

法文学部 
ﾘﾌﾚｯｼｭｺｰﾅｰ 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ室 

２

２

114

84
医学部 

交流の広場 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ室 

4 

2 

100

382

教育学部 自主学習ｽﾍﾟｰｽ ７ 167

工学部 

ﾘﾌﾚｯｼｭｽﾍﾟｰｽ等 

ﾊﾟｿｺﾝ室・CAD 室 

自習室等 

11 

2 

3 

659

248

241理 学 部 

ﾘﾌﾚｯｼｭｺｰﾅｰ 

学生自習室 

情報処理室 

10

5

1

345

283

71 農学部 学生ﾗｳﾝｼﾞ 1 65

 
      b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 学生が利用できる自主学習スペースは，これまでも図書館，総合情報

メディアセンター，英語教育センター（語学自習室）等に整備しているが，法人

化後，各学部でも自習室，学生談話室，リフレッシュコーナー等を独自に整備し，

自主学習スペースの拡充を図っている。 

  以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 
②中項目４の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

   (判断理由) 中項目を構成する３つの小項目を，それぞれ「目標の達成状況が非常

に優れている」，「目標の達成状況が良好である」，「目標の達成状況がおおむね良

好である」と判断したため。   
 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．「教育・学生支援機構」に学生支援センターを設置し，修学支援や学生生活支

援の業務を担う２人の専任教員を配置した。学生支援センターの専任教員は，

各学部の学生生活担当教員等と連携を図りながら，学生のサポート活動を行っ

ている【計画１－１，１－２】。 

２．実践的な授業と活動を通して，学生リーダーや将来リーダーになり得る学生を

育成・支援し，特に「新時代の学生リーダー養成プログラム－愛媛大学リーダー

ズ・スクール(ELS)－」では，リーダーシップ関連授業，サークルリーダー研修

会， ELS ゼミナール，ELS 合宿研修などを行い，修了者には「愛媛大学 ELS 資格」

を認定している。この取組は，平成 19 年度文部科学省学生支援 GP に採択された

【計画１－１】。 

３．平成 16 年度文部科学省特色 GP に採択された「『お接待』の心に学ぶキャンパ

ス・ボランティア」は，学生による学生のためのボランティア活動を通して「教

えあい，学びあい，助けあう力」を高めることを目的としており，その活動拠

点として「ピア＠カフェ」を整備し，スチューデント・キャンパス・ボランテ

ィアのミーティング場所として，また学生のための相談窓口として活用してい

る【計画１－３】。 

４．学長が聴覚障害学生（８人）及び聴覚障害学生支援ボランティアとの懇談会

を開催し，実情を把握するとともに，障害のある学生を支援するため障害学生

支援ボランティアと連携して「学生による学生支援シンポジウム」を開催した。

その議論から，さらなる施設・設備のバリアフリー化への配慮を行うため「キ

ャンパス・バリアフリー推進室」を設置した。また，障害学生支援ボランティ

アには約 100 人の学生が登録し，ノート・テイカーとして支援している【計画

２－２】。 
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５．「国立大学法人愛媛大学におけるセクシュアル・ハラスメント等の人権侵害

の防止に関する指針」を改正し，人権問題対策委員会の中に調停委員会を設け，

当事者間の問題解決の支援と迅速かつ円満な対応ができるように体制を整備

した。また，「国立大学法人愛媛大学人権侵害被害者ケア・システム要項」を制

定し，人権侵害の被害者となった学生の精神的ケアを充実させた【計画２－３，

２－４】。  
    ６．「国際交流センター」を設置し，留学生の受入に必要な知識・情報をマニュア

ル化した「留学生受入キット」や，留学生受入に関する諸問題に対処するため

の「留学生受入マニュアル」を作成している【計画２－９，２－10】。 

   (改善を要する点) 

     該当なし  
   (特色ある点) 

    １．学生支援センターが中心となって，学生生活担当教員の手引「もっと!!学生

を元気にするために」を作成し，学生生活担当教員が適切な学習相談，助言が

行えるように，学修支援，学生生活支援，生活上の危機管理に関する学生対応

を具体的に示した【計画１－２，２－４】。 

    ２．スタディ・ヘルプ・デスクを設置して，大学院学生が２人程度常駐し，アド

バイザーとして学部学生の学習相談を行っている【計画１－３】。 

３．カルト問題に対応するために「カルト問題対策会議」を組織し，関係教職員

が一体となって防止・救出・情報収集活動を精力的に行い，カルト集団による

被害を最小限に食い止めている【計画２－１，２－３】。  
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２ 研究に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況

分析 

    

①小項目の分析 
○小項目１「1) 総合大学にふさわしい学術的基盤を確保する。」の分析 
a)関連する中期計画の分析 

    

＜目指すべき研究の水準に関する基本方針＞ 

計画１－１「(89) 基礎研究を充実する。」に係る状況 

 

本学は中期目標，愛媛大学憲章において，研究の基本目標の中で「基礎科学の推

進と応用科学の展開を図り，知の創造と知の統合に向けた学術研究を実践する」こ

とを明確にしている。国際的成果を上げている先端研究センターを発展させるとと

もに，これらの研究を支える基盤的研究をも育成する「デュアルサポート体制」を

推進している（資料【35】）。 

本学の特色ある優れた学術研究を支援し，当該分野における我が国での研究拠点

の形成及び萌芽的研究の育成を図るとともに，全学共通的な研究基盤の整備等を行

い，創造性豊かな学術研究の一層の推進を図ることを目的として，平成 16 年度に

学長裁量経費を用いた「研究開発支援制度」を創設し，毎年１億１千万円の研究費

を重点配分している。この支援制度は，①COE 育成支援研究，②特別推進研究，③

萌芽的研究，④研究推進ラボ，⑤研究基盤整備の５つの研究種目に分けて学内公募

を行い，研究開発支援諮問委員会による審査（第１次書類審査，第２次公開ヒアリ

ング）を経て，重点的にプロジェクト研究や個人研究を支援する制度である（別添

資料 41）。継続分の研究課題についても毎年ヒアリングを行い，厳正な研究評価に

基づいて継続の可否・支援額の決定を行っている。採択した全研究課題には，毎年，

研究成果報告書の提出を義務付けるとともに，公開シンポジウムを開催し，優れた

研究成果を学内外に公表している。毎年 100 件程度の応募があり，新規・継続をあ

わせて約 40 件の研究課題を採択している。平成 16～19 年度の４年間では研究課題

95 件を採択し，総額４億４千万円を支援して本学基礎研究の充実を図った（別添資

料 42）。この支援制度への 

積極的な申請を促すことで   資料【35】愛媛大学研究支援体制 

研 究 の 進 展 を 図 る と と も

に，科学研究費補助金等へ

応 募 で き る 研 究 課 題 の 創

出を目指している。科学研

究 費 補 助 金 へ の 応 募 数 は

平成 16 年度 683 件，平成

17 年度 741 件，平成 18 年

度 740 件，平成 19 年度 762

件と増加しており，採択研

究課題の中から，平成 18

年 度 に は 再 生 医 療 研 究 セ

ンターを，平成 19 年度に

は 東 ア ジ ア 古 代 鉄 文 化 研

究 セ ン タ ー を 設 置 す る な

ど，成果が上がっている。 

また，総合科学研究支援
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センターの充実を図り，人的，技術的支援を行って基盤研究を支えるとともに，基

礎研究へ影響がでないよう，学部等配分時に基盤研究経費を確保している。 

 
別添資料 41 愛媛大学研究開発支援実施要項 

別添資料 42 研究開発支援経費採択課題一覧 

 

   b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 本学では，「デュアルサポート体制」を整備して，国際的成果を上げて

いる先端研究センターを発展させるとともに，これらの研究を支える基盤的研究

をも育成することとしている。 

そのため，厳しい財政状況の中，基礎研究を支える研究基盤経費を可能な限り削

減することなく学部等へ配分している。また，学内競争的研究経費の中に基礎研究

で申請することができる項目を設定し，将来有望である研究を発掘して，スタート

アップ資金を援助するとともに，研究拠点の形成を目指して重点的に研究費を配分

している。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

○小項目２「2) 先見性，独創性のある研究を発掘し，創造力豊かな研究拠点となる

ことを目指す。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

 

計画２－１「(90) 先見性・独創性のある萌芽的研究を発掘して全学的に支援する。」

に係る状況 

 

平成 16 年度に創設した研究開発支援制度の研究種目「萌芽的研究」では，独創的

な発想又は意外性のある着想に基づく具体性のある研究で，長期的展望での発展が

期待できるプロジェクト研究及び個人研究に対して経費支援を行ってきた。平成 16

年度からの４年間で応募のあった 195 件の研究課題の中から 57 件を採択し，学長

裁量経費により総額１億４千万円を配分した。「萌芽的研究」は，研究代表者及び

分担者をすべて 45 歳以下に限定し，平成 19 年度にはポスドク，大学院学生に応募

資格枠を広げて申請時点で初期段階にある研究を発掘し，本制度による支援を行っ

て進展・発展させることにより，外部資金獲得や研究のさらなる進化につなげてい

る（別添資料 41，42）。 

 

計画２－２「(91) 先端的研究を全学の戦略的プロジェクトとして推進する。」に係

る状況 

 

本学は，法人化以前から先端研究センターとして，沿岸環境科学研究センター（平

成11年度設置），地球深部ダイナミクス研究センター（平成13年度設置），無細胞生

命科学工学研究センター（平成15年度設置）を設置し，先端的研究をセンター化す

ることで全学的に支援している。平成18年度には，愛媛大学における特色ある分野

で世界レベルの先端研究を推進し，支援することを目的として「先端研究推進支援

機構」を設置した（資料【36】）。 

例えば，無細胞生命科学工学研究センターでは，世界に先駆けて開発した無細胞

タンパク質合成技術を基盤とし，生命科学の進展と医学への応用等を展開するため

に全学横断組織「愛媛プロテオ科学アカデミー」を設置するとともに，総合科学研

究支援センター等の学内センターとも連携して研究を推進している。その成果とし

て，法人化以降17件の個別研究プロジェクトを遂行し，毎年，公開セミナーを開催  
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して研究成果の公表を行っている。      資料【36】先端研究推進支援機構 

また，研究開発支援制度に「COE 育成支援

研究」や「特別推進研究」の種目を設け，優

れたプロジェクト研究に経費支援を行い，研

究を推進している。平成 19 年７月には，こ

の「特別推進研究」で支援を行ってきた「鉄

文化に関する研究」をさらに発展させ，考古

学を軸に史学・民俗学・金属学を融合した新

たな学問領域の創成を目指して「東アジア古

代鉄文化研究センター」を設置した。同年 11

月には，宇宙構造解明の分野において世界を

リードする研究を行っている理学・工学の研

究グループを中核に，体系的なプロジェクト

研究を拠点化・深化させることを目的に「宇

宙進化研究センター」を設置した。 

 

計画２－３「(92) 社会的要請のある今日的課題に対して，機動的なプロジェクトチー

ムを編成して取り組む。」に係る状況 

 

本学は「地域にあって輝く大学」を目指し，  資料【37】社会連携推進機構 

中期目標において「地域にある学術拠点として，

地域から学びつつ，その成果を地域に還元する

こと」を明確にしている。平成 16 年度には，愛

媛大学における多岐にわたる教育研究の成果等

を積極的に活用して社会連携活動を推進し，地

域の発展に貢献することを目的として「社会連

携推進機構」を設置した（資料【37】）。あわせ

て，文系学部を中心に「地域は学舎（まなびや）」

との認識の下，文化や地域施策に関する研究を

ベースに地域課題を探り，その課題解決を目指

す広範な地域研究・実践の拠点として「地域創

成研究センター」を設置した。 

愛媛県にある総合大学として，防災・減災の

ための新たな学術分野を創出し，地域の人材育

成を含めた地域防災の拠点となり社会に貢献することを目的として，平成 18 年４

月に「防災情報研究センター」を設置した。同センターではプロジェクトチームを

編成して，地域から要請のあった要援護者避難支援計画や救急活動に関する研究な

どの学際的研究を行うとともに，防災・減災 

に係る教育・講演会・講習会等に積極的に取  資料【38】南予水産研究センター 

り組んでいる。また，愛媛県南予地域の活性

化に向けてプロジェクトチームを編成して調

査を行い，平成 18 年度には農業・林業・漁業

に関する研究や人材育成に大学全体で取り組

むため「南予活性化対策協議会」を設置した。

農学部には南予地域活性化推進本部を設置し，

さらに南予振興塾を設けて，南予地域活性化

に関する「南予地域活性化総合セミナー」を

開催した（資料【39】）。これらの取組を発展

させ，生命科学，環境科学及び社会科学によ
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る学際的な水産学研究の拠点を形成し，地域社会からの要望に応え，地域及び日本

の水産業に貢献することを目的として，平成 20 年 4 月，地元自治体の協力の下，公

共施設（旧庁舎）を借り入れ，愛媛県愛南町に専任教員が常駐する「南予水産研究

センター」を設置した（資料【38】）。 

 

資料【39】南予地域活性化推進本部の南予振興塾が主催した南予地域活性化総合セミナー（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ） 

日 時 開催場所 テーマ 参加者数

１月 26 日 

18:30～ 21:00 
八幡浜市役所 南予地域活性化と愛媛大学の役割 140 人 

１月 27 日 

13:00～ 18:00 
三崎公民館 佐田岬のツーリズム資源を見る（体験型） 35 人 

２月９日 

18:30～21:00 
内子自治ｾﾝﾀｰ 南予地域活性化と植物工場 60 人 

２月 16 日 

18:30～ 21:00 

愛南町城辺 
社会福祉会館 

科学技術はどのように水産養殖に貢献で
きるか 

70 人 

２月 22 日 

18:30～ 21:00 
大洲総合 
福祉センター 

地産地消を越えて－これからの農産物直
販所に期待されるもの－ 

100 人 

２月 23 日 

18:30～ 21:00 

西予市 
中央公民館 

これからのミカン産業にもとめられるもの 150 人 

３月１日 

13:30～16:00 
鬼北 
中央公民館 

南予地域活性化とバイオマス事業化 80 人 

３月９日 

18:30～21:00 

松野町 
町民センター 

南予における定住促進について考える 30 人 

３月 16 日 

13:30～ 16:00 宇和島市役所 宇和島のツーリズム型観光の可能性 150 人 

 

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 法人化と同時に，本学独自の「研究開発支援制度」を設けて特色ある

優れた学術研究を支援しており，萌芽的研究を発掘・育成している。特定の研究

分野をセンター化し，先端研究推進支援機構に設置して全学的に本学独自の特色

ある研究を推進している。研究開発支援制度で支援を行ってきた研究の中から，

「東アジア古代鉄文化研究センター」などを新たに設置して，全学的に研究を推

進している。 

  また，社会連携推進機構を中心として地域社会の今日的課題に対応するため，

学内で機動的なプロジェクトチームを編成して問題解決に取り組み，その成果を

発展させて全学的に推進するために「防災情報研究センター」や「南予水産研究

センター」への設置につなげている。 

  以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

○小項目３「3) 特色ある分野で国際レベルの先端研究を推進し，国際的研究拠点と

なることを目指す。」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

  

＜大学として重点的に取り組む領域＞ 

計画３－１「(93) 地域，環境，生命を主題とする研究の特色化に取り組む。」に係

る状況 

   

研究の基本目標として，愛媛大学憲章に「地域にある総合大学として，もてる知

的・人的資源を生かし，地域・環境・生命を主題とする学術研究を重点的に推進す

る」ことを定めている（資料【40】）。 

平成 16 年６月に「地域」に関する学際的な学術領域の創造を目指し，コミュニテ

ィーの活性策等の研究により地域貢献を行う「地域創成研究センター」を設置した。

同センターでは，まちづくりについて地域と共に考える学外拠点サテライト分室

「mit」を設置するとともに，地域の文化資源に対する情報を収集・公開している。 
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また，平成 18 年度には「地域」, 「環境」，「生命」いずれにも深く関係のある

防災に特化した「防災情報研究センター」を設置した。同センターの設置は，平成

16 年度に愛媛県下を直撃した台風災害において，「自然災害学術調査団」を結成し

て，災害現場で精力的に調査研究活動を行い，その研究成果を地域に広く公開し，

愛媛県下各地で地域レベルの防災教育を実施した実績に基づいている。それまでの

防災研究，防災教育プロジェクトを発展させて，本学の特徴である総合的な研究機

能を活用して，災害の仕組みや予防方法を調査研究するとともに，災害時には緊急

出動態勢を採って災害調査，情報提供，医療・ヘルスケアなどの分野で地域の要請

に応えることを目的としている。また，海外ではネパールにおける地すべり調査・

研究，世界遺産周辺の地盤調査等，これまでの防災を基盤とした教育研究に基づき，

ネパールの５大学と学術交流協定を締結し，その活動拠点としてカトマンズ市内に

「愛媛大学サテライトオフィス・カトマンズ」を設置するなど，防災研究を通した

途上国支援に取り組んでいる。 

「環境」では，平成 16 年度に沿岸環境科学研究センターが中心となり，環境学に

関する研究者組織として「環境学ネットワーク」を立ち上げ，「地球環境フォーラ

ム」を開催するなど，環境学研究の充実を図っている。同センターを中心とした「沿

岸環境科学研究拠点」は平成 14 年度文部科学省 21 世紀 COE プログラムに，また「化

学物質の環境科学教育研究拠点」は平成 19 年度文部科学省グローバル COE プログ

ラムに採択された（別添資 

料 43）。           資料【40】地域・環境・生命を主題とする学術研究 

「生命」では，無細胞生

命 科 学 工 学 研 究 セ ン タ ー

と「愛媛プロテオ科学アカ

デミー」が中心となり，生

命 科 学 の 進 展 と 医 学 へ の

応 用 等 を 図 る 学 術 研 究 を

推進している。タンパク質

研究では，基礎研究ととも

に マ ラ リ ア ワ ク チ ン 開 発

に 係 る 応 用 研 究 な ど で 数

多 く の 世 界 最 先 端 の 研 究

機 関 と 共 同 研 究 を 展 開 し

ている。また，医学系研究

科 で は 基 礎 研 究 と 臨 床 研

究の融合を図り，トランス

レ ー シ ョ ナ ル リ サ ー チ を

推進するため，平成 18 年

度 に 先 端 基 盤 技 術 開 発 部

門 と 再 生 医 療 応 用 部 門 か

らなる「再生医療研究センター」を設置した。 

 
別添資料 43 「化学物質の環境科学教育研究拠点」の概要 

 

計画３－２「(94) 国際的に研究を先導し，我が国の研究の中心的拠点となりえる研

究を重点的に推進する。」に係る状況 

 

研究の基本目標として，愛媛大学憲章に「先見性や独創性のある研究グループを

組織的に支援し，世界レベルの研究拠点形成を目指す」ことを定めている。センター

化した研究プロジェクトには，学長裁量定員の新規配置，研究環境の整備，研究経
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費の重点配分など，拠点形成に向けて全学的に支援している。 

平成 11 年度に本学で初めてセンター化した「沿岸環境科学研究センター」は，文

部科学省 21 世紀 COE プログラム「沿岸環境科学研究拠点」（平成 14～18 年度）の

中核として国際的な研究を展開するとともに，平成 17 年度には，半世紀にわたっ

て世界各地から収集した野生生物固体や臓器試料，大気，海水，土壌など 10 万点

にもおよぶ環境試料を冷凍保存した「生物環境試料バンク」（es-BANK）を設置し，

稼働を開始した（資料【41】）。この研究活動は，「化学物質の環境科学教育研究拠

点」として平成 19 年度文部科学省グローバル COE プログラムの採択に結び付いた

（別添資料 43）。 

「地球深部ダイナミクス研究センター」は，放射光と超高圧実験を組み合わせた

新技法に基づく地球内部物性研究，地震波トモグラフィー技術の高度化，超硬ダイ

ヤモンド及び関連材料の合成に関する研究等を推進し，また，高温高圧下での物質

挙動に関する第一原理計算による理論展開により，地球科学分野において平成 16

年度 ISI 論文引用度１位になるなど，国際的な研究成果を上げてきた（資料【42】）。

また，ネイチャー誌，サイエンス誌等に多くの論文を掲載してきた教員の研究成果

が認められ，平成 19 年度のフンボルト賞を受賞している。なお，地球深部ダイナ

ミクス研究センターを中心とした「先進的実験と理論による地球深部物質学拠点」

は，平成 20 年度文部科学省グローバル COE プログラムに採択された。 

「無細胞生命科学工学研究センター」は，同センターで開発した小麦胚芽を用い

た無細胞タンパク質合成法に関する成果を世界に発信している。これにより SARS

ウィルス，インフルエンザウィルスなどのタンパク質を合成し，抗病原菌微生物薬

剤探索手法を開発している。マラリアワクチン候補探索においては，日本で初めて

ビル＆メリンダ・ゲイツ財団から研究助成を受けるなど，世界のタンパク質研究を

リードしており，総合科学技術会議の「革新的技術戦略」に選出された。 

平成 19 年度に設置した「東アジア古代鉄文化研究センター」では，我が国で唯一

古代中国の鉄製錬跡の発掘調査を行うなど，また「宇宙進化研究センター」では，

世界で初めて宇宙ダークマターの分布を明らかにするなど，大きな実績を上げてい

る（資料【43】）。また，研究開発支援制度の「COE 育成支援研究」において，平成

16 年度からの４年間に設定した９つの重点課題に対して約１億４千万円の経費支

援を行い，これらのセンターに続く先端研究の育成を図っている。 

 

 資料【41】生物環境試料バンクデータベースの試料内容（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ） 
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資料【42】超硬ダイヤモンド「ヒメダイヤ」（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ）  資料【43】宇宙ダークマター（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 地域，環境，生命を主題とする研究の特色化を図るため，当該研究分

野に特化したセンターを設置して，研究を推進している。特に沿岸環境科学研究

センター，地球深部ダイナミクス研究センター，無細胞生命科学工学研究センター

は国際的に研究を先導できる成果を上げており，我が国の研究の中心的拠点とな

り得る研究を重点的に推進している。本学は，これらの先端研究センターに対し

て全学的な支援を行うとともに，特色ある分野での国際レベルの研究拠点形成を

目指して，平成 19 年度に２つの新センターを設置し，重点的な支援を行っている。 

以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

 

○小項目４「1) 地域にある学術拠点として，地域社会と双方向の関係を結び，地域

から学びつつ，その成果を地域に還元する。」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

＜成果の社会への還元に関する具体的方策＞ 

計画４－１「(95) 懇談会，研究会，シンポジウム，ワークショップ，公開講座など

の開催を通して地域社会との交流を活発にし，研究成果の公開と共有化を図

る。」に係る状況 

  

本学は「地域にあって輝く大学」を目指し，「地域から学びつつ，その成果を地

域に還元する」という目標の下，地方公共団体，地域の団体と連携しながら，市民

を対象としたさまざまな公開講座，講演会，シンポジウム，フォーラム，研究会な

どを開催することにより，地域から学び，教育研究活動の成果を社会に還元してき

た。 

例えば，主に一般市民を対象とした取組として，地域に関する学術研究を推進す

る「地域創成研究センター」では，松山市街地に設置したサテライト分室「mit」

で実施する県民教養講座「まちなか大学」，松山市との共同事業「地域リーダー養

成セミナー」，「まち育てフォーラム」などを開催している。同センターと農学部

では研究推進プロジェクトチームを組織して，魚に関する生産や加工，流通，消費，

地域などの包括的な教育内容を「ぎょしょく教育」として愛媛県内の小学校５校の

協力を得て実施するなど，地域社会との連携を深めている。ぎょしょく教育推進の

ためのマニュアルとツールの開発は，平成 18 年度農林水産省の民間における食育

活動促進支援事業に採択され，優れた取組として「水産白書」において２年連続紹

介された。これらの実践を取りまとめ著書を発行するとともに，愛媛県愛南町の食
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育推進計画を策定し，水産版食育活動を展開している。 

地域の防災・減災に関する研究を推進する「防災情報研究センター」では，防災

講演会や新居浜市をモデル地区とした小中学生・地域住民・行政等と一体となって

展開する防災教育プロジェクトを開催している。医学部では，健康講座や市民健康

セミナーを開催している。平成 19 年 11 月には松山市と連携して，「すこやか健康

相談／あいナビステーション」を市内デパート内に設置し，医学部附属病院の看護

師と社会福祉士が無料で医療福祉相談を行っている（水～日の 10 時～17 時，相談

件数：645 件）。そのほか，本 

学が主題とする地域・環境・生  資料【44】主な市民参加型フォーラム等の開催回数（単位：回） 

命に関連して「地球環境フォー

ラム」，「親子で楽しむ化学実

験」，「小学生を対象とした食

育指導」，「農業現場における

職場体験学習」，「高校生を対

象とした IT 体験会」などを実

施している（資料【44】）。 

 

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 各学部・センターでは，さまざまな機会を捉えて，研究成果を基礎と

する講演会，研究会，シンポジウム等を開催して，地域社会のニーズに応え，ま

た，その成果を還元してきた。中でも「書を携えて町に出よう」をモットーに設

置した「地域創成研究センター」では，文系学部の教員を中心に地域との連携を

深め，住民主体のまちづくり，地域に根ざした食育の推進など，地域振興の具体

策を支援することによって，成果を地域に還元している。「すこやか健康相談／

あいナビステーション」は，住民の健康に対するニーズを捉えるアンテナショッ

プと情報発信拠点の役割としても機能している。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

○小項目５「 2) 大学の知的資産を社会に公開・還元し，文化の発展に貢献する。」

の分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画５－１「(95) 懇談会，研究会，シンポジウム，ワークショップ，公開講座など

の開催を通して地域社会との交流を活発にし，研究成果の公開と共有化を図

る。」に係る状況 

 

本学は「地域にあって輝く大学」を目指し，「地域から学びつつ，その成果を地

域に還元する」という目標の下，地方公共団体，地域の団体と連携しながら，市民

を対象としたさまざまな公開講座，講演会，シンポジウム，フォーラム，研究会な

どを開催することにより，地域から学び，教育研究活動の成果を社会に還元してき

た。 

例えば，一般市民に加えて専門家も対象とした取組として，愛媛県内３市に設置

したサテライトオフィスで実施した「MOT（技術経営）ショートスクール」や「南

予地域活性化総合セミナー」，知的財産本部が実施した「知的財産セミナー」，愛

媛県内公立学校教諭に対する「サイエンス・パートナーシップ・プログラムによる

研修」，卒後の医師に対する「低侵襲手術研修」などを実施している。 

また，平成 15 年度から愛媛県松山市をタンパク質研究の拠点にする構想の下，無

細胞生命科学工学研究センターが開発した無細胞タンパク質合成技術に関して，愛

媛大学，愛媛県，松山市，松山商工会議所の主催で「プロテインアイランド松山 国

年度 H16 H17 H18 H19

まちなか大学 6 8 15 10

地域リーダー養成セミナー 6 6 - -

まち育てフォーラム 3 4 - -

防災教育プロジェクト - - 18 47
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際シンポジウム」を開催している。この国際シンポジウムは平成 19 年度で５回目

を迎え，国内外からタンパク質研究の第一人者を講師として招いて，研究の現状，

無細胞タンパク質合成技術の導入から得た成果や今後の展望について情報発信す

るとともに，市民，高校生を対象としたプログラムも提供し，毎年約 200 人が参加

している（資料【45】)。 

 

資料【45】プロテインアイランド松山 国際シンポジウム 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 各学部・センターでは，さまざまな機会を捉えて，研究成果を基礎と

する講演会，研究会，シンポジウム等を開催して，地域社会のニーズに応え，ま

た，その成果を公開・還元してきた。中でも「MOT（技術経営）ショートスクー

ル」，「知的財産セミナー」，「サイエンス・パートナーシップ・プログラムに

よる研修」，「低侵襲手術研修」などの開催は，一般市民に加えて専門家も対象

とした取組であり，大学の知的財産を社会に還元しているものである。本学が主

題とする地域・環境・生命に関連して，特に「プロテインアイランド松山」の開

催は，愛媛の地で毎年行う国際的なシンポジウムとして定着しており，研究成果

の地域への還元の観点から，また地域活性化と文化の発展への貢献の観点から，

特筆すべき取組である。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

○小項目６「3) 産業経済界及び行政機関との連携協力関係を緊密にし，研究の活性

化を図るとともに，産業の発展に貢献する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

 

計画６－１「(96) 国際特許取得を含む知的所有権及び企業倫理等の文理融合型の教

育と実務を企画・実施する体制を作る。」に係る状況 

 

本学における広範な領域の学術研究の成果を法人の知的財産として，組織的に創

出支援，取得及び管理・活用することにより社会の発展に寄与するため，平成 16

年４月に，社会連携担当理事を本部長とする「知的財産本部」を設置した（資料【46】）。

また平成 17 年４月には民間から実務専門家を専任教員として採用するとともに，

平成 18 年度には四国 TLO と技術移転に関する協定を締結してその連携を図ること

とし，知的財産活用の体制を構築した。法人化後の特許取得数は登録特許 10 件，

公開特許 107 件である。 

知的所有権及び企業倫理等の分離融合型の教育を実施するため，知的財産本部専

任教員を中心とし，客員教授等の協力を得て，共通教育科目「企業と倫理」を，工
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学部の専門科目「技術者倫理と企業 資料【46】国立大学法人愛媛大学知的財産本部規程 

倫理」を，また，法文学部と工学部

の専門科目「特許を中心とした知的

財産権制度の概説」を開講している。 

また，経済産業省の平成 17 年度技

術経営人材育成プログラム導入促

進事業において，地域共同研究セン

ター（現産業科学技術支援センター）

の愛媛 MOT プログラム開発事業「技

術経営（MOT）クラスター講座開発」が採択され，地域産業のニーズに沿った技術

マネジメントの内容を構築するとともに，毎年，地元企業担当者を対象とした知的

財産セミナーを開催している。平成 18 年度には，提携校のブルゴーニュ大学（フ

ランス）より講師を招聘し，欧州における知的財産権の法的展開について公開セミ

ナーを行った。 

法人化以降，連携協力関係を緊密にするため，産業経済界及び行政機関との連携

協定を締結し，特に地元産業の発展に資する積極的な協働活動を実施している（資

料【47】）。 

例えば，農学部では，平成 11   資料【47】法人化後の協定締結先 

年度に地元環境企業より寄附

講座「環境産業科学」を，平成

14 年度には寄附建物を受け入

れ，企業としての視点と現実に

起こっている環境汚染問題解

決の視点をあわせて，新しい環

境保全型産業のシステム構築

を前提とした研究教育を推進

している。 

愛媛県の重点施策（南予地域活性化）に対応して，農学部に農学部長を本部長と

する南予地域活性化推進本部を設置して，南予地域活性化に関連した研究テーマへ

の学部長裁量経費による研究費支援，平成 19 年度の経済産業省地域新生コンソー

シアム研究開発事業の支援によるハマチ血合いの肉褐変防止に関する研究の推進

など，積極的に取り組んだ。 

また，これまでの動物の生殖・生理機構の分子・細胞レベルの解析とそれに基づ

く新しい水産養殖技術の開発を基礎として，生命科学，環境科学及び社会科学によ

る学際的な水産学研究の拠点形成を目指して，平成 20 年 4 月に愛媛県愛南町に専

任教員が常駐する「南予水産研究センター」を設置した（資料【38】(P55))。地域

社会からの要望に応え，研究成果の社会への還元，地域水産業の活性化への取組を

開始した。 

 

b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 平成 16 年度に設置した「知的財産本部」や実務専門家専任教員の採用，

四国 TLO との連携によって，知的財産活用体制を構築し，法人化後の特許取得数

は着実に増加している。また，客員教授等の協力を得て，特許や企業倫理等に関

する授業科目を開講し，理系の学生だけではなく文系の学生の履修も可能として

いる。企業や県市等との連携協定を締結することによって，連携協力関係を緊密

にし，地域産業の発展に寄与する研究に取り組んでいる。 

  以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

 

（目的） 

第２条 本部は，学内共同施設として，国立大学法

人愛媛大学（以下「法人」という。）における広

範な領域の学術研究の成果を法人の知的財産と

して，組織的に創出支援，取得及び管理・活用す

ることにより，社会の発展に寄与することを目的

とする。  

 協 定 締 結 先 

企業 

パナソニック四国エレクトロニクス（株），

井関農機（株），（株）四国総合研究所， 

東レ（株）愛媛工場 

金融機関 伊予銀行，愛媛銀行，愛媛信用金庫 

行政 

機関等 

愛媛県，松山市，四国中央市，今治市， 

宇和島市，東温市，愛南町，(独)産業技術

総合研究所 
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②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 中項目を構成する６つの小項目のうち，１つの小項目を「目標の達成

状況が非常に優れている」と，４つの小項目を「目標の達成状況が良好である」

と，また１つの小項目を「目標の達成状況がおおむね良好である」と判断したた

め。   

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．国際的成果を上げている先端研究センターを発展させるとともに，これらの

研究を支える基盤的研究をも育成する「デュアルサポート体制」を推進してい

る【計画１－１】。 

２．沿岸環境科学研究センター，地球深部ダイナミクス研究センター，無細胞生

命科学工学研究センター等を設置して，地域，環境，生命を主題とする研究の

特色化に取り組み，３先端研究センターを中心として国際的に研究を先導する

成果を上げている。沿岸環境科学研究センターを中心とした「化学物質の環境

科学教育研究拠点」は，平成 19 年度文部科学省グローバル COE プログラムに採

択された。なお，地球深部ダイナミクス研究センターを中心とした「先進的実

験と理論による地球深部物質学拠点」は，平成 20 年度文部科学省グローバル

COE プログラムに採択された【計画３－２】。 

３．「プロテインアイランド松山」は，愛媛の地で毎年開催する国際的なシンポ

ジウムであり，研究成果の地域への還元の観点から，特筆すべき取組である【５－１】。 

   (改善を要する点) 

     該当なし 

   (特色ある点) 

    １．学長裁量経費により創設した本学独自の研究開発支援制度を活用して，公平

性・透明性を確保した学内審査により，複合領域の研究や萌芽的研究を発掘し

て重点的に財政支援している【計画１－１，２－１】。 

 ２．世界的レベルにある先端研究センターを発展させるとともに，重点課題に沿

った先端的な研究，特色ある研究を推進するために，成果の上がった分野の研

究を新たにセンター化し，拠点形成に向けて全学的に支援している【計画２－２】。 

３．「地域にあって輝く大学」を目指し，平成 20 年度４月には愛媛県愛南町に公

共施設（旧庁舎）を借り入れ，本学教員が常駐する「南予水産研究センター」

を設置し，地域密着型の「新たな水産学」を目指す研究活動を通して，地域住

民との協働による南予活性化への取組を開始した【計画２－３，６－１】。 
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(２)中項目２「（２）研究実施体制等の整備に関する目標」の達成状況分析 

①小項目の分析 
○小項目１「 1) 教員人事の流動化を図り，戦略的で機動的な人事を可能にする。」

の分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

＜適切な研究者等の配置に関する具体的方策＞ 

計画１－１「(97) 学長裁量の教員定員を確保し，研究者の戦略的・機動的配置を可

能にする。」に係る状況 

 

平成 16 年度に，学術研究の進展や社会的要請の変化に適切に対応し，より効果的

な教育研究が実施できるようにするため，新たな予算措置を伴わない範囲で行う教

員組織の改編等及び教員定員の移動について定めた「愛媛大学教員組織改編等に関

する規程」を制定した。これにあわせて，学長裁量定員の確保と配分，各部局の空

き定員の補充計画など，全学の教員定員管理に関するこ 

とは人事委員会，役員会で審議した上で決定することと  資料【48】学長裁量定員 

した。 

定年教員の後任は，教育研究に支障のない範囲で原則，

１年間不補充とし，この不補充分と毎年ある程度生じる

欠員から学長裁量定員を確保して，戦略的・機動的に配

置する方策を定めた。確保した学長裁量定員は，大学の

重点課題に沿って必要な組織へ戦略的に配置している

（資料【48】）。特定の分野で成果を上げている研究セン

ターに配置した教員には，任期を定めて機動的に配置している。 

 

計画１－２「(99) 国内外の他研究機関との間で人事の連携，客員研究員の交流を促

進する。」に係る状況 

  

本学で研究に従事する者を外国の大学，研究所等に派遣し，国際的視野に富む有

能な研究者を養成することを目的として，平成 16 年度に「外国派遣研究員制度」

を創設した。これにより，４年間に 45 人（長期 20 人，短期 25 人）の教員を海外

派遣するとともに，本制度を準用して，事務職員４人を海外に派遣した。 

また，本学で教育研究に従事する者を国内の他大学，研究所等に派遣し，研究能

力の向上を図ることを目的として，平成 18 年度に「国内派遣研究員制度」を創設

した。 

さらに，外国人客員研究員の受入を拡大するとともに，平成 19 年度には「客員研

究員規程」を制定し，国内外の研究者，協力者を積極的に受け入れている。 

 

b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 教員人事の流動化を図り，戦略的な人事を可能にするため，定年教員

の後任は，教育研究に支障のない範囲で原則１年間不補充とし，この不補充分と

毎年ある程度生じる欠員から学長裁量定員を確保している。大学の重点課題に沿

って，確保した学長裁量定員を必要な組織へ戦略的・機動的に配置している。ま

た，「外国派遣研究員制度」，「国内派遣研究員制度」の創設や「客員研究員規程」

の制定により，積極的な人事交流を推進している。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

年 度 配置人数

平成 16 年度 11 人

平成 17 年度 9 人

平成 18 年度 3 人

平成 19 年度 9 人

合 計 32 人
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○小項目２「2) 研究，教育及び管理運営における教員の弾力的な役割分担を可能に

し，各分野の高度な展開を図る。」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画２－１「(98) 教員の役割分担を進め，先端的な研究，特色ある研究等を推進す

る教員を研究重点型と位置付け，研究に専念できる環境を整備する。」に係る

状況 

 

「教員の役割分担の制度化と処遇を総合的に検討する WG」を立ち上げ，教員の役

割分担について検討し，平成 18 年４月に教育重点型教員として「教育コーディネー

ター」を全学に配置した（資料【４】(P4))。あわせて，その活動を財政的に支援す

るために，学長裁量経費を用いて「愛媛大学教育改革促進事業」（愛大 GP）を創設

した（別添資料 19）。また，学術研究委員会の下に「研究コーディネーター」（平成

20 年３月末現在 37 人）を組織し，科学研究費補助金のブラッシュアップ，外部研

究資金獲得の指導を推進した（資料【49】）。 

また，世界レベルにある先端研究センターを発展させるとともに，重点課題に沿

った先端的な研究，特色ある研究を推進するために，成果の上がった分野の研究を

新たにセンター化し，拠点形成に向けて全学的に支援している。先端研究センター

所属の教員は，研究重点型教員と位置付け，学長裁量定員の新規配置，研究スペー

スの確保などの研究環境整備，研究経費の重点配分，共通教育の分担軽減措置等の

配慮を行っている。 

３先端研究センターを中心に，グローバル COE プログラムの採択，国際的な学会

賞の受賞，大型外部資金の獲得などの成果が上がっている。 

 

資料【49】研究コーディネーターの目的と業務（出典：研究コーディネーター規程） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 教育コーディネーター及び研究コーディネーター制度の創設や，先端

研究センターの教員を研究重点型教員として位置付けることによって，教員の役

割分担を進めている。学長裁量定員を用いて戦略的・機動的に教員配置を行うと

ともに，研究環境整備，研究経費の重点配分等の配慮を行っている。  

  以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

○小項目３「 3) 若手研究者育成のための体制を強化し，研究の活性化を図る。」の

分析 

a)関連する中期計画の分析 

（目的） 

第２条 研究コーディネーターは，教員の研究活動を支援し，研究をより発展させるための助

言，指導等を行い，もって，本学の学術研究の高度化及び研究成果を活用した外部資金獲得

拡大に資するものとする。 

（業務） 

第３条 研究コーディネーターは，次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 研究をより発展させるための指導に関すること。 

(2) 研究プロジェクトの推進に関すること。 

(3) 学内外研究者間の共同研究の可能性を探る方策に係る助言に関すること。 

(4) 外部資金への応募を進めるための方策に関すること。 

(5) 外部資金獲得を目指した研究内容の外部への情報提供に関すること。 

(6) その他研究機能の向上に関すること。  
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計画３－１「(100) ポスドク，学術振興会特別研究員等の制度を活用し，若手研究者

の育成を図る。」に係る状況 

 

本学のポスドク研究員や博士課程の学生に，学術振興会特別研究員等への応募を

奨励するとともに，他機関に所属するポスドク等の本学への受入を積極的に行うた

め，国際ワークショップやセミナー，研究交流会を開催するなどの方策を講じて，

アクティビティの高い研究者の確保を図っている。 

本学が独自に創設した「外国派遣研究員制度」の長期派遣では，申請に 45 歳まで

の年齢制限を設けている。学長裁量経費による「研究開発支援制度」の萌芽的研究

においても，申請に 45 歳までの年齢制限を設けるとともに，平成 19 年度からポス

ドクと博士課程学生が申請できるように制度を改定し，若手研究者の育成支援を図

っている（別添資料 41）。平成 20 年度からテニュア・トラック制度を新たに導入し

て，「上級研究員センター」を創設し，若手研究者を育成するシステムを構築する

ことにしている。 

また，工学部では，学部長裁量経費で若手教員の研究を支援し，農学部では，若

手教員の研究スタートアップ資金（50 万円）を制度化した。医学系研究科では若手

研究者の研究支援として，研究科長裁量経費により２人に研究奨励賞（賞状・研究

助成金 100 万円）を授与している。 

 

b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) ポスドク，学術振興会特別研究員等の制度を活用して，他機関の採用

への応募奨励や本学への受入を積極的に行っている。また，外国派遣研究員制度

や研究開発支援制度の申請に年齢制限を設けて，若手研究者が採択されやすいよ

う，配慮している。各学部等においても若手研究者の支援を目的とした制度の創

設が始まっている。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

○小項目４「1) 先導性の高い研究組織を中核にして新たな学内ＣＯＥさらには研究

センターの設置構想を推進する。」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画４－１「(102) 学長裁量の研究資金を確保し，重点研究，プロジェクト研究，萌

芽的研究の支援，若手研究者に対する支援，その他戦略的研究事業に機動的に

資金を投入できる仕組みを確立する。」に係る状況 

 

平成 16 年度に学長裁量経費を用いた「研究開発支援制度」を創設し，特色ある優

れた研究課題に対して，毎年約１億１千万円の経費支援を行っている（別添資料 42）。

本制度は５つの研究種目を設け，平成 19 年度までの４年間で，①国内外での研究

拠点としての活躍が期待できる研究に対する種目「COE 育成支援研究」に約 1.4 億

円（採択件数９件），②横断的又は異分野間のプロジェクト研究に対する種目「特

別推進研究」に約５千万円（採択件数 16 件），③45 歳までの若手研究者を対象とし

た研究に対する種目「萌芽的研究」に約１億４千万円（採択件数 57 件），④異分野

間の共同研究推進を目的に総合科学研究支援センターを利用する研究に対する種

目「研究推進ラボ」に約２千万円（採択件数６件），⑤全学的に共同利用価値の高

い研究基盤整備を必要とする研究プロジェクトに対する種目「研究基盤整備」に約

１億円（採択件数７件）の支援を行った（別添資料 42）。 

本制度による研究課題の採択と支援額は，特色ある優れた研究課題に機動的に研

究費を重点配分するため，毎年学内公募を行い，研究開発支援諮問委員会による２
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段階審査（書面審査及び公開ヒアリング審査）を経て決定している。さらに，公開

シンポジウムと成果報告書による評価等の一連のプロセスで，審査の公平性と透明

性を担保している。平成 19 年度からは若手研究者の支援を充実させるため，公募

対象をポスドク，博士課程学生まで拡大した。この支援制度により，平成 18 年度

には「再生医療研究センター」を，平成 19 年度には「東アジア古代鉄文化研究セ

ンター」を設置するなどの成果を上げた。 

 

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 厳しい財政状況の中，学長裁量経費を確保し，本学独自の研究開発支

援制度により，５研究種目に４年間で約４億４千万円の研究経費を重点配分して

きた。この制度は，２段階の厳正な審査，公開ヒアリング，公開シンポジウムに

より，審査の公平性と透明性を担保している。採択研究課題の中から，「再生医療

研究センター」，「東アジア古代鉄文化研究センター」を設置するなどの成果を上

げた。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

○小項目５「2) 設備，施設，研究スペースの整備を進めるとともに，共用化，共同

利用化を推進し，研究活動の活性化を図る。」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画５－１「(104) 研究活動の効率化を図るため，設備，施設，研究スペースの再

配分と共同利用化を総合的に検討する。」に係る状況 

 

現状を把握するため，平成 16 年度に既存施設における部局ごとの使用面積・利用

人員・利用目的など，施設の利用実態調査を実施した。平成 17 年度には監事の助

言の下，利用実態調査の結果を取りまとめ，既存施設有効利用計画書を作成した。

新たに設置した防災情報研究センター，生物環境試料バンク（es-BANK)，国際交流

センターなどの居室を確保するとともに，既存施設の改修にあわせ，スペースの共

用化，共同利用化を推進した。また，総合科学研究支援センターに「研究推進ラボ」

スペースを確保し，共同利用空間として異分野間研究を推進した。 

また，全学的に施設マネジメントを推進するため，学長を委員長とする「施設マ

ネジメント委員会」を設置し，現地調査を実施するなど，既存施設の点検・評価を

行った（別添資料 44）。同委員会では，既存施設の有効活用の推進を図るため，共

通教育棟の改修整備基本方針を策定し，基本方針に従って教育研究スペースの再配

分・共同利用の推進を図っている。 

医学部では講座の利用スペースを見直し，新設した統合医科学講座，総合医学教

育センター，オープンラボ等にスペースを再配分した。総合科学研究支援センター

及び再生医療研究センターでは，保有する機器・施設の情報及び技術情報を整備す

るとともに，技術講習会，最新機器のデモンストレーションを開催した。 

 
別添資料 44 国立大学法人愛媛大学施設マネジメント委員会規程， 

共通教育管理棟改修整備計画 

 

計画５－２「(105) 教育研究に必要な設備の維持・更新を計画的に行う。」に係る状況 

  

教育研究に必要な設備の維持・更新は，主に特別教育研究経費，競争的資金，学

内の教育研究重点経費を活用して行っている。加えて，平成 16 年度に「研究開発

支援制度」を創設し，全学的に共同利用価値の高い研究基盤整備を必要とする研究
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プロジェクトに経費支援を行う「研究基盤整備」の種目を設けて，これまでの４年

間で約１億円の支援を行った（別添資料 42）。 

平成 19 年度には，学術研究委員会の下に設置した研究基盤専門委員会において，

本学の教育研究に必要な設備の計画的整備に関する自助努力システム，特別教育研

究経費への申請，効率的な利用のための学内共同利用の促進等に関する基本方針に

ついて検討を重ねた。その検討結果を踏まえて，「設備整備に関するマスタープラ

ン」及び「大型設備学内共同利用促進要項」を制定し，総合科学研究支援センター

を中心に実験設備の共同利用を推進するとともに，設備の維持・更新を一層計画的

に行うこととした（別添資料 45，46）。 

 
別添資料 45 設備整備に関するマスタープラン（抜粋） 

別添資料 46 国立大学法人愛媛大学大型設備学内共同利用促進要項 

 

b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 本学では，施設マネジメントをトップマネジメントの一環として位置

付け，学長を委員長とする「施設マネジメント委員会」を設置して実態調査に基

づく既存施設の点検・評価を行い，施設の有効利用の促進を図っている。全学的

なスペース配分の見直しの中で，新設センターなどの居室を確保するとともに，

各学部においてもスペースの共有化を推進している。平成 19 年度には，設備整備

に関するマスタープラン及び大型設備学内共同利用促進要項を制定し，教育研究

に必要な設備の維持・更新を計画的に行うこととした。 

  以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

○小項目６「3) 研究支援体制の整備強化を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

 

計画６－１「(101) 研究資金を，各教員の研究基盤を確保するための資金枠と競争的

に配分する資金枠に分け，後者については公正で透明性の高い評価に基づき資

金を配分し，かつ，その成果を評価するシステムを導入する。」に係る状況 

 

本学の特色ある優れた学術研究を支援し，当該分野における我が国での研究拠点

の形成及び萌芽的研究の育成を図るとともに，全学共通的な研究基盤の整備等を行

い，創造性豊かな学術研究の一層の推進を図ることを目的として，平成 16 年度に

学長裁量経費を用いた「研究開発支援制度」を創設し，毎年１億１千万円の研究費

を重点配分している（別添資料 41）。この支援制度は５つの研究種目について学内

公募を行い，研究開発支援諮問委員会による審査（第１次書類審査，第２次公開ヒ

アリング）を経て，重点的にプロジェクト研究や個人研究を支援する制度である。

継続分の研究課題についても毎年ヒアリングを行い，厳正な研究評価に基づいて継

続の可否・支援額の決定を行っている。採択した全研究課題には，毎年，研究成果

報告書の提出を義務付けるとともに，公開シンポジウムを開催し，優れた研究成果

を学内外に公表している。創設から４年が経過した「研究開発支援制度」は，採択

課題の中から「東アジア古代鉄文化研究センター」を設置するなど，成果を上げて

きた。平成 19 年度には，経費配分及び運用状況について監事監査を実施するとと

もに，平成 20 年度に支援制度の点検評価を実施することとした。 

平成 19 年度に組織した研究コーディネーターは，科学研究費補助金の獲得を目指

して，申請説明会の開催，申請書のブラッシュアップ等の全学的支援を行っている

（資料【49】（P65））。 
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計画６－２「(103) 研究資源の開拓，研究の需要調査，外部資金導入の促進等を図る

全学的組織を設置する。」に係る状況 

 

本学における広範な領域の学術研究の成果を法人の知的財産として，組織的に創

出支援，取得及び管理・活用することにより社会の発展に寄与するため，「知的財

産本部」を設置した。実務専門家を専任教員として採用し，研究資源の開拓や知的

財産の需要調査を開始した。また，知的財産本部，産業科学技術支援センター，地

域創成研究センター，防災情報研究センターを統括する組織として社会連携推進機

構を設置し，社会連携機能と外部資金獲得部署を一元化した。 

概算要求事項，競争的資金の獲得等を目指して，申請に向けて全学で取り組む組

織を設置している。「研究企画戦略チーム」では，主として概算要求事項の内容に

ついてヒアリングを実施し，全学の視点を踏まえて意見を出し合い，申請書のブラ

ッシュアップを行った。平成 18 年度には学術研究委員会の下に設置した研究推進

専門委員会を中心として，グローバル COE や科学研究費補助金などの申請書作成に

向けて事前確認を行い，担当者へフィードバックしている。平成 19 年度には全学

に「研究コーディネーター」を組織し，学部の学術研究委員会と一体となって研究

資源の開拓，外部資金獲得をサポートする体制を整備した（資料【49】(P65))。 

 

計画６－３「(106)「総合科学研究支援センター」において，研究支援の諸機能を一

元的管理するとともに，異分野間の共同研究を支援する。」に係る状況 

 

総合科学研究支援センター内  資料【50】総合科学研究支援センター（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ） 

に「研究推進ラボ」を設置し，

平成 16 年度に設けた「研究開

発支援制度」により，これまで

の４年間で６件の研究プロジ

ェクトに約２千万円の経費支

援を行い，同センターの設備と

人的支援の下に異分野間の共

同研究を推進している（資料

【50】）。また，策定した「設備

整備に関するマスタープラン」

の中で同センターを大型設備

の共同利用の中核組織として

位置付け，高度先端機器・設備

の導入を行っている。 

同センターでは，最新の技術

を学内外の研究者に提供するた

めの技術講習会を開催するとともに，平成 19 年度に研究推進ラボを拡充し，地域社

会との共同研究を推進するために，受託試験実施に向けた開放機器の選定，利用規

程の整備に向けた検討を行った。同センターの重信ステーションの研究推進ラボを

起点としてセンター主導型プロジェクトの支援を行ってきたが，平成 19 年度には城

北ステーションと樽味ステーションにもラボを整備し，さらなる異分野間の共同研

究推進の体制を整備した。 

 

計画６－４「(107) 学術文献（電子ジャーナルを含む），学術資料を充実するための

全学的体制を確立する。」に係る状況 

     

基本的な学術情報資源として電子ジャーナルの整備は不可欠であるとの全学的合
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意の下，図書館委員会において，今後の電子ジャーナルの整備計画について検討を

行い，平成 16 年度に第１期整備計画（期間：平成 17～19 年度）を立案し，Elsevier，

Wiley，Springer，Blackwell の４大出版社の電子ジャーナルパッケージを導入する

ことで教育研究環境の充実を図った。 

続いて平成 18 年度には学内アンケートを実施し，その結果と現状分析データに基

づき，第１期に導入した電子ジャーナルパッケージの構成を見直すとともに，電子

ジ ャ ー ナ ル に つ い て の 各 部 局 の 要 望 や 二 次 情 報 デ ー タ ベ ー ス （ SCOPUS 及 び

SciFinder Scholar）等を含めた内容の第二期整備計画（期間：平成 20～22 年度）

を立案した。これを役員会で審議，承認し，平成 19 年度にその実施経費の負担方

法について取りまとめ，平成 22 年度までの学術文献，学術資料の安定供給のため

の全学的体制を確立した。 

また，平成 17 年度に中国・四国地区の８国立大学が協力して学術文献情報データ

ベース「SCOPUS」を試行的に導入し，平成 19 年度から本格導入するとともに，化

学系二次情報データベース「SciFinder Scholar」を導入した。現在，海外５大出

版社と JSTOR について，約 8,600 タイトルの電子ジャーナルを導入している。 

  

計画６－５「(108) 体系的な図書・資料の収集及び先進的情報検索システムの導入に

よって，研究図書館機能を充実する。」に係る状況 

      

図書館では，平成 16 年に図書資産データベースを活用した簡易型目録検索システ

ムを導入するとともに，図書館ウェブサイトにおいて検索システムを公開した。平

成 18 年２月に電子計算機システムの更新を行い，利用者端末の増設（37 台→95 台），

OPAC（オンライン蔵書検索システム）機能の充実，愛媛県内図書館横断検索機能の

設置，図書館ウェブサイトの携帯端末へのサービス開始など，情報検索システムの

機能強化を図っている。 

また，学術情報収集には欠かせない二次情報データベース（SCOPUS 及び SciFinder 

Scholar）を導入して電子ジャーナルポータルサイトを開設するなど，オープンア

クセスを含め約 8,600 タイトルの電子ジャーナルへのアクセスを可能とすることで

研究図書館機能を充実させた。 

加えて，学生に開かれた図書館としての機能改革を図るため，改築し「学生サー

ビスステーション」を設置して，図書館機能の合理的再編を行った。 

 

計画６－６「(109)知的財産の創出，取得，管理及び活用を戦略的に行う体制を検討

し，整備する。」に係る状況 

 

本学における広範な領域の学術研   資料【51】知的財産本部組織図  
究の成果を法人の知的財産として，

組織的に創出支援，取得及び管理・

活用することにより社会の発展に

寄与するため，平成 16 年４月に「知

的財産本部」を発足し，知的財産本

部審議会及び知的財産委員会を設

置した。同年 11 月には事務部門を

改編し，従来の研究協力課から研究

協力部に格上げして知的財産チー

ムを設置するなど，知的財産関係業

務の支援組織を強化した。 

平成 17 年度に実務専門家を知的

財産本部専任教授として採用し，知
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的財産ポリシーの策定，知的財産戦略の企画・立案，管理・活用等の業務を強化し

た。また，技術移転強化に向けて，四国 TLO と技術移転に関する協定を締結し，あ

わせて四国 TLO から客員教授を迎え，知的財産活用の体制を整備・強化した（資料

【51】）。 

 

b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 平成 16 年度に「研究開発支援制度」を創設し，公正で透明性の高い評

価を経て，毎年１億１千万円の研究費を重点配分している。その成果は公開シン

ポジウムを開催して，学内外に公表している。既存の総合科学研究支援センター

に加え，社会連携推進機構，知的財産本部，研究協力部などを設置し，外部資金

獲得部署を一元化するとともに，研究を側面から支援する体制整備を図っている。

外部資金獲得に向けた申請書作成に申請者以外の意見を反映させ，組織的なブラ

ッシュアップに取り組んでいる。また，学術文献，学術資料に関して，電子ジャー

ナルの導入について学内で議論の上整備計画を作成し，利用可能タイトルを増や

し，検索システムの機能強化を図ることで，研究図書機能を充実させている。  
  以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

○小項目７「教員個人及び研究組織を評価するシステムを構築し，それに基づき公

正な評価を定期的に実施する。」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画７－１「(110) 各部局の特性を考慮した上で，研究組織及び教員各人の研究活

動を公正に評価する基準と体制を策定し，「教員の総合的業績評価」を実施す

る。」に係る状況 

 

自己点検評価室が中心となって，平成 16 年度に試行を行った後，平成 17 年度か

らすべての専任教員を対象とした「教員の総合的業績評価」を本格的に実施し，そ

の活動に関する根拠資料として「教員活動実績データベース」を活用している。 

「教員の総合的業績評価」は，毎年度当初に教員個々人が行う「教員自己評価」

と，過去３年間の教員自己評価を基に教員の所属する部局等の長が実施する「部局

個人評価」で構成している。「教員自己評価」は，教育活動，研究活動，社会的貢

献，管理・運営の４領域について目標設定を行い，次年度に目標に対する成果・業

績を具体的に記載するとともに，領域ごとの５段階評価，領域全体について総合４

段階の自己評価を行っている（資料【25】（P40），別添資料 31）。 

各部局は，「部局個人評価」の実施に向けて，各部局の特性に応じて策定した評価

基準と実施方法の妥当性を事前に検証するため，平成 18 年度に「部局個人評価」

の試行を実施した。この試行結果を踏まえて，「愛媛大学教員の総合的業績評価実

施要綱」及び部局の評価基準の改定を行い，平成 19 年度には第１回部局個人評価

を実施した。 

 

計画７－２「(111)「教員の総合的業績評価」に基づき，優れた研究者，研究グルー

プに対する重点的な資金配分等の適切なインセンティブを付与する。」に係る

状況 

 

平成 17 年度に「教員の役割分担の制度化と処遇を総合的に検討する WG」を立ち

上げ，「教員の総合的業績評価」に基づく教員の適正な処遇とインセンティブを連

動させる仕組みについて検討し，その結果を「教員個人評価に基づく教員の処遇及

びインセンティブの付与について」として取りまとめ，役員会等に報告した。WG の

報告書に基づき，「教員の総合的業績評価」の給与への反映について具体的に検討
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して，「教員の総合的業績評価に基づく教員の処遇のための指針」を策定し，円滑

な実施に向けて全学的な共通認識を図った。各部局は，当該指針により①部局個人

評価と成績優秀者の推薦，②３年ごとの部局個人評価と年１回の昇給との関係，③

勤勉手当の基準，④教員自己評価と部局個人評価の未実施者等の取扱いについて，

具体的な基準を定めた。当該基準を踏まえ，平成 19 年度に実施した部局個人評価

の評価結果を平成 20 年１月の昇給へ反映させた。 

また，教員の総合的業績評価結果が優れている教員に対する「国内派遣研究員制

度」及び「サバティカル制度」の導入を決め，平成 18 年度に実施規程を制定した

（別添資料 47）。 

 
別添資料 47 国立大学法人愛媛大学教員のサバティカル制度に関する規程 

 

計画７－３「(112)プロジェクト研究やグループ研究について，公開研究発表会等を

行い第三者的な評価を受ける。」に係る状況 

 

平成 16 年度に本学の特色ある優れた学術研究を支援する「研究開発支援制度」を

設け，成果が期待できるプロジェクト研究 95 件に対して４年間で総額４億４千万

円の経費支援を行ってきた。この研究の成果を学内外に広く公表して第三者的な評

価を受けることを目的として，毎年度末に公開シンポジウムを開催し，研究成果及

び研究の進捗状況の発表を行っている。平成 18 年度までの３年間は，研究開発諮

問委員会において特に優れたプロジェクトであると評価した 25 件の研究課題につ

いて発表し，平成 19 年度からは研究期間が終了するすべての課題について，ポス

ター発表も含めて行うこととした。シンポジウムの案内は，愛媛県内の大学・短大，

地方公共団体，企業，経済団体，報道機関等に行い，広い分野からの参加者を得て

いる（毎年の参加者数：約 100 人）。 

 

b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 平成 17 年度からすべての専任教員を対象として「教員の総合的業績

評価」を本格実施している。評価に当たっては，根拠資料に教員活動実績データ

ベースを活用するとともに，各部局の特性に応じた評価基準を部局において作成

することにより，多様な教員の評価を適正に行えるよう，工夫している。平成 19

年度に第１回「部局個人評価」を実施し，WG での検討を踏まえ，評価結果の昇給

への反映，サバティカル制度等の導入など，インセンティブの付与を実施してい

る。 

重点的な資金配分として実施している「研究開発支援制度」は，評価の透明性・

公平性を確保するため，２段階審査を経て行うとともに，公開シンポジウムを開

催して研究成果や進捗状況を公表している。 

     以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

②中項目２の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 中項目を構成する７つの小項目のうち，１つの小項目を「目標の達成

状況が良好である」と，また６つの小項目を「目標の達成状況がおおむね良好で

ある」と判断したため。  
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③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．学術研究委員会の下に「研究コーディネーター」を組織し，科学研究費補助

金のブラッシュアップ，外部研究資金獲得の指導を推進した【計画２－１】。 

２．学長裁量経費による「研究開発支援制度」の萌芽的研究で，申請に 45 歳まで

の年齢制限を設けるとともに，平成 19 年度からポスドクと博士課程学生が申請

できるように制度を改め，若手研究者の育成支援を図っている【計画３－１】。 

３．平成 19 年度には，設備整備に関するマスタープランを制定し，総合科学研究

支援センターを中心に実験設備の共同利用を推進するとともに，教育研究に必

要な設備の維持・更新を計画的に行うこととした【計画６－３】。 

    ４．平成 17 年度からすべての専任教員を対象とした「教員の総合的業績評価」を

本格的に実施し，インセンティブとして評価結果を昇給に反映させた【計画

７－１，７－２】。 

(改善を要する点) 

該当なし 

   (特色ある点) 

１．定年教員の後任は，教育研究に支障のない範囲で原則１年間不補充とし，こ

の不補充分等を学長裁量定員として確保し，大学の重点課題に沿って必要な組

織へ戦略的に配置している【計画１－１】。 

    ２．全学的に施設マネジメントを推進するため，学長を委員長とする「施設マネ

ジメント委員会」を設置し，既存施設の点検・評価に基づき改修整備基本方針

を策定して，教育研究スペースの再配分・共同利用の推進を図っている【計画

５－１】。 

３．総合科学研究支援センター内に本学独自の「研究推進ラボ」を設置し，「研

究開発支援制度」により，４年間で６件，約２千万円の研究プロジェクトを行

って，同センターの設備と人的支援の下に異分野間の共同研究を推進している。

平成 19 年度には研究推進ラボを拡充し，地域社会との共同研究を推進するため

に，受託試験実施に向けた開放機器の選定，利用規程の整備に向けた検討を行

った【計画６－３】。 
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３ 社会との連携、国際交流等に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「社会との連携，国際交流等に関する目標」の達成状況分析 

 

  ①小項目の分析 
○小項目１「立地する地域社会との連携体制を強化し，地域社会と双方向的な関係

を確立する。」の分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画１－１「(113) 地方自治体等の政策形成や地域の課題解決に参画し，自律的な地

域社会・地域文化の創生に貢献する。」に係る状況 

 

平成 16 年６月，地域社会，民間企業，地方公共団体等との連携協力の推進のた

めに，産学官連携の全学組織として，理事（社会連携担当）を機構長とする「社会

連携推進機構」を設置した（資料【37】（P55））。法人化以降，連携協力関係を緊密

にするため，産業経済界及び行政機関との連携協定を締結し，特に地元産業の発展

に資する積極的な協働活動を実施している（資料【52】，【47】（P62））。 

平成 17 年度に愛媛県との包括的連携協定を締結し，連携推進会議を開催して，

防災意識の啓発，若年者雇用対策，人材育成，理科離れ対策，農林水産業を活かし

た雇用創出等の重要連携課題に取り組んでいる。各学部・センターは，県民健康実

態調査や健康講座の開催，愛媛県下の産業技術センターや企業と連携した共同研究

の推進，南予地域の現状と課題の調査，NPO と協力した環境教育の展開などの地域

連携事業を実施している。 

愛媛県の南予地域は主産業である第１次産業が低迷しており，地域の衰退が顕著と

なっているため，当該地域の活性化を重点課題としている。そこで「南予活性化対策

協議会」を設置し，広見川流域の水質改善，南予振興塾等による各種セミナーの開催

を行ってきた。地元をはじめ愛媛県の要望もあって，平成 20 年４月には公共施設（旧

庁舎）を借り入れ，本学教員が常駐する「南予水産研究センター」を設置した。同セ

ンターでは，地域や愛媛県との連携の下で学生・大学院学生とともに地域密着型の養

殖の基礎研究，加工流通や「ぎょしょく（魚食）教育」を実践している。 

地域創成研究センターでは，松山市街地にサテライト分室「mit」を開設すると

ともに，松山市委託共同研究で「中小企業経営活性化対策事業」による景況調査結

果の報告，日本下水道事業団との共同研究「IT を活用した効率的な下水道管理シス

テムの開発」への取組のほか，大学城北キャンパスで市民を対象とした無料法律相

談所（アイアイ法律相談）の開催（毎週），松山市と共同による無料法律相談会の

開催（年２回），弁護士過疎地域への出張無料相談会の開催など，積極的に地域貢

献を果たしている。 

防災情報研究センターでは，台風災害のあった新居浜市を調査し，台風災害調査

報告会を開催した（参加者：700 人）。また，市民向けの防災ハンドブック「えひ

め防災ブック」を刊行し，それを用いて新居浜市各地域の公民館で「愛媛大学地域

防災講演会」を実施してきた（合計 13 回，参加者：約 2,000 人）。このような取

組に対して新居浜市より感謝状が贈呈され，対象を小中学生に拡大して防災教育を

行っている。 

 

資料【52】連携協定一覧 

相手先 締結日 内容 相手先 締結日 内容 

東レ(株)
愛媛工場 16.4 水処理及び複合材料研究 宇和島市 18.2 地域及び産業活性化，環境 

愛媛県 17.4 産業活性化，県土保全，人材
の育成に関すること 

(株 )愛媛銀行 18.11 中小企業支援の促進，地域経済の
活性化への連携競技，情報交換 
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(独)産業技術 
総合研究所 

17.8 四国の国立大学と産総研とがそ
れぞれ得意とする分野で補完 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ四国  
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ(株 )

18.12 ヘルスケア・メディカル分野， 
デバイス分野 

井関農機
(株) 17.11 農 産 物 ハ イ テ ク 生 産 シ ス テ

ムについて 
(株)愛媛 
信用金庫 19.4 中小企業支援の促進，地域経済の

活性化への連携競技，情報交換 

(株 )四国  
総合研究所 

17.11 起業の推進 松山市 19.7 
産業活性化，医療福祉の向上，市
民の安全・安心の推進，都市環境
の整備，教育の振興 

(株)伊予
銀行 

18.2 産 学 官 連 携 情 報 交 換 及 び 支
援 

東温市 19.12
産業活性化，医療福祉の向上，市
民の安全・安心の推進，都市環境
の整備，教育の振興 

今治市 18.2 地域及び産業活性化，環境 愛南町 20.3 
南予水産研究センターの運営，産
業の活性化，環境の整備，教育の
振興，人材の育成 

四国中央市 18.2 地域及び産業活性化，環境 

 

計画１－２「(114) 愛媛県をはじめ四国地域にある文化的遺産，自然的富の保存・

活用に積極的に関わる。」に係る状況 

 

地域創成研究センターでは， GIS（地理情報システム）を用いて，地域の文化的

遺産や自然的富を視覚化・地図化し，地域コミュニティーの再評価を行う共同研究

を実施している。「芸予地震被災資料救出ネットワーク愛媛」を組織して地域の文

化的遺産の資料を収集し，図書館等で保存するとともに，近代の文化研究に関する

成果を公開している。平成 18 年度には，地域の文化の保存や活用を考える学内登

録団体と協力して，シンポジウム「地域社会における支援ネットワークの現状と課

題」を開催した。平成 19 年度には，四国遍路を研究する団体を支援して，公開シ

ンポジウム「四国遍路と世界の巡礼」を開催するなど，地域の文化資源の発掘・再

生をテーマとする研究に重点的に取り組んでいる。 

また，農学部でも愛媛県愛南町と連携して，愛媛県の水産養殖業における課題へ

の取組を開始するとともに，農学部附属演習林をフィールドとして「樹木博士養成

講座」，「めざせ森の達人」，「樹木ソムリエ」などの実践的な野外教育を推進している。 

 

計画１－３「(115) 社会人入学の促進，生涯学習やリカレント教育等の持続的学習

の場を提供するためのプログラムを整備する。」に係る状況 

 

学士課程の法文学部夜間主コース，医学部看護学科，農学部，修士課程の法文

学研究科，医学系研究科，農学研究科社会人リフレッシュコースにおいて，積極

的に社会人を受け入れている。教育学部では，松山市小学校研修主任会との共同

研究を推進するため，平成 16年度に共同研究推進委員会企画準備委員会を設置し，

実施している。また，平成 18 年４月に地域のスポーツ活動を振興するために，「総

合型地域スポーツクラブ」を設立し（平成 19 年度末の参加者数：557 人），多世代

を対象とした各種活動を展開している（資料【53】）。 

 

資料【53】総合型地域スポーツクラブの概要と利用者のコメント（出典：ｳｪﾌﾞｻｲﾄ） 
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本学の生涯学習の企画・実施は主に各部局において行ってきたが，平成 20 年度

に全学的な対応窓口として教育学生支援部に「生涯学習室」を設置した。また，

本学卒業生の「学び直し」の支援策の１つとして，平成 19 年度に研究生等の入学

料，授業料の優遇措置を導入した。 

   

計画１－４「(116) 附属図書館等の公開，研究施設の開放を促進する。」に係る状況 

     

図書館では，愛媛県内の各市町村史を中心とした地域資料を収集し，地域創成

ライブラリーを創設するとともに，所蔵する貴重資料等の資料展示とシンポジウ

ムを同時開催する企画展を継続して実施している。また，所蔵する「鈴鹿文庫」

などの貴重資料，郷土資料のデジタルコンテンツ化を進め，電子図書館としてイ

ンターネット上で公開している。 

本学では従来から高校生や一般来訪者に研究センターなどの研究施設を開放し

ているが，城北，重信，樽味の３キャンパスにある「総合科学研究支援センター」

を中心に，地域への研究施設の開放のさらなる促進に努めている。 

また，本学の学術研究の成果を社会に広く紹介する情報発信機能，市民参画型

の双方向的な社会教育機能を持った「愛媛大学ユニバーシティー・ミュージアム」

（仮称）を共通教育棟本館１階（約 1,400m2)に設置することが平成 19 年度に承認

され，設置準備委員会において平成 21 年度開設に向けた準備を進めている。 

 
計画１－５「(117) 総合的な地域支援情報ネットワークを構築し，保健，医療，福祉，

教育等における社会サービス活動を推進する。」に係る状況 

 

平成 18 年度に文部科学省委嘱の総合  資料【54】あいナビステーションの窓口 

型地域スポーツクラブ育成推進事業に

基づき，「愛媛大学総合型地域スポーツ

クラブ」を設立し，多世代，多志向，多

種目のスポーツ教室・交流大会等を実施

し，地域社会と連携した活動を積極的に

推進してきた（資料【53】）。医学部附属

病院は，愛媛県内唯一の特定機能病院と

して，県民に高度の医療を提供するとと

もに，関連病院と連携して，地域医療の

充実，医師不足対策などに取り組んでい

る。平成 19 年 11 月に松山市と本学が共同で運営する「あいナビステーション」を

市内デパートに開所し，無料で市民の健康相談を行うなど，医療サービス活動を展

開している（資料【54】）。 

県下の留学生支援のネットワーク化を図ることを目的に，学内外の支援団体やボラ

ンティアに対し留学生交流に関わる情報提供を行うとともに，愛媛県中予地区大学日

本語教育連絡会，県留学生等交流推進会議との連携による各種プログラムを実施した。 

また，社会連携推進機構が中心となって，地方公共団体，民間企業，金融機関等

との連携を推進し，県下３市に開設したサテライトオフィス等を活用した地域支援

情報ネットワークの充実を図っている。法人化後の４年間に，愛媛県など７地方公

共団体，東レなど４企業，伊予銀行など３金融機関，１の独立行政法人と連携協定

を締結してネットワーク構築を推進している（資料【52】（P74））。 

 

      b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

(判断理由) 地域社会，民間企業，地方公共団体等との連携・協力推進のために，
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産学官連携の全学組織として「社会連携推進機構」を設置し，各種連携協定の締

結に基づく具体的な施策を実施している。新設の地域創成研究センター，防災情

報研究センターは，その設置目的に沿って，地域のニーズに沿った研究を推進し，

その成果を情報発信している。特に，「地域にあって輝く大学」の実現を目指し，

地域をキャンパスとして捉え，サテライトオフィスを設置し，地域活性化への取

組を展開している。 

以上のことから，目標の達成状況が良好であると判断する。 

 

○小項目２「産業経済界及び行政機関との連携協力関係を緊密にし，教育と研究の

活性化を図るとともに，産業の発展と国民の福利向上に貢献する。」の

分析 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画２－１「(118)「地域共同研究センター」を中核にして国内外の民間企業に対す

る技術指導・技術移転及び共同研究・受託事業を推進し，実施件数を増加させ

る。」に係る状況 

 

法人化以降，社会連携推進機構が中心となり，７地方自治体，３地方金融機関，

東レ株式会社愛媛工場，独立行政法人産業技術総合研究所，井関農機株式会社等と

いった地域企業・研究機関との連携協定を締結し，共同研究を推進するとともに，

地域企業への技術指導・技術移転に努めている（資料【52】（P74））。平成 18 年４

月に学内外の業務拡大要求に応え，地域社会との連携強化を図るため，社会連携推

進機構の機能を強化し，地域共同研究センターは産学連携推進業務を主体的に担う

組織として産業科学技術支援センターに改称した。 

また，受託研究費の獲得のために，競争的資金獲得に向けた公募説明会の開催，

外部専門家で構成した競争的資金申請書のブラッシュアップミーティングを開催

し，JST の「シーズ発掘試験」では，平成 18 年度全国 14 位，平成 19 年度全国 12

位の採択件数であった。 

平成 19 年度には，若手研究者の研究活動を支援するため，学長裁量経費による「産

業技術シーズ育成研究支援制度」を創設し，技術移転活動の基盤となる目的指向型

研究シーズの継続的創出を図っている（別添資料 48）。また，四国 TLO との連携を

強化し，四国 TLO 職員を客員教授として迎え，研究成果の新技術説明・展示会への

出展，研究シーズ発掘，技術移転等に積極的に取り組んでおり，共同研究・受託研

究，発明・特許出願の件数等の順調な増加につながっている（資料【55】）。 

 

資料【55】共同研究・受託研究受入状況，相談件数  （単位：件，千円，人） 

共同研究 受託研究 受託研究員 
技術 

相談 

受入状況等 

 

年度 件数 金額 人数 件数 金額 人数 金額 件数 

平成 16 年度 89 111,489 24 3,756 575,082 4 1,082 23 

平成 17 年度 105 167,506 13 3,947 446,541 7 2,030 68 

平成 18 年度 117 142,369 13 4,138 556,548 5 1,353 121 

平成 19 年度 84 128,557 14 3,933 630,536 5 1,353 71 

 
別添資料 48 愛媛大学産業技術シーズ育成研究支援実施要項 

 

計画２－２「(119)「リエゾンオフィス」の一層の充実を図り，外部人材の組織化，

産学コーディネート機能，産官学の交流，大学の知的財産の広報などの業務を

推進する。」に係る状況 
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従来，技術移転に専門性を有する  資料【56】県内サテライトオフィスの活動支援 

外部人材を四国経済産業局，四国

TLO 等から迎え，知的財産・産官学

連携部門の充実を図ってきた。平成

16 年度以降は，連携協定を締結した

愛媛県から客員教授を，今治市と宇

和島市から各１人を産学官連携職

員として受け入れるとともに，愛媛

県下３市（四国中央市，今治市，宇

和島市）と東京にサテライトオフィ

スを設置して，地域とのネットワー

クを強化し，地域における愛媛大学

の存在感を高めている（資料【56】）。 

知財公開セミナーの開講，異業種間のネットワーク「えひめ 5:30 倶楽部」などを

継続的に開催したほか，小学生を対象として，学内だけでなく愛媛県下のサテライ

トで夏休みに「昆虫標本展」開催するなど，研究成果だけでなく広く大学の知的資

産を地域に還元している。また，技術移転活動では，京都産学官連携推進会議，イ

ノベーションジャパンなど，都市部でのイベントに積極的に参画し，技術移転に係

るマッチング向上に努めている。 

 

計画２－３「(120) 利益相反に関する指針等を速やかに策定する。」に係る状況 

 

社会連携担当理事を本部長とする知的財産本部では，全学的な利益相反管理規程

に基づき，「医学部等利益相反専門委員会規程」，「利益相反ポリシー」，「自己

申告書」を策定し，職員へ周知徹底を図ることで，その適切な管理運用を行ってい

る（別添資料 49，50）。社会連携推進機構のウェブサイトに利益相反に関する情報

を掲載し，利益相反専門委員会・管理委員会において，教員の「自己申告書」につ

いて審議し，その結果を申請者に通知することを通して，社会連携活動を円滑に推

進している（資料【57】）。 

 

【57】利益相反管理体制 
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別添資料 49 国立大学法人愛媛大学利益相反に関する基本方針 

別添資料 50 国立大学法人愛媛大学利益相反管理規程 

 

      b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 社会連携推進機構を中心に地域社会との連携を強化し，産学官連携・

協力ネットワークの拡大，大学の知的資源の活用と研究成果の社会への還元，研

究シーズの発掘，技術移転など産学官連携の取組を活発に推進してきた。また，

外部適任者を機構の専任教員・客員教授として迎えるとともに，サテライトオフ

ィスを設置するなど，社会連携推進のための機能を継続的に改善してきた。さら

に，利益相反ポリシーの制定と構成員への周知徹底など，大学構成員が社会連携

活動を円滑に推進するための基盤を構築している。 

以上のことから，目標の達成状況はおおむね良好であると判断する。 

 

○小項目３「四国地域をはじめとする国内の他の大学や教育研究機関と積極的に連

携し，教育と研究の活性化を図る。」の分析 

a)関連する中期計画の分析  
 

計画３－１「(121) 大学コンソーシアム化を視野に入れ，地域の公私立大学等との教

育研究資源の共有化を推進する。」に係る状況 

 

愛媛県中予地区７大学の学長懇談会の下に，平成 16 年度に中予地区学長懇談会

教学ネットワーク等検討委員会を設置し，学生教育と学生生活支援に関わる情報を

共有し，連携を行う必要性についての報告書をまとめた。この報告に基づき，平成

18 年度から本学を含む７大学で単位互換科目を共同開催することとなった。また，

平成 15 年から実施している愛媛大学，松山大学，松山東雲女子大学，松山東雲短

期大学の県内４大学合同のイ 

ンターンシップ事業において， 資料【58】大学コンソーシアムえひめ 

効率的な遂行体制を整備する

ために大学間の情報の共有化

と事務業務の標準化を図った。 

こ れ ら の 活 動 を ベ ー ス と

して本学が中核となり，平成

20 年２月に愛媛県内の国公

私立 11 大学が参加する「大学

コンソーシアムえひめ」を設

置した。コンソーシアムの構

成大学が連携して，従来行わ

れてきた「共同授業」，「留学

生日本語教育」，「インターン

シップ」，「大学ガイダンスセ

ミナー」等を拡大実施する予

定としている（資料【58】）。 

 

計画３－２「(122) 目的に応じて，他大学と自主的な連携・協力体制を構築する。」

に係る状況 

 

平成 20 年２月に発足した愛媛県内の国公私立 11 大学が参画する「大学コンソー

シアムえひめ」は，大学が相互に連携・交流することによって，大学の個性を磨き，
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県内の高等教育の質的向上を果たし，その成果を地域社会へ貢献することを目的と

している（資料【58】）。 

また，平成 16 年度には，新居浜工  資料【59】大学間連携によるフィールド教育体系の構築 

業高等専門学校と単位互換を含む教育

研究協定を締結した。中国・四国地区

の愛媛大，島根大，山口大，高知大の

４大学では，大学間交流協定に基づき，

平成 15 年度から毎年，学生の自主的調

査・研究を推進する目的で合同研究成

果発表会を開催している。平成 19 年度

の第５回研究成果発表会では，法文学

部人文学科３年次のグループによるプ

ロジェクト「愛媛県内子町における暮

らしの文化とまちづくり」が「最優秀

賞」を受賞した。 

農学部では，中国・四国地区の９国

公立大学による単位互換協定を締結し，

連携して実施する取組「大学間連携に

よるフィールド教育体系の構築」（申請

大学：広島大）が文部科学省現代 GP

に採択され，農学部学生は各大学の施

設を利用して複数大学の教員により行

われるフィールド演習を履修すること

が可能となっている（資料【59】）。 

理工学研究科では，神戸大・九州大・愛媛大・金沢大が連携して，国策として推

進されているスーパーコンピューター開発プロジェクトとも関連して，計算科学に

関する基礎と応用に関する知見を備えた人材養成を目指した教育プログラムに取

り組んでいる（平成 19 年度文部科学省大学院 GP 採択，申請大学：神戸大）。 

医学系研究科では，中国・四国地区の８大学がコンソーシアムを作り実施する「中

国・四国広域がんプロ養成プログラム」に参画している（平成 19 年度文部科学省

「がんプロフェショナル養成プラン」採択）。このプログラムは各大学院にメディ

カル，コメディカルを含む多職種のがん専門職養成のためのコースワークを整備し，

地域に 26 あるがん診療連携拠点病院が連携して，広い地域にチーム医療を担うが

ん専門職を養成するものである。 

 

b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 中予地区学長懇談会の活動の下に，本学が主導して平成 20 年２月に

「大学コンソーシアムえひめ」を設置した。また，従来から愛媛大，島根大，山

口大，高知大の４大学間で学生の自主的調査・研究を推進する目的で合同研究成

果発表会を開催するとともに，現代 GP，大学院 GP などに採択された教育プロジ

ェクトの実践を通して，大学間の連携を図っている。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

○小項目４「世界に開かれた大学として，諸外国の大学や教育研究機関と学術交流

を図るとともに，留学生の受入れ，本学学生の海外派遣等を通じて国

際社会との人的交流を推進する。」の分析 

a)関連する中期計画の分析 
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計画４－１「(123) 国際交流の推進のため，「留学生センター」の機能を強化する。」

に係る状況 

 

平成 18 年４月，留学生センターを発展的に改組して，   資料【60】J-support 

国際学術交流部門と留学生交流部門を持つ「国際交流

センター」を設置した。同センターは，①学生交流支

援，②学術交流，③国際交流ネットワークの構築，④

国際交流事業の調査・企画を４つの主要業務として，

従来の留学生に対する日本語教育やサポートに加え，

日本人学生の海外派遣プログラムの企画や支援，交流

協定の見直しなどを充実させている（資料【33】（P49))。

大学間交流協定については，交流実績を調査し，有効

に機能しているかどうかを調査して更新・終了を検討

している。平成 19 年度は，新規締結５（大学間協定４，部局間協定１），協定終了

４となり，20 カ国 52 の大学・教育機関と 51 の協定を締結している。平成 18 年６

月，ネパールの主要５大学と国際交流協定を締結し，連携協力の拠点として「愛媛

大学サテライトオフィス・カトマンズ」を設置した。防災情報研究センターと国際

交流センターを軸に，途上国の支援を推進する実質的なネットワーク拠点として，

国際貢献活動を実施している。平成 19 年６月に学術交流協定１周年を記念して，カ

トマンズで国際フォーラムを開催するとともに，本学を中心として愛媛県内 10 団体

で「愛媛ネパール友好協議会」を設立した。このような取組を通して，国際貢献を

本学の重点課題として掲げ，南アジア，東南アジアの大学との連携を強化し，教育

研究に基づく支援を進めている。 

平成 19 年度経済産業省「アジア人財資金構想」高度実践留学生育成事業に，本学

が中心となり四国の大学で協力する「四国発グローバル人材創出を目指した留学生

支援プログラム」が採択された。このプログラムは，留学生が四国で就職するため

の支援を行うもので，ビジネス日本語教育や日本ビジネス教育の開始，敬語や専門

用語を用いた発表・面接実習など実践力の養成を目指している（資料【11】(P13））。 

また，国際交流センターでは，他部局との意見交換会による連携を強化し，留学

生受入マニュアルの作成，国際連携に関するフォーラムの開催，新たに文部科学省

「国際協力イニシアティブ」に採択された教育プログラムの実践など，国際教育協

力にも貢献している（別添資料 40）。 

従来の留学生に対する日本語教育やサポートに加え，本学の日本人学生の海外派

遣プログラムの企画や支援も積極的に実施している。また，留学生の円滑な受入と

教育支援のための学生ボランティア制度「J-support」の充実により，全学的な日本

人学生の異文化理解の促進を図っている（資料【60】）。さらに，愛大 GP を活用し，

平成 21 年度から実施するすべての学部学生を対象とした日本語教師養成プログラ

ムの環境整備を進めた。 

 

計画４－２「(124)「海外留学プログラム」を整備し，本学学生の海外派遣を強化す

る体制を作る。」に係る状況 

 

本学は「国際的視野を有する人材の育成」を目標に掲げ，学生の海外派遣，海外

留学を推進するさまざまな取組を充実させている。「体験と対話」をキーコンセプト

に，毎年１～４週間程度の研修を企画，実施している（資料【61】）。全学的な海外

留学プログラムとして，平成 19 年度はニュージーランドプロジェクト学習，ベトナ

ムプロジェクト学習のほか，法文学部と連携して韓国文化研修，中国語学研修を実

施した。 

学部や研究科においても，海外フィールドワーク，海外インターンシップ，学会
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参加など海外渡航の機会  資料【61】海外研修プログラム（出典：広報誌 Line vol.29） 

が増えていることから，

海外留学・研修に関する

基本方針を策定し，海外

渡航安全管理マニュアル

の 作 成 と 活 用 を 行 っ た

（別添資料 51）。海外渡

航に関するリスクに対応

するため，海外研修・留

学前のオリエンテーショ

ンを徹底するとともに，

教職員を対象とした「危

機管理セミナー」（参加

者：151 人）を開催し，

安全・安心に海外渡航で

きる学内体制作りを推進

している。さらに，平成

19 年度文部科学省「大学教育国際化推進プログラム」に採択された留学プログラム

を支援するために，長期留学支援室を設置して支援体制を強化した。 

 
別添資料 51 海外渡航安全管理マニュアル（抜粋） 

 

計画４－３「(125)「英語教育センター」と「留学生センター」の共同による異文化

コミュニケーション空間を創設する。」に係る状況 

 

本学のスチューデント・キャンパス・ボランティアの国際交流コーディネーター

は，大学会館２階のインターナショナル・チャットルームを活用して，留学生と日

本人学生の橋渡し役として活動している。例えば，異文化に関するイベントの開催，

日本語支援ボランティアの派遣，留学生を対象とした授業科目「英語による日本文

化の授業」の日本人学生への開放，日本人混在型授業の推進，留学生出身国の映画

上映会の実施，英語教育センターとの協働による英会話プログラムの開講など，異

文化空間コミュニケ－ションに関する環境作りを推進している。また，国際交流セ

ンターと英語教育センターが連携して，改修中の共通教育棟本館２階「多文化交流

ゾーン」の機能とデザインを検討している。 

 

計画４－４「(126) 帰国後のフォローアップ体制を整備し，帰国留学生ネットワー

クを構築する。」に係る状況 

 

国際交流センターでは，本学の同窓会組織「校友会」と連携し，帰国外国人留学

生との交流により，インドネシア，マレーシア，ネパ－ル，韓国，ハノイ（ベトナ

ム），北京（中国）に校友会支部を設立している。特にネパールでは，10 年以上前

から地すべりの調査・研究を行っており，主要な５大学と学術交流協定を締結する

とともに，その活動拠点としてカトマンズ市内に「愛媛大学サテライトオフィス・

カトマンズ」を設置した。サテライトオフィスには本学出身の帰国留学生が常駐し

ており，防災研究を通した途上国支援に取り組んでいる。さらに，フィリピン，ヨー

ロッパ（ドイツ，フランス，ポーランド等），台湾支部設立のための調査を行って

いる。 
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計画４－５「(127) 日本科学技術振興財団，JICA 等の外部組織と連携した国際共同

研究を奨励・推進する。」に係る状況 

 

黒海沿岸海岸保全調査の指導（ルーマニア），水環境技術向上プロジェクトへの参

加・指導（ベトナム），国皮膚病学プロジェクトへの参加（タイ）など，外部組織と

連携した国際共同研究を実施した。日本学術振興会による二国間交流事業に積極的

に申請し，中国，フランス，韓国，イギリス等と共同研究を実施している。 

また，先端研究センターを中心として，さまざまな国際共同研究を展開している。

例えば，東アジア古代鉄文化研究センターでは，中国国家文物局から発掘調査の許

可を得て，四川省成都市と共同調査を実施している。無細胞生命科学工学研究セン

ターでは，米国ウィスコンシン大学との共同研究協定を締結し，タンパク質合成技

術の応用に向けた研究を推進している。 

 

計画４－６「(128) 国際会議・研究集会の開催に経済的・人的支援が行えるよう学

内的な環境整備を行う。」に係る状況 

 

国際交流センターは各学部の国際交流委員会との連携を強化するため，意見交換

会の開催，海外渡航に関する情報収集，海外渡航に関するマニュアルの作成と活用

など，支援体制を充実させた（別添資料 51）。 

また，学長裁量経費による「学会・シンポジウム等支援経費」により，国際会議・

研究集会の開催を支援している（平成 19 年度：９件，総額 440 万円）。平成 15 年

度から開催している「プロテインアイランド松山 国際シンポジウム」は，愛媛県，

松山市，松山商工会議所などの全面的な協力を得て実施している（資料【45】(P61))。 

 

計画４－７「(129) 若手研究者，大学院生の国際学会・研究集会への参加や短期留

学・研修に対して重点的に支援する。」に係る状況 

 

学長裁量経費と国際交流事業推進経費によって「愛媛大学外国派遣研究員」制度

を創設し，若手研究者（若手事務系職員を含む）を中心に，平成 16 年度 12 人（長

期８人，短期４人），平成 17 年度 14 人（長期６人，短期８人），平成 18 年度 10 人

（長期３人，短期７人），平成 19 年度９人（長期３人，短期６人）を派遣した。 

平成 18 年度に国際交流に関る業務を国際交流センターに一元化し，学生の海外研

修プログラムの開発，学術交流に関する人的・経済的支援を実施するとともに，国

際交流活動を推進するための外部資金，各種助成金獲得のための情報提供，サポー

トを積極的に行った（資料【33】(P49)）。また，本学同窓会組織「校友会」との連

携や寄附金の活用により，若手研究者や学生の留学，短期海外研修，国際学会参加

等を奨励，推進した。 

大学院連合農学研究科では，学生の自主的な研究プロジェクトや国際学会等での

成果発表に対する支援制度を設け，研究者養成と学生の研究意欲の向上・活性化を

目指している（資料【５】（P5))。 

 

計画４－８「(130) 諸外国の大学・研究所との学術交流の推進を図り，外国人研究

者・技術者の受け入れ体制，研修体制を整備する。」に係る状況 

 

学術交流協定締結校，共同研究機関等を相互訪問してさらなる学術交流の推進を

図り，学長裁量経費により研究者の受入について支援を行った。学術交流状況調査

による体制の整備，受入のサポート・コーディネートにより，客員教授等の招聘，

サテライトオフィス・カトマンズの開設，愛媛大学外国人客員研究員制度の適正な

運用などを行った。また，外国人客員研究員への国際交流会館の提供による住居支
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援，配偶者への日本語クラス開放による生活支援を行った。 

 

計画４－９「(131) 任期付きポスト，客員教授ポスト等を用いて，外国人研究者を教

員として招聘する。」に係る状況 

 

外国籍の助教以上の教員が毎年 20 数人在籍しているほか，地球深部ダイナミクス

研究センターの外国人客員研究員部門の研究員の雇用，沿岸環境科学研究センター

の特命教授（１年契約の更新）である外国人研究者及び外国人の COE 教員（１年契

約の更新毎年２～３人）の雇用，無細胞生命科学工学研究センターの学術顧問教授

（外国の著名な研究者）４人の委嘱，防災情報研究センターの客員教授２人，客員

准教授３人の委嘱（平成 19 年度から）など，教員として招聘する外国人研究者の数

は拡大している。 

 

      b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 愛媛大学の国際化を推進するために，平成 18 年度に国際交流センター

を設置して，①学生交流支援，②学術交流，③国際交流ネットワークの構築，④

国際交流事業の調査・企画に全学的に取り組んでいる。同センターは，海外留学

プログラムの開発，留学生受入マニュアルの作成，帰国留学生ネットワークの構

築など，着実にその成果を上げている。また，先端研究センターを中心に外国人

研究者の受入を拡大するとともに，学内の制度により毎年，若手教員などの海外

派遣，国際会議開催の支援を行っている。 

以上のことから，目標の達成状況がおおむね良好であると判断する。 

 

②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

(判断理由) 中項目を構成する４つの小項目のうち，１つの小項目を「目標の達成

状況が良好である」と，また３つの小項目を「目標の達成状況がおおむね良好で

ある」と判断したため。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

    １．法人化後直ちに社会連携推進機構を設置し，地方自治体，金融機関，民間企業

等と連携協定を締結して，地域社会のさまざまな課題・施策及び企業等との共同

研究に積極的に取り組むことによって，地域に存在する大学としての機能を十分

に発揮し，その役割を果たしている【計画１－１，１－５，２－１】。 

    ２．地域の活性化が重要課題となっている愛媛県南予地域の要望を受け，当該地

区における調査研究やセミナーを開催してきた。これまで行ってきた取組の成

果として，平成 20 年度に同地区に本学教員が常駐する「南予水産研究センター」

を設置した。本学の南予地区の拠点として，教職員が地域住民とともに地域密

着型の養殖の基礎研究，加工流通や「ぎょしょく（魚食）教育」を実践してい

る【計画１－１】。  
３．防災情報研究センターでは，台風災害のあった新居浜市において，災害調査

報告会の開催，市民向けの防災ハンドブック「えひめ防災ブック」の刊行，「愛

媛大学地域防災講演会」の実施等を積極的に行ってきた。これらの取組に対し

て新居浜市より感謝状が贈呈された【計画１－１】。  
    ４．ネパールでは，10 年以上前から地すべりの調査・研究を行っており，主要な

５大学と学術交流協定を締結するとともに，その活動拠点としてカトマンズ市

内に「愛媛大学サテライトオフィス・カトマンズ」を設置した。サテライトオ

フィスには本学出身の帰国留学生が常駐しており，防災研究を通した途上国支
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援に取り組んでいる【計画４－１，４－４】。 

   (改善を要する点) 

     該当なし 

   (特色ある点) 

    １．平成 18 年度に文部科学省委嘱の総合型地域スポーツクラブ育成推進事業に基

づき，「愛媛大学総合型地域スポーツクラブ」を設立し，多世代，多志向，多種

目のスポーツ教室・交流大会等を実施し，地域社会と連携した活動を積極的に

推進してきた【計画１－３，１－５】。 

    ２．平成 16 年度以降は，連携協定を締結した愛媛県から客員教授を，今治市と宇

和島市から各１人を産学官連携職員として受け入れるとともに，愛媛県下３市

と東京にサテライトオフィスを設置して，地域とのネットワークを強化し，地

域における愛媛大学の存在感を高めている【計画２－２】。 

３．平成 20 年２月に愛媛県内の国公私立 11 大学が参加する「大学コンソーシア

ムえひめ」を設置した。コンソーシアムの構成大学が連携して，従来行われて

きた「共同授業」，「留学生日本語教育」，「インターンシップ」，「大学ガイダン

スセミナー」等を拡大実施する予定である【計画３－１】。 




